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１ 検討の背景 
  業務上疾病の範囲については、労働基準法施行規則別表第１の２及びこれに基づく告示

（以下「別表第１の２」という。）に定められ、新しい疾病の発生等に対処し、業務上疾

病の範囲に係る法令の見直し、追加を迅速に行うため、労働基準法施行規則第３５条専門

検討会（以下「第３５条検討会」という。）が定期的に開催されている。 
    平成２１年に取りまとめられた第３５条検討会の報告書（以下「２１年報告書」という。）

では、「『理美容の業務による接触皮膚炎』及び『インジウムによる間質性肺炎』について、

化学物質に関する分科会を開催して検討を行うとともに、製造業等における新物質の利用

が急速に広まりつつある状況を踏まえ、同分科会において、新たな化学物質による疾病に

ついて幅広く検討することを望む。」とされたところである。 
    また、国際労働機関（ＩＬＯ）の「職業病の一覧表並びに職業上の事故及び疾病の記録

及び届出に関する勧告」（第１９４号勧告）に付属する「職業病の一覧表」が平成２２年

３月に改訂され、新たな化学物質による疾病が示されたところである。 
  こうした状況を受け、本分科会は、化学物質による疾病のうち、新たに業務上疾病とし

て別表第１の２に追加すべきものがあるか否かについて、検討を行ったものである。 
 
２ 検討事項 
  本分科会において具体的に検討した事項は以下のとおりである。 
（１）検討事項１ 

労働安全衛生法施行令別表第９に掲げられた安全データシート（以下「ＳＤＳ」と

いう。）の交付義務のある化学物質６４０物質のうち、別表第１の２に規定されていな

い物質による疾病で、同表に追加すべきものがあるか否かの検討。 

（２）検討事項２ 

ＩＬＯの第１９４号勧告に付属する「職業病の一覧表」の改訂により、当該一覧表

に新たに追加された９疾病のうち、別表第１の２に規定されていない「化学的因子に

よる疾病」（３疾病）及び「職業上のがん」（４疾病）について、同表に追加すべきも

のがあるか否かの検討。 

（３）検討事項３ 

平成１５年に取りまとめられた第３５条検討会の報告書において、長期的ばく露に

よる慢性影響が明らかでない等として、別表第１の２に追加する必要がないとされた

「化学的因子による疾病」（４疾病）及び「職業上のがん」（１疾病）について、その

後の状況を踏まえ、同表に追加すべきものがあるか否かの検討。 

（４）検討事項４ 

理美容の業務による接触皮膚炎について、別表第１の２に追加すべきものがあるか
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否かの検討。 

 

３ 検討対象物質の選定 

本分科会において検討を行った対象物質は、別添１のとおりである。 
また、検討事項１及び４については、以下の考え方により、対象物質の選定を行った。 

（１）検討事項１について 

    ＳＤＳの交付義務のある化学物質６４０物質の中から、平成８年３月２９日付け労働

省告示第３３号「労働基準法施行規則別表第一の二第四号の規定に基づく厚生労働大臣

が指定する単体たる化学物質及び化合物(合金を含む。)並びに厚生労働大臣が定める疾

病を定める告示」（以下「大臣告示」という。）に既に規定されている１５１物質を除い

た４８９物質のうち平成８年以降に症例報告が３件以上あった４５物質と、当該４５物

質の検討過程において委員から検討対象に追加すべきとの提案があった３物質（ペルオ

キソ二硫酸アンモニウム、ペルオキソ二硫酸ナトリウム、１－ブロモプロパン）の合計

４８物質を検討対象物質とした。上記４５物質には、２１年報告書において分科会で検

討すべきとされたインジウムが含まれていることから、インジウムについては本検討事

項１の対象物質として整理することとした。 

   なお、症例報告を平成８年以降としたのは、新たな化学物質とこれらにばく露するこ

とによって生じる疾病について、同年に全面的な見直しを行ったことによるものであり、

また、症例報告を３件以上としたのは、化学物質と疾病との因果関係の評価や、化学物

質による症状・障害の特定のため、複数の症例報告を確認することが必要であることに

よる。 

（２）検討事項４について 

   理美容の業務による接触皮膚炎については、２１年報告書において「独立行政法人労

働者健康福祉機構が実施した接触皮膚炎に関する調査研究において成分パッチテスト

を行ったところ、シャンプー液等に含まれる一部の化学物質について陽性反応が認めら

れるという結果が得られている。したがって、この件については速やかに結論を得る必

要がある一方、同機構が実施したパッチテストには交差反応の問題もあり、なお詳細に

分析・検討すべき課題があるものと考えられる。」とされていたものである。 
この報告を踏まえ、本分科会において、独立行政法人労働者健康福祉機構による「『職

業性皮膚障害の外的因子の特定に係る的確な診療法の研究・開発・普及』研究報告書」

（以下「研究報告書」という。）に掲げられた成分パッチテスト成績を確認し、シャン

プー液等に含まれる物質で陽性率が１０％以上（理美容師計）の物質から対象物質を選

定することとした上で、既に大臣告示に規定されている１物質（パラフェニレンジアミ

ン）、検討事項１で検討対象となった１物質（ペルオキソ二硫酸アンモニウム）、パラフ
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ェニレンジアミンに交差反応を示す物質で実際のシャンプー液等には含まれていない

２物質（パラアミノアゾベンゼン、赤色２号）を除いた２物質（システアミン塩酸塩、

コカミドプロピルベタイン）を検討対象物質とした。 
 

４ 検討に当たっての基本的考え方 
（１）検討に当たっては、化学物質のばく露を受ける業務とこれに起因して生じる疾病との

間に、一般的に医学的な因果関係があることが確立されているかどうかを基本とした。 
  また、昭和５２年８月１日の業務上疾病の範囲等に関する検討委員会による「業務上

疾病の範囲と分類に関する検討結果報告書」で示された「化学物質による疾病（がんを

除く。）の取りまとめのためのガイドライン」を活用し、国内外で症例報告のあった疾

病について、通常労働の場において発生しうると医学経験則上評価できるかどうかとい

う観点から検討を行った。 
具体的には、以下に該当するものについては、「通常労働の場において発生」すると

は考えにくいことから、これらの症例報告を除いて、職業性ばく露による症例を検討し、

化学物質と疾病との間に医学的な因果関係が確立していると認められる場合には、原則

として例示疾病に追加すべきとした。 
① 自殺、誤飲等、非職業性ばく露による疾病 
② 事故的な原因による急性中毒等の疾病 
③ 国内での使用が確認されない化学物質による疾病 

（２）職業がんについては、疫学による証拠が重要であると考えられることから、上記の考

え方に加えて、 疫学としての証拠がある場合（海外を含む。）を判断の指標とした。 

 

５ 検討結果 
（１）検討事項１ 
   検討を行った４８物質のうち、下表の左欄に掲げる１７の化学物質（うち、１物質に

ついては混合物である。以下同じ。）にばく露される業務によるそれぞれ右欄に掲げる

症状・障害を別表第１の２に追加することが適当であるとの結論を得た。 
なお、今回別表第１の２に追加すべきであるとした２－ブロモプロパンの症状・障害

「生殖機能障害」は、現在の大臣告示中の症状・障害に規定されていないものであるこ

とを念のため付言する。 
症状・障害の表現については別添２に示す。 
参考資料として、追加の可否についての判断理由を別添３、検討を行った化学物質に

関する基本情報を別添４、検討を行うに当たって参考とした文献を別添５に示す。 
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 表 別表第１の２に追加することが適当であるとの結論を得た化学物質による疾病 

No. 化学物質名 症状・障害 

1 アジ化ナトリウム 
頭痛、めまい、嘔吐等の自覚症状、前眼部障害、血

圧降下又は気道障害 

2 インジウム及びその化合物 肺障害 

3 
2,3-エポキシプロピル＝フ

ェニルエーテル 
皮膚障害 

4 過酸化水素 皮膚障害、前眼部障害又は気道・肺障害 

5 グルタルアルデヒド 皮膚障害、前眼部障害又は気道障害 

6 
テトラメチルチウラムジス

ルフィド 
皮膚障害 

7 テレビン油 皮膚障害 

8 

N-（トリクロロメチルチオ）

-1,2,3,6-テトラヒドロフタ

ルイミド 

皮膚障害 

9 二亜硫酸ナトリウム 皮膚障害又は気道障害 

10 ニッケル及びその化合物 皮膚障害 

11 ヒドロキノン 皮膚障害 

12 1-ブロモプロパン 末梢神経障害 

13 2-ブロモプロパン 生殖機能障害 

14 
ヘキサヒドロ‐1,3,5‐トリ

ニトロ‐1,3,5‐トリアジン 

頭痛、めまい、嘔吐等の自覚症状又は意識喪失を伴

う痙攣 

15 
ペルオキソ二硫酸アンモニ

ウム 
皮膚障害又は気道障害 

16 ペルオキソ二硫酸カリウム 皮膚障害又は気道障害 

17 ロジウム及びその化合物 皮膚障害又は気道障害 
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（２）検討事項２ 
   以下に取りまとめたとおり、ベリリウム及びその化合物によるがんについては、業務

上疾病として別表第１の２に追加することが適当であり、その他の疾病については、同

表に追加する必要はないとの結論を得た。 
なお、検討を行うに当たっては、「業務上疾病に関する医学的知見の収集に係る調査

研究」（平成２４年３月）による文献レビュー（別添６の１～７）を参考としたほか、

「カドミウム及びその化合物によるがん」については、別添５に示した文献を追加収集

し、検討の参考とした。 
 

ア イソシアン酸塩のうち、メチレンビスシクロヘキシルイソシアネートによる疾病 
職業性ばく露による健康障害に関する症例報告はないことから、現時点において、新

たに追加する必要はないと考えられる。 

イ 硫黄酸化物のうち、三酸化硫黄による疾病 
   国内での慢性ばく露による症例報告はなく、国外では三酸化硫黄を含む混合ガスの慢

性ばく露と口腔粘膜の腫瘍性病変の発生について検討した症例報告はあるものの、三酸

化硫黄単独の毒性効果とは判断できないことから、現時点において、新たに追加する必

要はないと考えられる。 
ウ 硫黄酸化物のうち、亜硫酸による疾病 

   亜硫酸ガスの事故的中毒事例を除くと、亜硫酸ナトリウム含有パーマ液に接触ばく露

した美容師のアレルギー性接触蕁麻疹の報告が１例あるのみで、職業性ばく露による中

毒症例に関する十分な情報が蓄積されていないことから、現時点において、新たに追加

する必要はないと考えられる。 
エ ベリリウム及びその化合物によるがん 

   国内ではベリリウムばく露による肺がん例についての報告はない。しかし、米国産業

衛生専門家会議（以下「ＡＣＧＩＨ」という。）がＡ１（ヒトに対して発がん性がある）、

国際がん研究機関（以下「ＩＡＲＣ」という。）がＧｒｏｕｐ 1（ヒトに対する発がん

性が認められる）としているように、多くの疫学論文がある。 

国内ではベリリウム及びその化合物は許可物質であり、現在、ばく露する労働者は限

られているが、両肺野にベリリウムによる慢性の結節性陰影がある労働者には健康管理

手帳が交付されていることから、「ベリリウム及びその化合物による肺がん」を別表第

１の２に追加することが適当と考えられる。 

オ カドミウム及びその化合物によるがん 

国内においてはカドミウムばく露による肺がんの症例報告がなく、疫学研究では、肺

がんとの因果関係を認める報告と否定する報告があることから、現時点において、新た
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に追加する必要はないと考えられる。 

カ エリオン沸石によるがん 
   国内での使用は確認されておらず、今後も職業性ばく露による症例の発生の可能性は

低いと考えられることから、現時点において、新たに追加する必要はないと考えられる。 
キ エチレンオキシドによるがん 

   現在までに、白血病、リンパ（肉）腫、乳がんとの関連が報告されているが、国内で

は職業性ばく露による発がんの症例報告はない。国外では、ばく露による発がんリスク

の上昇を指摘する報告もあるが否定する報告もあり、現在のところ、発がんとエチレン

オキシドばく露との因果関係は十分とはいえない。また、コホート研究において、長期

間ばく露された場合のリンパ腫による死亡の超過リスクは低いとの報告もあり、現時点

において、新たに追加する必要はないと考えられる。 
 
（３）検討事項３ 

以下に取りまとめたとおり、タリウム及びその化合物による疾病については、業務上

疾病として別表第１の２に追加することが適当であり、その他の疾病については、同表

に追加する必要はないとの結論を得た。 
なお、検討を行うに当たっては、「業務上疾病に関する医学的知見の収集に係る調査

研究」（平成２４年３月）による文献レビュー（別添６の８～１２）を参考としたほか、

「木材粉じんによるがん」については、別添５に示した文献を追加収集し、検討の参考

とした。 
 

 ア タリウム及びその化合物による疾病 
国内では、炭酸タリウムを使用したガラス製造作業者において、脱毛や末梢神経障

害等が発生した症例報告がある。また、国外では同様の症例のほか、２００３年（平

成１５年）以降も症例が報告されている。 

職業性ばく露による症例が国内においても発生し得ると考えられることから、症

状・障害を「頭痛、めまい、嘔吐等の自覚症状、皮膚障害又は末梢神経障害」として

別表第１の２に追加することが適当と考えられる。 

イ オスミウム及びその化合物による疾病 
     四酸化オスミウム溶液へのばく露による皮膚障害の報告については、事故的な症例

であること、四酸化オスミウムのヒュームへのばく露による眼刺激症状や視覚障害等

の報告については、１９４６年（昭和２１年）のものであり、近年の症例報告はない

ことから、現時点において、新たに追加する必要はないと考えられる。 
ウ ベンゾキノン及びその他の角膜刺激物による疾病 
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     ベンゾキノンからヒドロキノンを合成する作業におけるベンゾキノン蒸気ばく露で

前眼部障害及び視力障害が発生したとの報告がされているが、同報告は１９７７年（昭

和５２年）のものであり、近年、職業性ばく露による発症の報告はない。労働の場で

発症する可能性はあるものの、症例に関する情報が不十分であるため、現時点におい

て、新たに追加する必要はないと考えられる。 
エ 作業活動によって生じる慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ） 
（ア）炭じんによる慢性閉塞性肺疾患 

     これまでの炭坑夫に関する国外の疫学研究では、ＣＯＰＤによる死亡率上昇や肺

機能低下、慢性気管支炎発症の増加が報告されている。 

しかし、別表第１の２第５号「粉じんを飛散する場所における業務によるじん肺

症又はじん肺法に規定するじん肺と合併したじん肺法施行規則第１条各号に掲げる

疾病」に活性炭じん肺(炭粉)、炭坑夫じん肺(石炭)、気道の慢性炎症性変化が含ま

れることから、現時点において、新たに追加する必要はないと考えられる。 
（イ）穀物及び農作業の粉じんによる慢性閉塞性肺疾患 

     国外のパン製造や小麦粉製造従事者を対象とした疫学研究で、小麦による慢性気

管支炎・喘息との関連が報告されているほか、農作業従事者でＣＯＰＤのリスクが

増加した疫学研究が報告されているが、穀物及び農作業の粉じんとＣＯＰＤ発症と

の因果関係は十分ではなく、現時点において、新たに追加する必要はないと考えら

れる。 
（ウ）畜舎の粉じんによる慢性閉塞性肺疾患 

     国内では畜舎の粉じんによるＣＯＰＤの症例報告はないが、国外の調査研究では

家畜飼育農家などに慢性気管支炎あるいはＣＯＰＤの増加が報告されている。しか

し、真菌、エンドトキシンやアンモニアの吸入ばく露により気道炎症や気管支過敏

性が生じうる可能性もあり、現時点では、畜舎の粉じんばく露によるＣＯＰＤ発症

との因果関係は必ずしも明確ではなく、現時点において、新たに追加する必要はな

いと考えられる。 
（エ）繊維じんによる慢性閉塞性肺疾患 

     綿肺症等の有機繊維じんによる呼吸器影響については別表第１の２第４号６に

「落綿等の粉じんを飛散する場所における業務による呼吸器疾患」として規定され

ており、この規定における呼吸器疾患にＣＯＰＤが含まれるのであれば、主として

問題となる綿についてはすでに規定済みである。 
落綿等に含まれない繊維じんとして、絹繊維じんに関する報告があるが、絹の影

響は綿に比べて明らかではなく、落綿等以外については証拠は不十分と考えられる。

今回確認した調査報告では国内のものはなく、また収集された国外の５文献も、綿



 8

を含めてＣＯＰＤと繊維じんばく露との関係を明確に示した報告は少なく、現時点

において、新たに追加する必要はないと考えられる。 

（オ）紙じんによる慢性閉塞性肺疾患 
     海外においては症例報告があるものの、国内には症例報告はない。文献が少ない

こと、文献が古いこと、ばく露とＣＯＰＤ発症との因果関係が明らかでないこと等

の理由から、現時点において、新たに追加する必要はないと考えられる。 
オ 木材粉じんによるがん 

ＩＡＲＣの報告（２０１２）によれば、国外では１９９５年（平成７年）以降も木

材粉じんによる鼻腔・副鼻腔がんの症例集積研究がある。複数の疫学研究において、

木材粉じんによる鼻腔、副鼻腔がんリスクの増加が報告され、鼻腔・副鼻腔の腺癌に

ついては木材粉じんばく露との強い関連が認められるが、扁平上皮癌については腺癌

に比較して木材粉じんばく露との関連が弱いとされている。 
一方、１９８９年（平成元年）にわが国において報告された大工・木工作業者の症

例対照研究は、副鼻腔の扁平上皮癌のリスクの増加に関するものであり、その研究報

告以降、わが国において木材粉じんによるがんの症例報告は見当たらない。 
木材粉じんによるがんについては、平成２１年に開催された第３５条検討会におい

ても新たな発症例の報告が見当たらないとして、別表第１の２への列挙が見送られた

が、今回の検討においても、新たな国内発症例の報告は確認できず、現時点において、

新たに追加する必要はないと考えられるが、ＩＡＲＣの報告（２０１２）において木

材粉じんによる鼻咽頭がんについて新たな知見が集積されており、今後も引き続き情

報収集が必要であると考える。 
 
（４）検討事項４ 

シャンプー液等に含まれる物質で、研究報告書に掲げられた成分パッチテスト成績に

おいて最も高い陽性率を示したパラフェニレンジアミンについては、既に大臣告示に規

定されている。 
シャンプー液等に含まれる他の物質で、当該パッチテスト成績において比較的高い陽

性率を示すものとして今般検討対象とした２物質については、以下に取りまとめたとお

り、別表第１の２に追加する必要はないとの結論を得た。 
なお、検討を行うに当たって、参考とした文献を別添５に示す。 

 ア システアミン塩酸塩（ＣＨＣ） 
   国内にはＣＨＣによるアレルギー性接触皮膚炎の報告はない。また、海外でも２症例

が報告されているだけであるため、現時点において、新たに追加する必要はないと考え

られる。 
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 イ コカミドプロピルベタイン（ＣＡＰＢ） 
   シャンプー成分の界面活性剤ＣＡＰＢによるアレルギー性接触皮膚炎が報告されて

いる。我が国では５例報告されており、海外でも同様の症例報告がある。理・美容師を

対象としたパッチテストにおいて、ＣＡＰＢは高い陽性率を示しているが、シャンプー

のパッチテスト陽性率では、ＣＡＰＢを含有していないものの方が含有しているものよ

りも高く、ＣＡＰＢ以外のアレルゲンとなり得る成分の可能性が指摘されていることか

ら、現時点において、新たに追加する必要はないと考えられるが、ＣＡＰＢはアレルゲ

ンとして注目すべき物質ではあり、引き続き、シャンプーに含有される他のアレルゲン

も含めた情報収集が必要である。 
 
６ まとめ 

  上記検討結果を踏まえ、行政当局においては、有害性の認められる化学物質とこれにば

く露することによって生じる疾病について、新たに業務上疾病として別表第１の２に掲げ

ることが適当であると判断する。 
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検討対象物質  

 

１  検 討事 項１  

（１ ） アジ 化ナ ト リ ウム  

（２ ） アセ トニ ト リ ル  

（３ ） イソ シア ン 酸 メチ ル  

（４ ） イン ジウ ム 及 びそ の 化合 物  

（５ ） エタ ノー ル  

（６ ） エチ ルメ チ ル ケト ン ペル オキ シ ド  

（７ ） エチ レン グ リ コー ル  

（８ ） エチ レン グ リ コー ル モノ エチ ル エ ーテ ル アセ テー ト  

（９ ） 2,3-エポ キ シ プロ ピ ル＝ フェ ニ ル エー テ ル  

（ 10） オゾ ン  

（ 11） 過酸 化水 素  

（ 12） カー ボン ブ ラ ック  

（ 13） ガソ リン  

（ 14） 銀及 びそ の 水 溶性 化 合物  

（ 15） グル タル ア ル デヒ ド  

（ 16） クロ ロジ フ ル オロ メ タン  

（ 17） 酢酸  

（ 18） 酸化 カル シ ウ ム  

（ 19） シア ナミ ド  

（ 20） 2－ シア ノア クリ ル 酸エ チル  

（ 21） 2,4－ジ クロ ロフ ェ ノキ シ酢 酸  

（ 22） 2,4－ジ ニト ロト ル エン  

（ 23） 1,2－ジ ブロ モエ タ ン  

（ 24） すず 及び そ の 化合 物  

（ 25） チオ りん 酸 O,O-ジ エ チル -O-(3,5,6-ト リ クロ ロ -2-ピ リジ ル ) 

（ 26） テト ラメ チ ル チウ ラ ムジ スル フ ィ ド  

（ 27） テレ ビン 油  

（ 28） 銅及 びそ の 化 合物  

（ 29） N-（ トリ ク ロ ロメ チ ルチ オ） -1,2,3,6-テ ト ラヒ ドロ フタ ル イミ ド  

（ 30） 二亜 硫酸 ナ ト リウ ム  

（ 31） 二酸 化塩 素  

（ 32） ニッ ケル 及 び その 化 合物  

（ 33） ニト ロメ タ ン  

（ 34） 白金 及び そ の 水溶 性 塩  

（ 35） バリ ウム 及 び その 水 溶性 化合 物  

（ 36） ヒド ロキ ノ ン  

（ 37） ブタ ン  

（ 38） プロ ピル ア ル コー ル  
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（ 39） 1－ ブロ モプ ロパ ン  

（ 40） 2－ ブロ モプ ロパ ン  

（ 41） 1,2,3,4,5,6－ヘ キ サク ロロ シ ク ロヘ キ サン  

（ 42） ヘキ サヒ ド ロ ‐ 1,3,5‐ トリ ニト ロ‐ 1,3,5‐ト リア ジン  

（ 43） ペル オキ ソ 二 硫酸 ア ンモ ニウ ム  

（ 44） ペル オキ ソ 二 硫酸 カ リウ ム  

（ 45） ペル オキ ソ 二 硫酸 ナ トリ ウム  

（ 46） 4,4’－ メチ レン ジ アニ リン  

（ 47） モリ ブデ ン 及 びそ の 化合 物  

（ 48） ロジ ウム 及 び その 化 合物  

 

２  検 討事 項２  

（１ ） イソ シア ン 酸 塩の う ち、 メチ レ ン ビス シ クロ ヘキ シ ル イソ シ アネ ート  

（２ ） 硫黄 酸化 物 の うち 、 三酸 化硫 黄   

（３ ） 硫黄 酸化 物 の うち 、 亜硫 酸  

（４ ） ベリ リウ ム 及 びそ の 化合 物に よ る がん  

（５ ） カド ミウ ム 及 びそ の 化合 物に よ る がん  

（６ ） エリ オン 沸 石 によ る がん  

（７ ） エチ レン オ キ シド に よる がん  

 

３  検 討事 項３  

（１ ） タリ ウム 及 び その 化 合物 によ る 疾 病  

（２ ） オス ミウ ム 及 びそ の 化合 物に よ る 疾病  

（３ ） ベン ゾキ ノ ン 及び そ の他 の角 膜 刺 激物 に よる 疾病  

（４）作 業活 動 によ って 生 じる 炭じ ん、木材 粉 じん、穀 物及 び農 作 業の 粉じ ん、繊

維じ ん 、紙 じん に よ る慢 性 閉塞 性肺 疾 患  

ア  炭 じん  

イ  木 材粉 じん  

ウ  穀 物及 び農 作 業 の粉 じ ん  

エ  繊 維じ ん  

オ  紙 じん  

（５ ） 木材 粉じ ん に よる が ん  

 

４  検 討事 項４  

（１ ） シス テア ミ ン 塩酸 塩 （Ｃ ＨＣ ）  

（２ ） コカ ミド プ ロ ピル ベ タイ ン（ Ｃ Ａ ＰＢ ）  
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告示に規定する症状・障害の表現  

 

１  自 覚 症状 関 係  

 ①  頭痛 、め ま い 、嘔 吐 等の 自覚 症 状  

 

２  血 液 ・造 血 器 関係 の 疾 病 等  

 ①  造血 器障 害  

 ②  再生 不良 性 貧 血等 の 造血 器障 害  

 ③  溶血 性貧 血  

 ④  血色 素尿  

⑤  溶 血性 貧血 又 は メト ヘ モグ ロビ ン 血  

 

３  内 分 泌・ 代 謝 関係 の 疾 病 等  

①  代 謝亢 進   

 

４  精 神 関係 の 疾 病等  

 ①  せん 妄、 幻 覚 等の 精 神障 害  

 ②  せん 妄、 躁 う つ等 の 精神 障害 又 は 意識 障 害  

 ③  焦燥 感、 記 憶 減退 、 不眠 等の 精 神 障害  

④  性 格変 化、 せ ん 妄、 幻 覚等 の精 神 障 害又 は 意識 障害  

 ⑤  せん 妄、 躁 状 態等 の 精神 障害 又 は 意識 障 害  

 

５  神 経 系の 疾 病 等  

①  中 枢神 経系 抑 制  

②  痙 攣  

③  意 識喪 失を 伴 う 痙攣  

④  言 語障 害、 歩 行 障害 、 振せ ん等 の 神 経障 害  

⑤  構 語障 害  

⑥  振 せん  

⑦  振 せん 、歩 行 障 害等 の 神経 障害  

⑧  協 調運 動障 害  

⑨  協 調運 動障 害 等 の神 経 障害  

⑩  視 覚障 害  

⑪  視 神経 障害  

⑫  運 動失 調  

⑬  聴 力障 害  

⑭  平 衡障 害  

⑮  末 梢神 経障 害  

⑯  三 叉神 経障 害  

⑰  四 肢末 端又 は 口 囲の 知 覚障 害  
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⑱  血 管運 動神 経 障 害  

⑲  筋 の線 維束 攣 縮  

⑳  流 涎  

㉑  筋 の線 維束 攣 縮 、痙 攣 等の 運動 神 経 障害  

㉒  視 覚障 害、 言 語 障害 、 協調 運動 障 害 等の 神 経障 害  

㉓  視 覚障 害、 言 語 障害 、 協調 運動 障 害 、振 せ ん等 の神 経 障 害  

㉔  縮 瞳、 流涎 、 発 汗等 の 自律 神経 障 害  

㉕   昏 睡等 の意 識 障 害 、記 憶 減退 、性 格 変化 、失 見当 識 、幻 覚 、せ ん 妄等 の 精神

障害 又 は運 動失 調 、 視覚 障 害、 色視 野 障 害、 前 庭機 能障 害 等 の神 経 障害  

㉖  意 識混 濁等 の 意 識障 害 、言 語障 害 等 の神 経 障害 又は 錯 乱 等の 精 神障 害  

㉗  意 識混 濁等 の 意 識障 害 、言 語障 害 等 の神 経 障害  

㉘  意 識喪 失等 の 意 識障 害 、失 見当 識 等 の精 神 障害 又は 痙 攣 等の 神 経障 害  

 

６  意 識 障害 関 係 の疾 病 等  

 ①  意識 混濁  

②  意 識喪 失  

 

７  眼 ・ 付属 器 の 疾病 等  

 ①  前眼 部障 害  

 

８  循 環 器系 の 疾 病等  

 ①  狭心 症 様発 作  

 ②  心筋 障害  

③  網 膜変 化を 伴 う 脳血 管 障害  

 ④  血圧 降下  

⑤  不 整脈 、血 圧 降 下等 の 循環 障害  

 

９  呼 吸 器系 の 疾 病等  

 ①  気道 障害  

 ②  気道 ・肺 障 害  

 ③  呼吸 停止  

④  呼 吸困 難  

⑤  呼 吸中 枢機 能 停 止  

⑥  鼻 中隔 穿孔  

⑦  嗅 覚障 害  

⑧  口 腔粘 膜障 害  

 

10 消 化 器系 の 疾 病等  

 ①  嘔吐 、下 痢 等 の消 化 器障 害  

 ②  胃腸 障害  

 ③  疝痛 、便 秘 等 の胃 腸 障害  
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 ④  肝障 害  

 ⑤  黄疸  

 ⑥  門脈 圧亢 進  

 

11 皮 膚 の疾 病 等  

 ①  皮膚 障害  

 

12 骨 格 系の 疾 病 等  

 ①  歯牙 酸蝕  

 ②  歯痛  

 ③  顎骨 壊死  

 ④  骨軟 化  

 ⑤  骨硬 化  

 ⑥  指端 骨溶 解  

 

13 腎 尿 路生 殖 器 系の 疾 病 等  

 ①  腎障 害  

 ②  網膜 変化 を 伴 う腎 障 害  

③  生 殖機 能障 害  

 

14 そ の 他  

 ①  レイ ノー 現 象  

 ②  金属 熱  

 ③  アナ フィ ラ キ シー 反 応  

④  粘 膜刺 激  
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追加の可否についての判断理由（検討事項１）  

 

 

表 １  別 表 第 １ の ２ に 追 加 す る の が 適 当 で あ る と の 結 論 を 得 た 物 質  

No. 化 学 物 質 名  追 加 す る の が 適 当 で あ る 理 由  

1 ア ジ 化 ナ ト リ ウ ム  

職 業 性 ば く 露（ 国 外 ）の 文 献 が あ り 、許 容 濃 度 を 超 え る こ

と が あ る 作 業 環 境 で ア ジ 化 ナ ト リ ウ ム に ば く 露 し た 作 業 者

に お い て 、頭 痛 、め ま い な ど の 有 症 率 が 有 意 に 増 加 し て い る 。

ま た 、 急 性 症 状 と し て 血 圧 低 下 、動 悸 、 め ま い 、頭 痛 な ど が

出 現 す る 。汎 用 さ れ る 化 学 物 質 で あ る こ と か ら 、症 状 ・ 障 害

と し て 「 頭 痛 、 め ま い 、 嘔 吐 等 の 自 覚 症 状 、 前 眼 部 障 害 、血

圧 降 下 、 気 道 障 害 」 を 追 加 す る こ と が 適 当 と 考 え ら れ る 。  

2 
イ ン ジ ウ ム 及 び そ

の 化 合 物  

イ ン ジ ウ ム ス ズ 酸 化 物 (ITO)の 製 造 作 業 に お い て 、 イ ン ジ

ウ ム 化 合 物 の 吸 入 ば く 露 に よ る と 考 え ら れ る 肺 障 害 の 症 例

が 国 内 で 複 数 例 報 告 さ れ て お り 、 肺 障 害 と し て 間 質 性 肺 炎 、

肺 線 維 症 及 び 肺 気 腫 が 確 認 さ れ て い る こ と か ら 、症 状・ 障 害

と し て 「 肺 障 害 」 を 追 加 す る こ と が 適 当 と 考 え ら れ る 。  

3 

2,3- エ ポ キ シ プ ロ

ピ ル ＝ フ ェ ニ ル エ

ー テ ル  

エ ポ キ シ 系 接 着 剤 の 反 応 性 希 釈 剤 と し て 使 用 さ れ 、職 業 性

ば く 露 に 起 因 し た 感 作 性 に よ る 皮 膚 炎 が 報 告 さ れ て い る 。ま

た 、 ACGIH で 感 作 性 物 質 と し て い る こ と か ら 、 症 状 ・ 障 害 と

し て 「 皮 膚 障 害 」 を 追 加 す る こ と が 適 当 と 考 え ら れ る 。  

4 過 酸 化 水 素  

職 業 性 ば く 露 の 症 例 報 告 が あ り 、症 例 報 告 で ほ ぼ 共 通 的 に

現 れ た 「 皮 膚 障 害 、 前 眼 部 障 害 、 気 道 ・ 肺 障 害 」 を 症 状 ・ 障

害 と し て 追 加 す る こ と が 適 当 で あ る と 考 え ら れ る 。  

5 
グ ル タ ル ア ル デ ヒ

ド  

内 視 鏡 洗 浄 薬 と し て グ ル タ ル ア ル デ ヒ ド 製 剤 を 使 用 す る

労 働 者 に ア レ ル ギ ー 接 触 性 皮 膚 炎 、喘 息 の 発 症 が 報 告 さ れ て

お り 、呼 吸 器 及 び 皮 膚 感 作 性 物 質 と し て 証 拠 が あ る と 思 わ れ

る 。ま た 、急 性 ば く 露 に よ る 皮 膚 ・ 眼 ・ 気 道 に 対 す る 影 響 と

し て は 、 GHS 政 府 分 類 で も 皮 膚 ・ 眼 と も に 区 分 1（ 腐 食 性 ）、

ま た 、 標 的 臓 器 毒 性 単 回 ば く 露 区 分 3（ 気 道 刺 激 性 ） に 分 類

さ れ て い る こ と か ら 、症 状 ・ 障 害 と し て 「 皮 膚 障 害 、 前 眼 部

障 害 、気 道 障 害 」を 追 加 す る こ と が 適 当 で あ る と 考 え ら れ る 。 

 

6 
テ ト ラ メ チ ル チ ウ

ラ ム ジ ス ル フ ィ ド  

職 業 性 ば く 露 に よ る ア レ ル ギ ー 性 接 触 皮 膚 炎 の 症 例 報 告

が あ り 、通 常 の 労 働 の 場 で 発 症 し う る こ と か ら 、症 状 ・ 障 害

と し て「 皮 膚 障 害 」を 追 加 す る こ と が 適 当 で あ る と 考 え ら れ

る 。  

 

別添３  
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7 テ レ ビ ン 油  

陶 器 工 場 に お け る 塗 装 作 業 で 使 用 し た テ レ ビ ン 油 に 皮 膚

接 触 し た 症 例 報 告 が あ る こ と か ら 、症 状 ・ 障 害 と し て「 皮 膚

障 害 」 を 追 加 す る こ と が 適 当 で あ る と 考 え ら れ る 。  

 

8 

N-（ ト リ ク ロ ロ メ

チ ル チ オ ）

-1,2,3,6- テ ト ラ

ヒ ド ロ フ タ ル イ ミ

ド  

野 菜 、果 物 、花 樹 の 栽 培 作 業 従 事 者 で 皮 膚 炎 の 有 症 者 を 対

象 と し 、農 薬 等 の ア レ ル ゲ ン に 対 す る パ ッ チ テ ス ト を 実 施 し

た 結 果 、 N-（ ト リ ク ロ ロ メ チ ル チ オ ） -1,2,3,6-テ ト ラ ヒ ド

ロ フ タ ル イ ミ ド に 対 す る 感 作 性 を 示 す 作 業 者 が 認 め ら れ た

と い う 疫 学 研 究 が 国 外 に お い て 複 数 報 告 さ れ て お り 、N-（ ト

リ ク ロ ロ メ チ ル チ オ ） -1,2,3,6 -テ ト ラ ヒ ド ロ フ タ ル イ ミ ド

の ば く 露 に よ る ア レ ル ギ ー 性 接 触 皮 膚 炎 の 発 症 に 関 す る 根

拠 は あ る と 考 え ら れ る 。 N-（ ト リ ク ロ ロ メ チ ル チ オ ）

-1,2,3,6-テ ト ラ ヒ ド ロ フ タ ル イ ミ ド の 職 業 性 ば く 露 に よ る

と 考 え ら れ る 接 触 皮 膚 炎 の 症 例 報 告 は 少 数 で は あ る が 国 内

で の 使 用 が あ る こ と か ら 、 症 状 ・ 障 害 と し て「 皮 膚 障 害 」 を

追 加 す る こ と が 適 当 で あ る と 考 え ら れ る 。  

9 
二 亜 硫 酸 ナ ト リ ウ

ム  

職 業 性 ば く 露 に よ る ア レ ル ギ ー 性 接 触 皮 膚 炎 、喘 息 の 症 例

報 告 が あ り 、 通 常 の 労 働 の 場 で 発 症 し う る こ と か ら 、 症 状 ・

障 害 と し て「 皮 膚 障 害 、気 道 障 害 」を 追 加 す る こ と が 適 当 で

あ る と 考 え ら れ る 。  

 

10 
ニ ッ ケ ル 及 び そ の

化 合 物  

国 内 に お い て 、職 業 性 ば く 露 に よ る 接 触 皮 膚 炎 の 症 例 報 告

が あ る こ と か ら 、症 状 ・ 障 害 と し て「 皮 膚 障 害 」を 追 加 す る

こ と が 適 当 と 考 え ら れ る 。  

 

11 ヒ ド ロ キ ノ ン  

最 近 の 国 内 の 症 例 報 告 は 非 職 業 性 ば く 露 の も の で あ る が 、

古 く は 国 外 で ヒ ド ロ キ ノ ン を 含 有 す る 写 真 の 現 像 液 へ の ば

く 露 に よ り ア レ ル ギ ー 性 接 触 皮 膚 炎 、色 素 異 常（ 脱 失 ）が 生

じ た 症 例 報 告 が あ り 、通 常 の 労 働 の 場 で 発 症 し う る と 考 え ら

れ る こ と か ら 、 症 状 ・ 障 害 と し て「 皮 膚 障 害 」 を 追 加 す る こ

と が 適 当 で あ る と 考 え ら れ る 。  

12 1-ブ ロ モ プ ロ パ ン  

職 業 性 ば く 露 に よ る 下 肢 の 筋 力 低 下 、 し び れ 等 の 症 例 報 告

が あ る 。 ま た 、 ACGIH の TLV（ 許 容 濃 度 ） は 職 業 性 の 神 経 障

害 を 根 拠 に し て い る こ と 、産 業 衛 生 学 会 も 現 在 許 容 濃 度 を 設

定 す る 作 業 を 行 っ て い る こ と か ら 、症 状 ・ 障 害 と し て「 末 梢

神 経 障 害 」 を 追 加 す る こ と が 適 当 と 考 え ら れ る 。  

13 2-ブ ロ モ プ ロ パ ン  

国 外 に お い て 、職 業 ば く 露 に よ る 無 月 経 ・精 子 形 成 機 能 障

害 が 認 め ら れ て い る 。ま た 、産 業 衛 生 学 会 の 許 容 濃 度 も 職 業

性 中 毒 例 を 根 拠 と し て い る こ と か ら 、症 状 ・ 障 害 と し て「 生

殖 機 能 障 害 」 を 追 加 す る こ と が 適 当 と 考 え ら れ る 。  
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14 

ヘ キ サ ヒ ド ロ ‐

1,3,5 ‐ ト リ ニ ト

ロ ‐ 1,3,5 ‐ ト リ

ア ジ ン  

職 業 性 ば く 露 に よ る め ま い 、頭 痛 、嘔 気 等 の 症 例 報 告 が あ

り 、通 常 の 労 働 の 場 で 発 症 し う る こ と か ら 、症 状 ・ 障 害 と し

て「 頭 痛 、め ま い 、嘔 吐 等 の 自 覚 症 状 、意 識 喪 失 を 伴 う 痙 攣 」

を 追 加 す る こ と が 適 当 で あ る と 考 え ら れ る 。  

15 
ペ ル オ キ ソ 二 硫 酸

ア ン モ ニ ウ ム  

国 外 で は 、 ペ ル オ キ ソ 二 硫 酸 ア ン モ ニ ウ ム を 含 有 す る 髪 の

脱 色 剤 を 取 扱 う 美 容 師 等 に お い て ア レ ル ギ ー 性 接 触 皮 膚 炎

や 鼻 炎 、 喘 息 を 発 症 し た 症 例 が 複 数 報 告 さ れ て い る 。 ま た 、

国 内 で も 美 容 師 に お け る パ ッ チ テ ス ト 陽 性 例 が 報 告 さ れ て

い る こ と か ら 、症 状 ・ 障 害 と し て 「 皮 膚 障 害 、気 道 障 害 」を

追 加 す る こ と が 適 当 と 考 え ら れ る 。  

16 
ペ ル オ キ ソ 二 硫 酸

カ リ ウ ム  

国 外 に お い て 製 紙 工 場 お よ び 水 質 試 験 室 の 作 業 者 で ペ ル

オ キ ソ 二 硫 酸 カ リ ウ ム の 経 皮 ば く 露 に よ り ア レ ル ギ ー 性 接

触 皮 膚 炎 を 発 症 し た と い う 症 例 報 告 が な さ れ て い る 。 ま た 、

髪 の 脱 色 剤 の 製 造 や 取 扱 い 作 業 の 従 事 者 で 過 硫 酸 塩 に ば く

露 さ れ る こ と に よ り 、皮 膚 炎 や 鼻 炎 を 伴 う 喘 息 を 発 症 し 、ペ

ル オ キ ソ 二 硫 酸 カ リ ウ ム の 気 管 支 誘 発 試 験 に 陽 性 で あ っ た

と い う 症 例 報 告 も あ る こ と か ら 、症 状 ・ 障 害 と し て「 皮 膚 障

害 、 気 道 障 害 」 を 追 加 す る こ と が 適 当 と 考 え ら れ る 。  

17 
ロ ジ ウ ム 及 び そ の

化 合 物  

メ ッ キ 作 業 者 で ア レ ル ギ ー 性 の 接 触 皮 膚 炎 や 喘 息 を 引 き

起 こ し た と の 症 例 報 告 が あ る 。ま た 、産 業 衛 生 学 会 で 皮 膚 感

作 性 の 第 2 群 に 指 定 し て い る こ と か ら 、症 状・障 害 と し て「 皮

膚 障 害 、気 道 障 害 」を 追 加 す る こ と が 適 当 で あ る と 考 え ら れ

る 。  

 

表 ２  別 表 １ の ２ に 追 加 す る 必 要 が な い と の 結 論 を 得 た 物 質  

No. 化 学 物 質 名  追 加 す る 必 要 が な い と し た 理 由  

1 ア セ ト ニ ト リ ル  

症 例 報 告 は 、 通 常 の 労 働 の 場 で は な い 状 況 下 で の 高 濃 度 ば

く 露 後 の 急 性 中 毒 で あ り 、 発 症 例 も 少 な く 、 ま た 、 慢 性 中 毒

の 症 例 は な い こ と か ら 、 現 時 点 で は 追 加 す る 必 要 は な い と 考

え ら れ る 。  

2 
イ ソ シ ア ン 酸 メ

チ ル  

国 外 で の 爆 発 事 故 に よ る 急 性 ば く 露 に よ る 呼 吸 器 障 害 の 報

告 が あ る が 、 同 様 の 健 康 障 害 が 国 内 の 職 業 性 ば く 露 で 生 じ る

と は 思 わ れ ず 、 ま た 、 慢 性 ば く 露 の 影 響 や 気 道 感 作 性 に つ い

て は 情 報 が 不 十 分 で あ る こ と か ら 、 現 時 点 で は 追 加 す る 必 要

は な い と 考 え ら れ る 。  
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3 エ タ ノ ー ル  

医 療 従 事 者 の 消 毒 用 エ タ ノ ー ル に よ る 接 触 皮 膚 炎 に 関 す る

報 告 が あ る が 、 原 因 の 特 定 が 十 分 な さ れ て い な い こ と か ら 、

現 時 点 で は 追 加 す る 必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  

4 

エ チ ル メ チ ル ケ

ト ン ペ ル オ キ シ

ド  

症 例 報 告 は 自 殺 企 図 、 誤 飲 に よ る も の で あ り 、 通 常 の 労 働

の 場 で 発 生 す る 可 能 性 は 極 め て 低 い こ と か ら 、 現 時 点 で は 追

加 す る 必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  

5 
エ チ レ ン グ リ コ

ー ル  

症 例 報 告 は 自 殺 企 図 、 誤 飲 に よ る も の で あ り 、 通 常 の 労 働

の 場 で 発 生 す る 可 能 性 は 極 め て 低 く 、 慢 性 ば く 露 の 影 響 に つ

い て は 情 報 が 不 十 分 で あ る こ と か ら 、 現 時 点 で は 追 加 す る 必

要 は な い と 考 え ら れ る 。  

6 

エ チ レ ン グ リ コ

ー ル モ ノ エ チ ル

エ ー テ ル ア セ テ

ー ト  

症 例 報 告 は 混 合 ば く 露 に よ る も の で あ り 、 具 体 的 に 症 状 や

障 害 を 特 定 す る こ と は 困 難 で あ る こ と 、 慢 性 ば く 露 の 影 響 に

つ い て は 情 報 が 不 十 分 で あ る こ と か ら 、 現 時 点 で は 追 加 す る

必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  

7 オ ゾ ン  

反 復 ば く 露 に よ り 疾 病 を 引 き 起 こ し た 症 例 は 1950 年 代 に 国

外 で あ る も の の 情 報 は 不 十 分 で あ り 、 国 内 に お け る 報 告 は 見

当 た ら な か っ た こ と か ら 、 現 時 点 で は 追 加 す る 必 要 は な い と

考 え ら れ る 。  

8 
カ ー ボ ン ブ ラ ッ

ク  

炭 素 肺 （ じ ん 肺 ） の 症 例 報 告 は あ る が 、 既 に 別 表 第 1 の 2

第 5 号 で 規 定 済 み で あ り 、 そ れ 以 外 の 疾 病 に つ い て は 、 そ の

因 果 関 係 は 明 確 で な い こ と か ら 、 現 時 点 で は 追 加 す る 必 要 は

な い と 考 え ら れ る 。  

9 ガ ソ リ ン  

症 例 報 告 は 高 濃 度 の ガ ソ リ ン 蒸 気 を 吸 入 し た 急 性 中 毒 症 例

で 、 事 故 的 な 原 因 に よ る も の で あ る 。 国 内 で 石 油 ベ ン ジ ン に

よ る 多 発 性 神 経 炎 も 報 告 さ れ て い る が 、 1975 年 （ 昭 和 50 年 ）

と 1980 年 （ 昭 和 55 年 ） の 古 い 報 告 で あ る こ と か ら 、 現 時 点

で は 追 加 す る 必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  

10 
銀 及 び そ の 水 溶

性 化 合 物  

職 業 性 ば く 露 に よ る 報 告 は あ る が 、 皮 膚 、 粘 膜 、 結 膜 の 色

素 沈 着 が 主 で あ る 。 視 力 低 下 を 訴 え た 例 も あ る が 、 慢 性 ば く

露 に よ る 視 力 障 害 に つ い て は 情 報 が 不 十 分 で あ る こ と か ら 、

現 時 点 で は 追 加 す る 必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  

11 
ク ロ ロ ジ フ ル オ

ロ メ タ ン  

こ れ ま で に 報 告 さ れ て い る 症 例 は 、 い ず れ も 事 故 的 な 短 期

高 濃 度 ば く 露 に よ る も の で あ る こ と か ら 、 現 時 点 で は 追 加 す

る 必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  

12 酢 酸  

症 例 報 告 は い ず れ も 爆 発 事 故 、 自 殺 に よ る 短 期 高 濃 度 ば く

露 に よ る も の で あ る こ と か ら 、 現 時 点 で は 追 加 す る 必 要 は な

い と 考 え ら れ る 。  

13 酸 化 カ ル シ ウ ム  

症 例 報 告 は い ず れ も 事 故 的 な 原 因 に よ る 短 期 高 濃 度 ば く 露

に よ る も の で あ る こ と か ら 、 現 時 点 で は 追 加 す る 必 要 は な い

と 考 え ら れ る 。  
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14 シ ア ナ ミ ド  

肥 料 等 で の 使 用 時 に 消 化 器 症 状 、 頭 痛 、 ア レ ル ギ ー 性 接 触

皮 膚 炎 等 を 生 じ た 症 例 報 告 が あ る が 、 通 常 労 働 の 場 で 発 生 す

る 可 能 性 は 低 い と 考 え ら れ る こ と か ら 、 現 時 点 で は 追 加 す る

必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  

15 
2－ シ ア ノ ア ク リ

ル 酸 エ チ ル  

2－ シ ア ノ ア ク リ ル 酸 エ チ ル を 含 む 接 着 剤 に よ り 、ア レ ル ギ

ー 性 接 触 皮 膚 炎 等 を 発 症 し た 症 例 が あ る が 、 十 分 な 情 報 が 得

ら れ て い な い こ と か ら 、 現 時 点 で は 追 加 す る 必 要 は な い と 考

え ら れ る 。  

16 
2,4－ ジ ク ロ ロ フ

ェ ノ キ シ 酢 酸  

2,4－ ジ ク ロ ロ フ ェ ノ キ シ 酢 酸 を 含 む 農 薬 の 散 布 作 業 に お

い て 末 梢 神 経 障 害 が 生 じ た と の 報 告 が あ る が 、 1963 年 （ 昭 和

38 年 ） 以 前 の も の で あ り 、 1996 年 （ 平 成 8 年 ） 以 降 は 、 職 業

性 ば く 露 に よ る 症 例 報 告 は 見 当 た ら ず 、 十 分 な 情 報 が 蓄 積 さ

れ て い な い こ と か ら 、 現 時 点 で は 追 加 す る 必 要 は な い と 考 え

ら れ る 。  

17 
2,4－ ジ ニ ト ロ ト

ル エ ン  

古 く は 爆 薬 の 製 造 作 業 に お け る ば く 露 に よ り 、 急 性 中 毒 症

状 が 生 じ た 疫 学 調 査 が 報 告 さ れ て い る も の の 、 近 年 の 症 例 報

告 は な い 。 職 業 性 ば く 露 に よ る 中 毒 症 状 に 関 す る 十 分 な 情 報

が 蓄 積 さ れ て い な い こ と か ら 、 現 時 点 で は 追 加 す る 必 要 は な

い と 考 え ら れ る 。 な お 、 が ん に つ い て も 因 果 関 係 を 評 価 で き

る 十 分 な 情 報 が 蓄 積 さ れ て い な い 。  

18 
1,2－ ジ ブ ロ モ エ

タ ン  

タ ン ク 内 洗 浄 作 業 で の 急 性 ば く 露 の 報 告 と 慢 性 ば く 露 で 発

が ん 性 が 問 題 と な っ た 報 告 が あ る が 、 情 報 が 不 十 分 で あ る た

め 、 現 時 点 で は 追 加 す る 必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  

19 
す ず 及 び そ の 化

合 物  

無 機 す ず に つ い て は 、じ ん 肺 の 報 告 が あ る が 、既 に 別 表 第 1

の 2 第 5 号 で 規 定 済 み で あ る 。 有 機 す ず で あ る ト リ メ チ ル ス

ズ に つ い て は 、 高 濃 度 ば く 露 後 の 急 性 中 毒 の 症 例 し か な い こ

と か ら 、現 時 点 で は 新 た に 追 加 す る 必 要 は な い と 考 え ら れ る 。 

20 

チ オ り ん 酸 O,O-

ジ エ チ ル

-O-(3,5,6- ト リ

ク ロ ロ -2-ピ リ ジ

ル ) 

国 外 に お い て 、 チ オ りん 酸 O,O-ジ エ チル -O-(3,5,6-トリ

クロ ロ -2-ピリ ジル )含 有 殺 虫 剤 を 噴 霧 し た 際 の 蒸 気 吸 入 ば く

露 に よ る 末 梢 神 経 障 害 が 報 告 さ れ て い る が 、 職 業 性 ば く 露 に

よ る 中 毒 の 症 例 報 告 が 少 な く 、 十 分 な 情 報 が 蓄 積 さ れ て い な

い こ と か ら 、 現 時 点 で は 追 加 す る 必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  

21 
銅 及 び そ の 化 合

物  

症 例 報 告 は 自 殺 目 的 等 非 職 業 性 ば く 露 に よ る も の で あ り 、

国 内 外 に 職 業 性 ば く 露 に よ る 報 告 が な い こ と か ら 、 現 時 点 で

は 追 加 す る 必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  

22 二 酸 化 塩 素  

症 例 報 告 は 非 職 業 性 ば く 露 に よ る も の の み で 、 職 業 性 ば く

露 に 関 連 し た 報 告 が 見 当 た ら な い こ と か ら 、 現 時 点 で は 追 加

す る 必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  
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23 ニ ト ロ メ タ ン  

末 梢 神 経 障 害 と 接 触 性 皮 膚 炎 の 症 例 が 報 告 さ れ て い る が 、

い ず れ も 十 分 な 知 見 と は い え な い こ と か ら 、 現 時 点 で は 追 加

す る 必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  

24 
白 金 及 び そ の 水

溶 性 塩  

別 表 第 1 の 2 第 4 号 1 に 「 塩 化 白 金 酸 及 び そ の 化 合 物 」 が

既 に 規 定 さ れ て い る 。 他 の 水 溶 性 塩 等 で も 同 様 の 作 用 を 持 つ

可 能 性 は 否 定 で き な い が 、 そ れ ら に つ い て の 職 業 性 ば く 露 に

よ る 症 例 報 告 等 が な い こ と か ら 、 現 時 点 で は 表 記 を 修 正 す る

必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  

25 
バ リ ウ ム 及 び そ

の 水 溶 性 化 合 物  

症 例 報 告 は 自 殺 企 図 、 誤 飲 に よ る も の で あ り 、 通 常 の 労 働

の 場 で 発 生 す る 可 能 性 は 極 め て 低 い こ と か ら 、 現 時 点 で は 追

加 す る 必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  

26 ブ タ ン  

症 例 報 告 は 自 殺 、 遊 戯 に よ る も の の 他 、 職 業 性 ば く 露 で は

あ る が 事 故 的 な 原 因 に よ る も の で あ る 。 通 常 の 労 働 の 場 で 発

生 す る 可 能 性 は 低 い と 考 え ら れ る こ と か ら 、 現 時 点 で は 追 加

す る 必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  

27 
プ ロ ピ ル ア ル コ

ー ル  

症 例 報 告 は 自 殺 企 図 、 ア ル コ ー ル 中 毒 患 者 の 内 服 に よ る も

の で あ り 、 通 常 の 労 働 の 場 で 発 生 す る 可 能 性 は 極 め て 低 い こ

と か ら 、 現 時 点 で は 追 加 す る 必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  

28 
4,4’ － メ チ レ ン

ジ ア ニ リ ン  

国 外 に お い て 、 接 触 性 皮 膚 炎 の 症 例 報 告 が あ る が 、 1976 年

（ 昭 和 51 年 ）の も の で あ り 、近 年 の 報 告 は み ら れ な い こ と か

ら 、 現 時 点 で は 追 加 す る 必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  

29 
モ リ ブ デ ン 及 び

そ の 化 合 物  

モ リ ブ デ ン は 超 硬 合 金 の 一 部 と し て 使 用 さ れ 、 そ の 粉 じ ん

ば く 露 の 場 合 は 、別 表 第 1 の 2 第 10 号 に 基 づ く 告 示 に「 超 硬

合 金 の 粉 じ ん を 飛 散 す る 場 所 に お け る 業 務 に よ る 気 管 支 肺 疾

患 」 と し て 規 定 済 み で あ る 。 肺 が ん の 症 例 が あ る が 、 モ リ ブ

デ ン ば く 露 と の 因 果 関 係 を 判 断 す る に は 不 十 分 で あ る こ と か

ら 、 現 時 点 で は 追 加 す る 必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  

30 

1,2,3,4,5,6－ ヘ

キ サ ク ロ ロ シ ク

ロヘ キ サン  

1,2,3,4,5,6－ ヘ キ サ ク ロ ロ シ ク ロ ヘ キ サ ン 農 薬 使 用 に よ

る 非 ホ ジ キ ン リ ン パ 腫 の リ ス ク 増 加 の 報 告 が あ る も の の 、 現

在 、 1,2,3,4,5,6－ ヘ キ サ ク ロ ロ シ ク ロ ヘ キ サ ン は 製 造 禁 止

と な っ て お り 、 国 内 で 使 用 さ れ る 可 能 性 が な い こ と か ら 、 追

加 す る 必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  

31 
ペ ル オ キ ソ 二 硫

酸ナ ト リウ ム  

国 外 で は 、ペル オキ ソ二 硫 酸ナ トリ ウ ム を 含 有 す る 脱 色 剤

を 取 り 扱 う 美 容 師 の 症 例 報 告 が あ る こ と か ら 、 ペ ルオ キ ソ二

硫酸 ナ トリ ウム に つ い て も ペ ルオ キ ソ二 硫酸 ア ンモ ニウ ム 、

ペル オ キソ 二硫 酸 カ リウ ム と 同 様 の 症 状 を 引 き 起 こ す 可 能

性 は 考 え ら れ る 。 し か し 、 こ れ ら の 症 例 報 告 は 他 の 過 硫 酸 塩

と の 混 合 ば く 露 に よ る も の で あ り 、 ペ ル オキ ソ 二硫 酸ナ ト リ

ウム 単 独 ば く 露 に つ い て の 十 分 な 情 報 は 蓄 積 さ れ て い な い こ

と か ら 、 現 時 点 で は 追 加 す る 必 要 は な い と 考 え ら れ る 。  
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化学物質に関する基本情報（検討事項１の検討対象物質）  

 

（１ ） アジ 化ナ ト リ ウム  

  ① CAS  No： 26628-22-8 

  ② 化学 式： N 3Na 

  ③ 別名 ：ナ ト リ ウム ア ジド  

  ④ 物性：白 又 は ほと ん ど白 の結 晶 。水に 溶 けや すく 、エ チル エ ーテ ルに は ほと

んど 溶 けな い。 水 溶 液は ア ルカ リ性 で あ る。  

  ⑤ 主な 用途 ： 検 出試 薬 （ SCN、 S２ O３ など ） 、爆 薬原 料 、 有機 合 成原 料  

  ⑥ 許容 濃度 ：  

日本 産 業衛 生学 会 ： 未設 定  (2012 年 版 ) 

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-STEL（ C)0.29mg/m 3（ アジ 化 ナト リウ ム と して ）   

TLV-STEL（ C)0.11ppm（ア ジ 化水 素 酸蒸 気と し て）(2012 年 版 ) 

  ⑦ 適用 法令：労 働安 全 衛生 法、化 学 物質 審 査規 制法（ 以 下「 化 審法 」と い う。）、

化学 物 質排 出把 握 管 理促 進 法（ 以下 「 Ｐ ＲＴ Ｒ 法」 とい う 。 ）、

消防 法 、船 舶安 全 法 、航 空 法、 毒物 及 び 劇物 取 締法  

  

（２ ） アセ トニ ト リ ル  

  ① CAS  No： 75-05-8 

  ② 化学 式： CH 3CN 

  ③ 別名 ：メ チ ル シア ニ ド、 エタ ン ニ トリ ル 、シ アノ メ タ ン  

  ④ 物性 ：芳 香 性 のあ る 無色 の液 体  

水、 ア ルコ ール 、 エ ーテ ル と自 由に 混 和 する 。  

  ⑤ 主な 用途：ビ タミ ン Ｂ１ 、サ ル フ ァ剤 の 製造 原料 、ブ チレ ン ―ブ タン の 抽出

溶剤 、合成 繊維 、そ の他 溶 剤、有機 合 成 原料 、香料 、エ キ ス 、変

性剤 な どに 利用  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 (2012 年 版 ) 

        Ａ ＣＧ Ｉ Ｈ ： TVL-TWA  20ppm(2012 年版 ) 

  ⑦ 適用 法令：労 働安 全 衛生 法、Ｐ Ｒ ＴＲ 法 、消 防法 、船 舶安 全 法、航空 法 、毒

物及 び 劇物 取締 法  

  

（３ ） イソ シア ン 酸 メチ ル  

 ① CAS  No： 624-83-9 

  ② 化学 式： C 2H 3NO 

  ③ 別 名 ： メ チ ル イ ソ シ ア ネ ー ト 、 メ チ ル カ ル ボ イ ミ ド 、 イ ソ シ ア ン 酸 メ チ ル   

エス テ ル  

  ④ 物性 ：無 色 の 液体 で 、強 い不 快 臭 があ る 。  

  ⑤ 主な 用途 ： 有 機合 成 の原 料、 土 壌 くん 蒸 剤  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 (2012 年 版 ) 

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.02ppm(2012 年版 ) 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 消 防 法、 船 舶安 全法  

別添４  
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（４ ） イン ジウ ム 及 びそ の 化合 物  

 ① CAS  No： 7440-74-6 

  ② 化学 式： In 

  ③ 別名 ：―  

  ④ 物性 ：可 鍛 性 、展 延 性を もち 結 晶 質。 白 色光 沢で 空 気 中で は 安定  

  ⑤ 主な 用途：銀 ロウ 、銀合 金接 点 、ハン ダ 、低 融点 合 金 、液 晶 セル 電極 用 、歯

科用 合 金、防 食 アル ミニ ウ ム、テ レ ビカ メラ、ゲ ルマ ニ ウム・ト

ラン ジ スタ 、光 通 信 、太 陽 熱発 電、 電 子 部品 等  

  ⑥ 許 容 濃 度 ： 日 本 産 業 衛 生 学 会 ： 生 物 学 的 許 容 値 3μ g/l（ 試 料 ： 血 清 、 物 質

： イ ン ジ ウ ム 、 試 料 採 集 時 期 ： 特 定 せ ず ）

（ 2012 年 版）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.1 mg/㎥ (2012 年 版 ) 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ ＴＲ 法 、消 防法 、 船 舶安 全 法、 航空 法   

 

（５ ） エタ ノー ル  

 ① CAS  No： 64-17-5 

  ② 化学 式： C 2H 6O 

  ③ 別名 ：エ チ ル アル コ ール (Ethyl alcohol)、  

エタ ン ‐１ ‐オ ー ル (Ethane-1-ol) 

  ④ 物性：無 色透 明、揮発 性及 び 可燃 性の 液 体。刺 激 的な 味と 爽 快な 香気 が あ る。 

  ⑤ 主な 用途：飲 料（日 本酒 、洋 酒 ）、有機 溶剤 、エ ーテ ル 、エ ステ ル 、セル ロ

イド 、アル カロ イ ド 抽出 剤 、製 薬原 料 、ワニ ス 、イ ンキ 、化 粧品、

エッ セ ンス、ア セト アル デ ヒド の製 造、生物 標 本保 存、消毒 、洗

浄剤 、 芳香 抽出 、 燃 料  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 (2012 年 版 ) 

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-STEL 1000ppm (2012 年版 ) 

  ⑦ 適 用 法 令 ： 労 働 安 全 衛 生 法 、 消 防 法 、 船 舶 安 全 法  、 航 空 法 、 海 洋 汚 染 防 止

法   

  

（６ ） エチ ルメ チ ル ケト ン ペル オキ シ ド  

 ① CAS  No： 1338-23-4 

  ② 化学 式： C 8H 1 6O 4  

  ③ 別名 ：過 酸 化 メチ ル エチ ルケ ト ン  (Ethyl methyl ketone peroxide)  

ブタ ノ ンペ ルオ キ シ ド  (Butanone peroxide) 

  ④ 物性 ：芳 香 臭 のあ る 無色 液体  

  ⑤ 主な 用途 ： 不 飽和 ポ リエ ステ ル 樹 脂硬 化 剤  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 (2012 年 版 ) 

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-STEL(C) 0.2ppm(2012 年版 ) 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 消 防 法、 船 舶安 全法 、 航 空法  
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（７ ） エチ レン グ リ コー ル  

 ① CAS  No： 107-21-1 

  ② 化学 式： C 2H 6O 2  

  ③ 別名 ：１ ， ２ －エ タ ンジ オー ル （ 1,2-Ethanediol）   

１， ２ －ジ ヒド ロ キ シエ タ ン（ 1,2-Dihydroxyethane）  

  ④ 物性 ：無 色 無 臭、 粘 性の ある 液 体  

  ⑤ 主な 用途：ポ リエ ス テル 繊維 原 料 、不 凍 液、グリ セ リ ンの 代 用、溶剤（ 酢酸

ビニ ル 系樹 脂） 、 耐 寒潤 滑 油、 有機 合 成 （染 料 、香 料、 化 粧 品、

ラッ カ ー）、電 解コ ンデ ン サー 用ペ ー ス ト、乾燥 防 止剤（に かわ ）、

医薬 品 、不 凍ダ イ ナ マイ ト 、界 面活 性 剤 、不 飽 和ポ リエ ス テ ル  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-STEL(C) 100mg/㎥  (Aerosol only)（ 2012 年版 ） 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ ＴＲ 法 、消 防法  

 

（８ ） エチ レン グ リ コー ル モノ エチ ル エ ーテ ル アセ テー ト  

 ① CAS  No： 111-15-9 

  ② 化学 式： CH 3COO(CH 2) 2OC 2H 5  

  ③ 別名 ：セ ロ ソ ルブ ア セテ ート  

  ④ 物性 ：芳 香 臭 のあ る 無色 液体  

  ⑤ 主な 用途 ： ラ ッカ ー 、ウ レタ ン 樹 脂溶 剤 、抽 出剤  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 5ppm 27mg/㎥ (2012 年 版 ) 

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 5ppm（ 2012 年 版）  

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ ＴＲ 法 、消 防法 、 船 舶安 全 法、 航空 法   

 

（９ ） 2,3-エポ キ シ プロ ピ ル＝ フェ ニ ル エー テ ル  

 ① CAS  No： 122-60-1 

  ② 化学 式： C 9H 1 0O 2  

  ③ 別名 ：フ ェ ニ ルグ リ シジ ルエ ー テ ル  

      1,2-エ ポキ シ -3-フェ ノキ シプ ロ パン（ 1,2-epoxy-3-phenoxypropane) 

      フ ェ ノ キシ メ チル オキ シ ラ ン（ Phenoxy methyloxirane）  

  ④ 物性 ：無 色 透 明の 液 体  

  ⑤ 主な 用途：エ ポキ シ 樹脂 、ア ル キ ド樹 脂 の反 応希 釈 剤 、樹 脂 農薬 など の 安定

剤 、木 綿・羊毛 な ど の改 質 剤 、分 散 染料 、反応 性 染料 の 染色 性改 良

剤  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 (2012 年 版 ) 

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.1ppm (2012 年版 ) 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ ＴＲ 法 、消 防法  

   

（ 10） オゾ ン  

 ① CAS  No： 10028-15-6 
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  ② 化学 式： O 3  

  ③ 別名 ：―  
  ④ 物性 ：特 徴 的 な臭 気 のあ る無 色 又 は帯 青 色の 気体  

  ⑤ 主な 用途 ： 衛 生材 料 ・農 薬（ 漂 白 剤等 ） 、化 学合 成 原 料  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 0.1ppm 0.2mg/㎥ （ 2012 年版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.05ppm（ Heavy work）  

0.08ppm（ Moderate work）  

0.10ppm（ Light work）  

0.20ppm（ Heavy, moderate or Light work《 ≦ 2H》） 

（ 2012 年版 ） 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 船 舶 安全 法 、航 空法 、 高 圧ガ ス 保安 法  

 

（ 11） 過酸 化水 素  

 ① CAS  No： 7722-84-1 

  ② 化学 式： H 2O 2  

   ③ 別名 ：オ キ シ フル (Hydroperoxide) 、 オ キシ ドー ル (Hydrogen dioxide) 

  ④ 物性 ：純 粋 な もの は 粘性 のあ る 無 色の 液 体で 、多 量 の 場合 は 青色 を呈 す る  

  ⑤ 主な 用途：漂 白剤（紙 、パ ル プ、天然 繊 維）、工 業薬 品（ 酸化 剤 及び 可 塑 剤、

ゴム 薬 品、公 害 処理 剤な ど の酸 化剤 ）、医薬 品（ 酸化 剤、殺 菌剤 ）、

その 他 各種 漂白 剤  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 (2012 年 版 ) 

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 1ppm(2012 年版 ) 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 消 防 法、 船 舶安 全法 、 毒 物及 び 劇物 取締 法  

   

（ 12） カー ボン ブ ラ ック  

 ① CAS  No： 1333-86-4 

  ② 化学 式： C 

  ③ 別名：アセ チ レン ブ ラッ ク (Acetylene black)、チ ャ ン ネル ブ ラッ ク (Channel 

black)、フ ァー ネ ス ブラ ッ ク (Furnace black) 

  ④ 物性：黒色 か 帯灰 黒 色の 粉末 で 、有機 物 の不 完全 燃 焼 ある い は熱 分解 に より

生成  

  ⑤ 主な 用途：各 種ゴ ム 補強 剤、樹脂 、印 刷イ ン キ、塗料 、電 線・電ら ん、乾 電

池 、紙・パ ルプ 、擬 革 、絵 の 具 、鉛 筆 、レコ ー ド 、顔 料 、靴 ずみ 、

カー ボ ン紙 、ク レ ヨ ン、 花 火  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 (2012 年 版 ) 

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 3mg/㎥ (2012 年 版 ) 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 船 舶 安全 法 、航 空法  

   

（ 13） ガソ リン  

 ① CAS  No： 8006-61-9 

  ② 化学 式： 特 定 され な い  
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  ③ 別名 ：揮 発 油  

  ④ 物性 ：特 徴 的 な臭 気 のあ る、 流 動 性の あ る液 体  

  ⑤ 主な 用途 ： 自 動車 燃 料、 航空 燃 料 、洗 浄 抽出 など の 溶 剤（ 工 業用 ガソ リ ン） 

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 100ppm(b) 300mg/㎥ (b)(2012 年 版 ) 

                 (b )： ガ ソ リ ン に つ い て は 、 300mg/m 3 を 許 容 濃

度 と し 、 mg/m 3 か ら ppm へ の 換 算 は ガ ソ リ ン

の 平 均 分 子 量 を 72.5 と 仮 定 し て 行 っ た 。  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ：未 設 定 (2012 年 版 ) 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 消 防 法、 船 舶安 全法 、 航 空法  

     

（ 14） 銀及 びそ の 水 溶性 化 合物  

 ① CAS  No： 7440-22-4 

  ② 化学 式： Ag 

  ③ 別名 ： (Argentum) 

  ④ 物性 ：銀 白 色 光沢 を もつ 面心 立 方 結晶  

  ⑤ 主な 用途 ： 写 真感 光 用硝 酸銀 原 料 、電 気 接点 材料 、 銀 ロウ 、 メッ キ用 極 板、

展伸 剤 、歯 科用 、 食 器、 鏡 、医 薬、 触 媒 、乾 電 池  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 0.01mg/㎥ (2012 年 版 ) 

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.1mg/㎥ (2012 年 版 ) 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ ＴＲ 法  

  

（ 15） グル タル ア ル デヒ ド  

 ① CAS  No： 111-30-8 

  ② 化学 式： C 5H 8O 2  

  ③ 別 名 ： グ ル タ ル ジ ア ル デ ヒ ド  (Glutaric dialdehyde) 、 グ ル タ ラ ー ル  

(Glutaral)、 ペ ン タ ン ‐ 1,5‐ ジ ア ー ル  (Pentane-1,5-dial)、 1,5‐

ペン タ ジオ ン  (1,5-Pentanedione) 

  ④ 物性 ：刺 激 臭 のあ る 無色 液体  

  ⑤ 主な 用途：写 真用 ゼ ラチ ンの 架 橋 剤（ 硬 膜剤 ）、皮 革 のな め し剤 、紙・プラ

スチ ッ クな どへ の 定 着剤 、 消毒 剤  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 0.03ppm(最大 許容 濃 度 ） (2012 年版 ) 

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-STEL（ C) 0.05ppm (2012 年 版 ) 

  ⑦ 適用 法令：労 働安 全 衛生 法、化 審 法、Ｐ ＲＴ Ｒ法 、消 防法 、船舶 安全 法 、航

空法 、 海洋 汚染 防 止 法  

   

（ 16） クロ ロジ フ ル オロ メ タン  

 ① CAS  No： 75-45-6 

②化 学 式： CHClF 2  

③ 別 名 ： ジ フ ル オ ロ ク ロ ロ メ タ ン (Difluorochloromethane) 、 フ レ オ ン

22(Freon 22)、 フ ロ ン 22(Fron 22) 、Ｈ ＣＦ Ｃ ‐ 22(HCFC-22) 

  ④ 物性 ：甘 っ た るい に おい のあ る 、 無色 透 明の 圧縮 液 化 ガス  
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  ⑤ 主な 用途：エ アコ ン、低温 冷 凍装 置な ど の冷 媒、半導 体エ ッ チン グガ ス、四

フッ 化 樹脂 原料 、 エ アゾ ー ル噴 射剤  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 1000ppm 3500mg/㎥（ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 1000ppm（ 2012 年 版）  

  ⑦ 適用 法令：労 働安 全 衛生 法、Ｐ Ｒ ＴＲ 法 、船 舶安 全 法 、航 空 法、高圧 ガ ス保

安法 、 オゾ ン層 保 護 法  

   

（ 17） 酢酸  

 ① CAS  No： 64-19-7 

  ② 化学 式： C 2H 4O 2  

  ③ 別名 ：エ タ ン 酸、 (Ethanoic acid)(Ethylic acid)、  

メタ ン カル ボン 酸 、 (Methanecarboxylic acid) 

  ④ 物性 ：刺 激 性 の臭 気 と酸 味を 持 つ 無色 透 明の 液体  

  ⑤ 主な 用途 ： 酢 酸エ ス テル 、酢 酸 ビ ニル 、 写真 及び 試 薬 、染 色 、食 用、 医 薬、

モノ ク ロロ 酢酸 、無 水酢 酸、セル ロ ース アセ テ ート、テ レフ タル 酸、

合成 ゴ ム、 繊維  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 10ppm 25mg/㎥ (2012 年 版 ) 

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 10ppm TLV-STEL 15ppm (2012 年 版 ) 

  ⑦ 適用 法令：労 働安 全 衛生 法、消 防 法、船 舶安 全法 、航 空法 、海洋 汚染 防 止法  

   

（ 18） 酸化 カル シ ウ ム  

 ① CAS  No： 1305-78-8 

  ② 化学 式： CaO 

  ③ 別名 ：生 石 灰  (Quick lime) 

  ④ 物性 ：白 色 無 定形 の 物質  

  ⑤ 主な 用途：鉄 鋼 、カ ーバ イ ド 、紙・パル プ 、さ ら し粉 、農薬 、非鉄 金 属 、肥

料、 製 革  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 2mg/㎥ (2012 年 版 ）  

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 消 防 法、 航 空法  

  

（ 19） シア ナミ ド  

 ① CAS  No： 420-04-2 

  ② 化学 式： CH 2N 2  

  ③ 別名 ：カ ル バ ミン 酸 ニト リル （ Carbamonitrile） 、  

カル ボ ジイ ミド （ Carbodiimide）  

  ④ 物性 ：無 色 無 臭潮 解 性結 晶  

  ⑤ 主な 用途 ： 植 物成 長 調整 剤  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV－ TWA 2mg/㎥ （ 2012 年 版）  

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ ＴＲ 法 、船 舶安 全 法 、航 空 法  
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（ 20） 2－ シア ノア クリ ル 酸エ チル  

 ① CAS  No： 7085-85-0 

  ② 化学 式： C 6H 7NO 2  

  ③ 別 名 ： ２ ‐ シ ア ノ プ ロ ペ ン 酸 エ チ ル  (2-Cyano-2-propenoic acid, ethyl 

ester)、 α ‐ シ ア ノ ア ク リ ル 酸 エ チ ル 、 エ チ ル α -シ ア ノ ア ク リ ラ ー

ト  (Ethyl alpha-cyanoacrylate) 

  ④ 物性 ：強 酸 臭 のあ る 無色 透明 液 体  

  ⑤ 主な 用途 ： ガ ラス 、 ゴム 、金 属 、 硬質 プ ラス チッ ク 、 木材 （ 多孔 質材 料 ）、

皮膚 及 び血 管の 接 着 用接 着 剤  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 (2012 年 版 ) 

 Ａ Ｃ ＧＩ Ｈ ： TLV-TWA 0.2ppm (2012 年版 ) 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 消 防 法、 水 質汚 濁防 止 法  

  

（ 21） 2,4－ジ クロ ロフ ェ ノキ シ酢 酸  

 ① CAS  No： 94-75-7 

  ② 化学 式： C 8H 6Cl 2O 3  

  ③ 別名 ： 2,4‐ Ｄ、 2,4‐ ＰＡ   

  ④ 物性 ：無 臭 の 白色 粉 末  

  ⑤ 主な 用途 ： 農 薬（ ホ ルモ ン型 の 移 行型 除 草剤 ）  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 10mg/㎥ (2012 年版 ）  

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ ＴＲ 法 、船 舶安 全 法 、航 空 法   

  

（ 22） 2,4－ジ ニト ロト ル エン  

 ① CAS  No： 121-14-2 

  ② 化学 式： C 7H 6N 2O 4  

  ③ 別名 ： 1－メ チル － 2,4－ジ ニト ロベ ン ゼン  

（ 1-Methyl-2,4-dinitrobenzene） （ 2,4-DNT）  

  ④ 物性 ：黄 色 の 結晶  

  ⑤ 主な 用途 ： 有 機合 成 、ト ルイ ジ ン 、染 料 、火 薬の 中 間 体  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.2mg/㎥ (2012 年 版）  

  ⑦ 適用 法令：労 働安 全 衛生 法、化 審 法、Ｐ ＲＴ Ｒ法 、消 防法 、船舶 安全 法 、航

空法 、 毒物 及び 劇 物 取締 法  

  

（ 23） 1,2－ジ ブロ モエ タ ン  

 ① CAS  No： 106-93-4 

  ② 化学 式： C 2H 4Br 2  

  ③ 別名：エ チレ ン・ジブ ロ マイ ド（ Ethylene dibromide）、イ ー・デ ィー・ビ

ー（ EDB） 、二 臭化 エチ レ ン（ Ethylene dibromide）  
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  ④ 物性 ：特 異 臭 のあ る 無色 液体  

  ⑤ 主な 用途 ： 貯 殺害 虫 、土 壌害 虫 、 線虫 用 くん 蒸剤  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ：  未設 定 （ 2012 年 版）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ：未 設 定 （ 2012 年 版）  

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 船 舶 安全 法 、航 空法 、 毒 物及 び 劇物 取締 法  

   

（ 24） すず 及び そ の 化合 物  

 ① CAS  No： 7440-31-5 

  ② 化学 式： Sn 

  ③ 別名 ：―  

  ④ 物性 ：銀 白 色 の金 属  

  ⑤ 主な 用途：合 金（ 青銅 、ハ ン ダ、活字 合 金）、ス ズ塩 類の 製 造原 料、還 元 剤、

すず 箔 、チ ュー ブ 用 、メ ッ キ、 スズ 引 き 鋼板 メ ッキ  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 2 mg/㎥ （ 2012 年 版）  

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法  

 

（ 25） チオ りん 酸 O,O-ジ エ チル -O-(3,5,6-ト リ クロ ロ -2-ピ リジ ル ) 

 ① CAS  No： 2921-88-2 

  ② 化学 式： C 9H 1 1Cl 3NO 3PS  

  ③ 別名 ：ク ロ ル ピリ ホ ス  

  ④ 物性 ：白 色 結 晶  

  ⑤ 主な 用途 ： シ ロア リ 駆除 剤等  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.1mg/m 3(2012 年 版 ) 

  ⑦ 適用 法令：労 働安 全 衛生 法、化 審 法、Ｐ ＲＴ Ｒ法 、船 舶安 全 法、航空 法 、毒

物及 び 劇物 取締 法  

  

（ 26） テト ラメ チ ル チウ ラ ムジ スル フ ィ ド  

 ① CAS  No： 137-26-8 

  ② 化学 式： C 6H 1 2N 2S 4  

  ③ 別名 ：チ ラ ム (Thiram)、  チ ウラ ム (Thiuram) 

  ④ 物性 ：無 臭 の 白色 粉 末又 は粒 状  

  ⑤ 主な 用途 ： 農 薬（ 麦 類、 タバ コ 、 りん ご 、芝 生の 病 害 の殺 菌 剤）  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 0.1mg/m 3（ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.05mg/㎥ (2012 年 版）  

  ⑦ 適用 法令：労 働安 全 衛生 法、化 審 法、Ｐ ＲＴ Ｒ法 、船 舶安 全 法、航空 法 、水

質汚 濁 防止 法、 土 壌 汚染 対 策法  

 

（ 27） テレ ビン 油  

 ① CAS  No： 8006-64-2 
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  ② 化学 式： C 1 0H 1 6（ お およ そ）  

  ③ 別名 ：テ レ ピ ン油 、 てる ぺん 、 松 根油  

  ④ 物性 ：特 異 臭 のあ る 無色 から 淡 黄 の液 体  

  ⑤ 主な 用途：溶 剤（ 油脂 、樹 脂、ペ イン ト、ワ ニス 、ラ ッカ ー、香 料の 製造 原

料、 防 臭防 虫剤 ） 、 医薬 品 （誘 導刺 激 剤 ）  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 50ppm 280mg/㎥（ 2012 年版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 20ppm（ 2012 年 版 ）  

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 消 防 法、 船 舶安 全法 、 航 空法  

   

（ 28） 銅及 びそ の 化 合物  

 ① CAS  No： 7440-50-8 

  ② 化学 式： Cu 

  ③ 別名 ：―  

  ④ 物性 ：赤 色 金 属光 沢 粉末  

  ⑤ 主な 用途 ： 電 線電 化 製品 、合 金 、 鋳物 、 送配 水管 、 台 所用 品 、薬 剤用 設 備、

化学 薬 品  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）   

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.2mg/㎥ (ヒ ュー ムと し て )  

TLV-TWA 1mg/㎥ (粉 じん 、 ミス トと し て ）  

(2012 年 版 ) 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法  

 

（ 29） N-(トリ クロ ロメ チ ルチ オ )-1,2,3,6-テ トラ ヒド ロ フ タル イ ミド  

 ① CAS  No： 133-06-2 

  ② 化学 式： C 9H 8Cl 3NO 2S 

  ③ 別名 ：キ ャ プ タン  

  ④ 物性 ：白 色 結 晶  

  ⑤ 主な 用途 ： 殺 菌剤 、 石け んの 殺 菌 剤  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 5mg/㎥ (2012 年 版 ) 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法  

  

（ 30） 二亜 硫酸 ナ ト リウ ム  

 ① CAS  No： 7681-57-4 

  ② 化学 式： Na 2O 5S 2  

  ③ 別名 ：メ タ 重 亜硫 酸 ナト リウ ム  (Sodium metabisulfite)  

ピロ 亜 硫酸 二ナ ト リ ウム  (Disulfurous acid, disodium salt) 

重亜 硫 酸ソ ーダ  (Sodium acid sulfite) 

  ④ 物性 ：亜 硫 酸 ガス 臭 のあ る白 色 結 晶又 は 粉末 、単 斜 結 晶系  

  ⑤ 主な 用途：皮 革（タ ンニ ン 溶解 剤 ）、食 品（ 加工 食 品 の漂 白 、保 存 剤 ）、染

料及 び 中間 物精 製 、写真（ 定着 補助 剤 ）、還 元 剤、漂白 剤 、廃液
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処理 剤 、洗 剤、 香 料 、試 薬 、医 薬  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 5 mg/㎥ （ 2012 年 版）   

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法  

   

（ 31） 二酸 化塩 素  

 ① CAS  No： 10049-04-4 

  ② 化学 式： ClO 2  

  ③ 別名 ：過 酸 化 塩素  

  ④ 物性 ：塩 素 や 硝酸 に 似た 刺激 臭 の ある 、 黄色 から 赤 黄 色の ガ ス  

  ⑤ 主な 用途：パ ルプ 、繊 維、小 麦粉 、革、油 脂な ど の漂 白、水道 水、プ ール の

水な ど の殺 菌剤 、 脱 臭・ 脱 味剤  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.1ppm  TLV-STEL 0.3ppm(2012 年 版 ) 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 高 圧 ガス 保 安法  

   

（ 32） ニッ ケル 及 び その 化 合物  

 ① CAS  No： 7440-02-0 

  ② 化学 式： Ni 

  ③ 別名 ：―  

  ④ 物性 ：白 銀 色 の金 属  

  ⑤ 主な 用途 ： 特 殊鋼 、 鋳鍛 鋼品 、 合 金ロ ー ル、 電熱 線 、 電気 通 信機 器、 洋 白、

メッ キ  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 1mg/㎥ （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ： TLV-TWA 1.5 mg/㎥ (イ ンハ ラブ ル 粒子 )（ 2012 年版 ） 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ ＴＲ 法 、船 舶安 全 法 、航 空 法  

  

（ 33） ニト ロメ タ ン  

 ① CAS  No： 75-52-5 

  ② 化学 式： CH 3NO 2  

  ③ 別名 ：ニ ト ロ カル ボ ル  

  ④ 物性 ：無 色 透 明の 液 体  

  ⑤ 主な 用途：溶 剤、助燃 剤、界 面活 性剤 、爆 薬、医 薬品 、殺 虫剤 、殺 菌 剤等 の

製造 原 料  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 20ppm（ 2012 年 版 ）  

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 消 防 法、 船 舶安 全法 、 航 空法  

   

（ 34） 白金 及び そ の 水溶 性 塩  

 ① CAS  No： 7440-06-4 

  ② 化学 式： Pt 
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  ③ 別名 ：プ ラ チ ナ  

  ④ 物性 ：銀 灰 色 の様 々 な形 状の 固 体  

  ⑤ 主な 用途：石 油化 学 や自 動車 排 気 ガス 処 理用 触媒 、白 金抵 抗 温度 計、熱電 対、

電気 接 点材 料、発 火 せん 、電極 、ルツ ボ 、化 学 装置 の内 張 り 、光

学ガ ラ スの 溶解 、 歯 科医 療 材料  

  ⑥ 許 容 濃 度 ： 日 本 産 業 衛 生 学 会 ： 0.001mg/㎥  (水 溶 性 白 金 塩 、 白 金 と し て ) 

（ 2012 年 版）  

 Ａ Ｃ ＧＩ Ｈ ： TLV-TWA 1 mg/㎥（ 金属 ）  

TLV-TWA 0.002mg/㎥（可 溶 性白 金塩 、白 金と し て）

（ 2012 年 版）  

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法  

   

（ 35） バリ ウム 及 び その 水 溶性 化合 物  

 ① CAS  No： 7440-39-3 

  ② 化学 式： Ba 

  ③ 別名 ：―  

  ④ 物性 ：銀 白 色 の金 属  

  ⑤ 主な 用途：レ ント ゲ ン造 影剤（ 硫 酸バ リ ウム ）、花 火 の材 料 、他 の金 属 を混

ぜた 超 伝導 体を 作 る 際の 溶 解る つぼ  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.5mg/㎥ （ 2012 年 版）  

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ ＴＲ 法 、消 防法 、 船 舶安 全 法、 航空 法  

   

（ 36） ヒド ロキ ノ ン  

 ① CAS  No： 123-31-9 

  ② 化学 式： C 6H 6O 2  

  ③ 別名 ： 1,4-ジ ヒド ロ キシ ベン ゼ ン (1,4-Dihydrokybenzene)  

1,4-ベ ンゼ ンジ オ ー ル（ 1,4-Benzenediol）   

ヒド ロ キノ ール (Hydroquinol) 、キ ノ ー ル (Quinol) 

  ④ 物性 ：白 色 針 状結 晶 で昇 華性 が あ る。  

  ⑤ 主な 用途：写 真現 像 薬、ゴム 薬 品 、染 料 中間 物、有 機 合成（ アブ ロー ル ）還

元剤 、 メト ール の 原 料、 有 機化 合物 の 重 合防 止 剤  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 1mg/㎥ (2012 年版 ）  

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ ＴＲ 法 、船 舶安 全 法 、航 空 法  

   

（ 37） ブタ ン  

 ① CAS  No： 106-97-8 

  ② 化学 式： C 4H 1 0  

  ③ 別名 ：ノ ル マ ル‐ ブ タン  

  ④ 物性 ：無 色 無 臭の 気 体（ 圧縮 液 化 ガス ）  
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  ⑤ 主な 用途：家 庭用 燃 料、製菓 、食 品の 加 工調 整、医療 、養 鶏、煙草 、野 菜 類

の乾 燥、事務 所、映 画館、学 校給 食 にお ける 暖 房及 び調 理 用 、都

市ガ ス 原料 、工 業 燃 料、 化 学原 料、 自 動 車燃 料  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 500ppm  1200mg/m 3（ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 1000ppm（ 2012 年 版）  

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 船 舶 安全 法 、航 空法  、 高圧 ガ ス保 安法  

  

（ 38） プロ ピル ア ル コー ル  

 ① CAS  No： 67-63-0 

  ② 化学 式： C 3H 8O 

  ③ 別名 ： 2-プ ロ パノ ー ル（ 2-Propanol）  

イソ プ ロパ ノー ル （ Isopropanol）  

  ④ 物性 ：無 色 透 明の 流 動性 液体  

  ⑤ 主な 用途：合 成ア セ トン の中 間 原 料、溶剤 、印 刷イ ン キ用 抽 出溶 剤、脱水 剤、

ヘア ト ニッ ク・ロー ショ ン の配 合剤 、製 薬用 、消 毒用 、航 空 機用 の

凍結 防 止、ラジ エ ー タ― 冷 却水 の氷 結 防 止、ブ レー キ油 調 合 剤、そ

の他 の 合成 材料 、 精 製用  

  ⑥ 許容 濃度 ：  

日本 産 業衛 生学 会 ： 最大 許 容濃 度  400ppm 980mg/㎥ （ 2012 年 版）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 200ppm   TLV-STEL 400ppm(2012 年 版 ) 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 消 防 法、 船 舶安 全法 、 航 空法  

 

（ 39） 1－ ブロ モプ ロパ ン  

 ① CAS  No： 106-94-5 

  ② 化学 式： C 3H 7Br(123.0) 

  ③ 別名 ：ノ ル マ ル－ プ ロピ ルブ ロ ミ ド（ n-Propyl bromide）  

  ④ 物性 ：無 色 の 液体  

  ⑤ 主な 用途 ： 医 薬・ 農 薬原 料  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 0.5ppm（ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 10ppm（ 2012 年 版 ）  

  ⑦ 適用 法令：労 働安 全 衛生 法、Ｐ Ｒ ＴＲ 法 、消 防法 、船 舶安 全 法、航空 法 、大

気汚 染 防止 法  

 

（ 40） 2－ ブロ モプ ロパ ン  

 ① CAS  No： 75-26-3 

  ② 化学 式： C 3H 7Br 

  ③ 別名 ：イ ソ プ ロピ ル ブロ マイ ド  

  ④ 物性 ：無 色 透 明の 液 体  

  ⑤ 主な 用途 ： 医 薬中 間 体、 農薬 中 間 体、 感 光剤 中間 体  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 1ppm  5mg/㎥ (2012 年 版）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ：未 設 定 (2012 年 版 ) 
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  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ ＴＲ 法 、消 防法 、 船 舶安 全 法、 航空 法  

 

（ 41） １， ２， ３ ， ４， ５ ，６ －ヘ キ サ クロ ロ シク ロヘ キ サ ン  

 ① CAS  No： 58-89-9 

  ② 化学 式： Ｃ 6H 6Cl 6  

  ③ 別名 ：リ ン デ ン  

  ④ 物性 ：白 色 結 晶  

  ⑤ 主な 用途 ： 農 薬（ 殺 虫剤 ）  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.5mg/㎥ （ 2012 年 版 )  

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 船 舶 安全 法 、航 空法 、 毒 物及 び 劇物 取締 法  

 

（ 42） ヘキ サヒ ド ロ ‐ 1,3,5‐ トリ ニト ロ‐ 1,3,5‐ト リア ジン  

 ① CAS  No： 121-82-4 

  ② 化学 式： C 3H 6N 6O 6  

  ③ 別名 ：シ ク ロ ナイ ト  

  ④ 物性 ：無 色 斜 方系 の 結晶  

  ⑤ 主な 用途 ： 高 性能 爆 薬（ 主と し て 防衛 用 、ご く少 量 が 産業 用 ）  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.5mg/㎥ (2012 年 版 )  

  ⑦ 適用 法令：労 働安 全 衛生 法、Ｐ Ｒ ＴＲ 法 、消 防法 、船 舶安 全 法、航空 法 、火

薬類 取 締法  

   

（ 43） ペル オキ ソ 二 硫酸 ア ンモ ニウ ム  

 ① CAS  No： 7727-54-0 

  ② 化学 式： H 8N 2O 8S 2  

  ③ 別名 ：過 硫 酸 アン モ ニウ ム  

  ④ 物性 ：無 色 か ら白 色 の個 体  

  ⑤ 主な 用途 ： 酸 化漂 白 剤、 樹脂 重 合 剤、 金 属表 面処 理 剤 、食 品 添加 物  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.1 mg/㎥ (過 硫 酸 塩と し て )（ 2012 年 版）  

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ ＴＲ 法 、水 質汚 濁 防 止法  

 

（ 44） ペル オキ ソ 二 硫酸 カ リウ ム  

 ① CAS  No： 7727-21-1 

  ② 化学 式： K 2S 2O 8  

  ③ 別名 ：過 硫 酸 カリ ウ ム  

  ④ 物性 ：無 色 ま たは 白 色結 晶  

  ⑤ 主な 用途：合 成樹 脂 など の重 合 開 始剤 、酸化 剤、漂 白 剤、写 真薬 、試 薬 の酸

化剤 （ Mn、 Cr な ど） 、分 析 試薬  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）  
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ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.1 mg/㎥  (過硫 酸 塩と し て )(2012 年版 ） 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ ＴＲ 法  

 

（ 45） ペル オキ ソ 二 硫酸 ナ トリ ウム  

 ① CAS  No： 7775-27-1 

  ② 化学 式： Na 2S 2O 8  

  ③ 別名 ：過 硫 酸 ナト リ ウム  

  ④ 物性 ：白 色 の 結晶 又 は粉 末  

  ⑤ 主な 用途：合 成樹 脂 重合 媒、繊 維 の糊 抜 剤、金属 の 表 面処 理 剤、試薬（ 酸化

剤） 等  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 (2012 年 版 ) 

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.1 mg/㎥ (過 硫 酸 塩と し て )(2012 年版 ) 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 消 防 法、 船 舶安 全法 、 航 空法  

 

（ 46） 4,4’－ メチ レン ジ アニ リン  

 ① CAS  No： 101-77-9 

  ② 化学 式： C 1 3H 1 4N 2  

  ③ 別名 ： 4,4'-ジア ミ ノジ フェ ニ ル メタ ン 、  

4,4'-メ チ レン ビス ベン ゼ ンア ミン 、 MDA 

  ④ 物性 ：特 異 臭 のあ る 白色 から 微 黄 色の 薄 片  

  ⑤ 主な 用途 ： エ ポキ シ 樹脂 の硬 化 剤 、染 料 中間 体  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 0.4mg/㎥ （ 2012 年 版）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 0.1ppm (2012 年版 ) 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 化 審 法、 Ｐ ＲＴ Ｒ法 、 船 舶安 全 法、 航空 法  

   

（ 47） モリ ブデ ン 及 びそ の 化合 物  

 ① CAS  No： 7439-98-7 

  ② 化学 式： Mo 

  ③ 別名 ：―  

  ④ 物性 ：銀 白 色 の等 軸 系結 晶（ 通 常 は粉 末 ）  

  ⑤ 主な 用途：特 殊鋼（ 高速 度 鋼 、耐 熱鋼 、その 他 ）、真 空管 、耐熱 材 料 、抵 抗

体、 触 媒、 潤滑 剤 、 電子 材 料、 着色 剤  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 未 設定 （ 2012 年 版 ）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 10mg/㎥ (I) 3mg/㎥ (R) 

（金 属 及び 不溶 性 化 合物 、 Mo とし て ）  

TLV-TWA 0.5mg/m 3(R)（ 可溶 性 化合 物、 Mo とし て ）  

(2012 年 版 ) 

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 Ｐ Ｒ ＴＲ 法 、消 防法 、 船 舶安 全 法、 航空 法  

   

（ 48） ロジ ウム 及 び その 化 合物  

 ① CAS  No： 7440-16-6 
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  ② 化学 式： Rh 

  ③ 別名 ：―  

  ④ 物性 ：灰 色 か ら黒 色 の粉 末  

  ⑤ 主な 用途 ： 排 ガス 制 御の 触媒 、 め っき （ ロジ ウム め っ き）  

  ⑥ 許容 濃度 ： 日 本産 業 衛生 学会 ： 0.001mg/m 3（可 溶性 化 合物 、 Rh とし て ）  

（ 2012 年 版）  

ＡＣ Ｇ ＩＨ ： TLV-TWA 1mg/㎥  

（金 属 及び 不溶 性 化 合物 、 Rh とし て ）  

TLV-TWA 0.01mg/㎥ （可 溶 性化 合物 、 Rh とし て ）  

（ 2012 年 版）  

  ⑦ 適用 法令 ： 労 働安 全 衛生 法、 消 防 法、 船 舶安 全法 、 航 空法  
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「業務上疾病に関する医学的知見の収集に係る調査研究」報告書文献レビュー 

 

１ イソシアン酸塩による疾病 

１．物質の物理化学的性質と用途 

（１）物理化学的性質 

イソシアン酸塩（イソシアネート）は分子式 R-N=C=O で表される化合物である。炭素原

子の反応性が非常に高く、様々な求核剤を容易に付加させることができる。この構造を含

む有機化合物も単にイソシアネートと呼ぶことがある。 

産業上重要な誘導体としては、ジイソシアネート（イソシアネート基を二つ含む化合物

の総称）、ポリイソシアネート（イソシアネート基を複数個含む化合物の総称）がある。最

も多く使用されるのは、ジフェニルメタンイソシアネート（MDI）、トルエンジイソシアネ

ート（TDI）、ヘキサメチレンジイソシアネート（HDI）である。他には、ナフタレンジイソ

シアネート(NDI)、メチレンビスシクロヘキシルイソシアネート（HMDI）、イソホロンジイ

ソシアネート（IPDI）などが使用される。 

労働基準法施行規則別表第一の二第四号においては（労働省 1996）、上記の誘導体うち、

TDI、NDI、MDI、IPDI、HDI はすでに規定されている。ただし、イソシアネートに関しては

これら誘導体に関する報告がほとんどであるため、その報告を参考にせざるを得ない。現

在規定されていない HMDI に関しては、規定済みの誘導体を参考に記載した。HMDI の物理化

学的性質を表 1に示す。 

 
表 1 HMDI の物理化学的性質 

分子量：262.353 比重：1.066 g/cm3 融点：<-10℃ 沸点：245℃ 

CAS No.：5124-30-1 溶解性：水に難溶 

 
（２）主な用途 

イソシアネートの主な用途としては、ポリウレタンの原料や、スプレー、塗料などの塗

装剤がある。とくに自動車産業で多く使用されており、絶縁体の材料としても使用される。

イソシアン酸塩を含むスプレー状のポリウレタン製品は、セメント、木材、ガラス繊維、

鉄鋼、アルミニウムなどの保護剤として広く用いられてきた。 
HMDI の生産量は、化審法監視化学物質届出結果（経済産業省 2010）では、平成 21 年度

の製造量及び輸入量は 24,094 t となっている。 

 
 
（３）ばく露され得る例 

イソシアネートは眼、消化器、呼吸器の粘膜に対する強力な刺激剤である。皮膚に直接

接触した場合には吸入ばく露よりも強い炎症を起こす。業務上疾病の観点からは、呼吸器

別添６ 
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系疾患の原因物質としての研究が進められてきた。呼吸器系疾患に関しては重篤な場合は

死亡例も報告されている。潜在的にイソシアネートにばく露している労働者は、目への刺

激、鼻炎、鼻咽頭炎、せき、息切れなどの症状を呈することが報告されている。 
 
（４）事故や疾病の代表例 

イソシアネートばく露による最初の死亡例は 2003 年であった。イソシアネートでコーテ

ィングしたトラックの荷台で作業していた男性が、貨物バンの内側を塗装したおよそ 1 時

間後に、急性喘息で死亡したものである（Chester et al 2005, NIOSH 2003）。 

 

２．疫学 

（１）短期ばく露による症例報告 

短期ばく露による主な症例報告では（表 2）、対象者はいずれもイソシアネートを含む塗

装剤、接着剤等の塗布作業に従事しており、過敏性肺炎（過敏性肺臓炎）を発症している。 

全てが労働基準法施行規則別表第一の二第四号の告示にすでに規定されているイソシア

ネートについての報告であり、HMDI についての報告はない。 

 

表 2 短期ばく露による症例報告 
対象物質 ばく露量 対象 症状 参考文献 

TDI/MDI データなし 45 歳男性（自家

用車の塗装作業

によりばく露） 

過敏性肺炎 田畑ら 2009 

MDI データなし 29 歳男性（接着

剤の塗装作業に

よりばく露） 

過敏性肺臓炎、

気管支喘息 

松島ら 2003 

TDI、MDI データなし 68 歳男性（塗装

剤の塗布作業に

よりばく露） 

過敏性肺臓炎 秋元ら 1992 

 

（２）長期ばく露による症例報告 

長期ばく露による症例報告は、短期ばく露による症例報告と同様、イソシアネートを含

む塗装剤によるばく露報告が多い（表 3）。国外の報告では作業環境中のばく露量が定量的

に示されているが、国内の報告はあくまで症例報告であり、ばく露量のデータは示されて

いない。長期ばく露に関する報告では、ばく露量が低いためか、過敏性肺炎といった明ら

かな症状は出ておらず、あくまで作業環境中のばく露量を測定した報告となっている。ま

た、自動車修理工場でのばく露モデルの開発も試みられている（Woskie et al 2008）。 

短期ばく露と同様、全てが労働基準法施行規則別表第一の二第四号の告示にすでに規定

されているイソシアネートについての報告であり、HMDI についての報告はない。 
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表 3 長期ばく露による症例報告 
対象物質 ばく露量 測定対象 症状 参考文献 

HDI 尿中 had 

NDa～65.9 µg/L 

自動車修理工場

の塗装工（スプ

レー塗装作業に

よりばく露） 

なし Gaines et al 

2010 

MDI ND 鉱山作業者（ポ

リウレタンフォ

ーム塗布作業に

よりばく露） 

なし Fent and Dowell 

2010 

Total 

isocyanates 

HDI,pHDIb,IPDI, 

pHDIc 

Total 

isocyanates 

1.9 

ng/cm2(GSDd) 

自動車店の塗装

工、技術者の皮

膚（スプレー塗

装作業によりば

く露） 

なし Bello et al 2008 

MDI アンケートによ

る MDI ばく露と

疾病の相関 

木材加工工場

（接着剤により

ばく露） 

呼吸困難、休息

時咳嗽、胸部絞

扼感 

Wang and 

Petsonk 2004 

Total 

isocyanates 

Primer 

Sealer 

Clear court 

Total 

isocyanates 

66.5 µg NCO/m3 

134.4 µg NCO/m3 

358.5 µg NCO/m3 

塗布時の空気中

濃度（塗装の下

塗り剤によりば

く露） 

なし Sparer et al 

2004 

TPA  

RPA  

TIA  

RIA  

159.0 mg/m3 

19.1 mg/m3 

15.8 mg/m3 

1.9 mg/m3 

航空機整備場で

の作業環境（ポ

リウレタンエナ

メル塗装剤によ

りばく露） 

ぜん息症状 Glindmeyer et 

al 2004 

MDI データなし 51 歳男性（ポリ

ウレタン樹脂を

用いる塗装作業

によりばく露） 

過敏性肺炎 吉村ら 1998 

TDI、HDI、MDI データなし 69 歳男性 過敏性肺臓炎 阿部ら 1997 

TDI、MDI、HDI データなし 64 歳男性（自動

車塗装作業によ

りばく露） 

過敏性肺臓炎 鈴木ら 1992 

TDI データなし 46 歳男性（塗装

作業によりばく

露） 

過敏性肺臓炎 野沢ら 1989 

MDI データなし 65 歳男性（自動

車塗装作業によ

りばく露） 

過敏性肺臓炎 細野ら 1989 

a not detected 
b poly HDI 
c poly IPDI 
d geometric standard deviation 
d, e total and respirable paint aerosol 
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f, g total and respirable aerosols 

３．疾病の発症機序 

（１）健康障害を引き起こす濃度 

HMDI に特化した研究例としては、動物実験で健康障害を引き起こす濃度の検討がされて

いる（Stadler and Karol 1984）。これによると、モルモットでは 3 µg/l 以上または 2 hr/day

（3 日連続）での吸入ばく露により、皮膚での過敏症が観察された。1.25 µg/l での吸入ば

く露では接触過敏症は観察されなかった。BALB/cBy マウスでは、17 µg/l 以上での吸入ば

く露により、接触過敏症が観察された。7 µg/l 以下では感受性は観察されなかった。 

 

（２）発症機序 

イソシアネートによる業務上疾病の発症機序については、臨床研究の結果から、免疫系

が関与していると考えられている。イェール大学による車体修理・塗装工場の調査（SPRAY1）

では、HDI にばく露する自動車修理工 75 人の調査結果が報告されている。HDI にばく露し

た労働者のうち、リンパ球急増が 30%に、特異的 IgG の産生が 34%にみられたが、リンパ球

急増と特異的 IgG の産生は関連しているわけではなかった。また、特異的 IgE が 2 人の労

働者にみられた（Redlich et al 2001）。この結果からは、HDI による特異的な免疫応答の

存在が示唆されている。また、ヒトの研究では、血中のアルブミンとイソシアネートが複

合体を形成し、これが単球に取り込まれることでその後の免疫応答につながるということ

が示されている（Wisnewski et al 2008, Ye et al 2006）。そのコントロールには T 細胞

が関与しているということも報告されている（Wisnewski et al 2003）。 

モデル動物としてはマウスが一般的であり、吸入または経皮でばく露することでヒトの

疾患を反映する気道過敏性と炎症を再現することができている（Johnson et al 2004）。こ

れまでの研究から、インターロイキン、CD4、CD8 など自然免疫応答における様々な因子が

関与していることがわかっている（Johnson et al 2007, Johnson et al 2005, Matheson et 

al 2005a, Matheson et al 2005b, Matheson et al 2001）。 

 

４．学会等の動向、勧告等 

（１）国外機関（ILO, WHO (IARC), OECD, NIOSH, CDC, EU など） 

呼吸器への職業性ばく露は衛生管理の改善と低揮発性イソシアネートの使用によって減

少してきているが、皮膚ばく露は増え続けている（Bello et al 2007）。 

また、イソシアネートの測定法は多数あるため、研究間での結果を揃えるためには総イ

ソシアネート量で測定するのがよいのではないか(µg NCO/m3)といった提案もなされている

（Bello et al 2004）。 

 

 

                                                   
1 Survey of Painters and Repairers of Auto bodies by Yale (SPRAY) 
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（２）日本産業衛生学会 

日本産業衛生学会ではイソシアネートの許容濃度を表 4 のとおり定めているが、HMDI に

ついては定められていない（日本産業衛生学会 2010）。GHS 分類結果は表 5のとおりである

（NITE 2006）。 

 

表 4 日本産業衛生学会によるイソシアネートの許容濃度 
対象物質 許容濃度 OEL2 (ppm) 許容濃度 OEL (mg/m3) 

HDI 0.005 0.034 
TDI 0.005 0.035 

 

表 5 GHS 分類結果（健康に対する有害性） 
危険・有害性項目 分類結果 

1 

急
性
毒
性 

経口 － 
経皮 － 
吸入：ガス － 
吸入：蒸気 区分 1 
吸入：粉じん、ミス
ト 

区分 1 

2 皮膚腐食性／刺激性 区分 1 

3 
眼に対する重篤な損傷性
／眼刺激性 

区分 1 

4 
呼吸器感作性又は 
皮膚感作性 

× 
区分 1 

5 生殖細胞変異原性 × 
6 発がん性 × 
7 生殖毒性 × 

8 
標的臓器／全身毒性 
（単回ばく露） 

区分 1（神経系、呼吸
器） 

9 
標的臓器／全身毒性 
（反復ばく露） 

× 

10 吸引性呼吸器有害性 × 

  （×：分類できない、－：分類対象外または区分外） 
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２ 硫黄酸化物のうち、三酸化硫黄による疾病 

１．物質の物理化学的性質と用途 

（１）物理化学的性質 

三酸化硫黄は SO3の分子式で表わされる硫黄の三酸化物である。液体、固体、気体の状態

で存在できるが、空気に触れると空気中の水分により発熱、発煙しながら容易に硫酸とな

る。三酸化硫黄の物理化学的性質を表 6に示す。 

 

表 6 三酸化硫黄の物理化学的性質 
分子量：80.06 比重：1.92 g/cm3 融点：16.9℃ 沸点：45℃ 

CAS No.：7446-11-9 溶解性：水に易溶 

 

（２）主な用途 

三酸化硫黄は、硫酸を製造する際に使用される他、スルホン化剤として合成されている。

三酸化硫黄の生産量は、経済産業省の実態調査結果では、製造・輸入量は年間 105～106 t

未満と報告されている（経済産業省 2009）。 

硫酸等工業製品以外では、大気汚染物質として認識されている。おもに石炭の燃焼によ

り生成し、環境中に放出されるため、その除去方法等も検討されている（Cao et al 2010、

Srivastava et al 2004、Bayless et al 2000）。 

 
（３）ばく露され得る例 

三酸化硫黄は水に溶解すると硫酸となるため、その製造過程で発生する硫酸の蒸気にば

く露する可能性がある。また、大気中の二酸化硫黄が酸化されて三酸化硫黄となる経路も

あるが（Nojima and Yamaashi 2004）、これはさらに空気中の水分により硫酸となるため、

ばく露の形態としては硫酸と考えてよい。 

 
（４）事故や疾病の代表例 
 短期的ばく露では眼、皮膚、気道に対して腐食性を示すとされている（ICSC）。 
 
２．疫学 

（１）短期ばく露による症例報告 

CHRIP では、硫酸としての健康毒性は報告されているが、三酸化硫黄としての健康毒性は

報告されていない。 

 

（２）長期ばく露による症例報告 

三酸化硫黄はエアロゾルの長期的ばく露により、肺への障害や歯牙酸蝕の危険性があり、

ヒトで発がん性を示すとされているが（ICSC）、国内での長期的ばく露の報告は見当たらな
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かった。また、発がん性については IARC では三酸化硫黄はリストされていないが、硫酸と

してはリストされている。これによると、発がん性分類は 1 の「ヒトに対して発がん性を

示す」とされている（IARC 1992）。 

国外の報告では、ブラジルの金属加工工場で 655 名を調査した報告がある（Vianna et al 

2004）。この報告では、酸性ミスト・ガス（硫酸、塩酸、二酸化硫黄、三酸化硫黄）の長期

的慢性ばく露について、産業衛生士によるスコアリングと職名により構築したマトリクス

から半定量的ばく露量測定値を推定している。その結果、酸性ミスト・ガスへのばく露と

口腔粘膜の腫瘍性病変の発生には正の相関があった。化学工場近辺で働く労働者 12名への

聞き取り調査では、主観的な症状として胸膜炎性胸痛、胸部圧迫感、胸部不快感、眼刺激、

めまい、ふらつき、咳、鼻刺激を伴う口の酸味感などが三酸化硫黄へのばく露により生じ

たと報告されている（Stueven et al 1993）。 

 

３．疾病の発症機序 

 三酸化硫黄は水に溶解すると硫酸となるため、硫酸としての発症機序を理解する必要が

ある。硫酸が生体に傷害をもたらすメカニズムの一つとしては、細胞外、細胞内での pH変

化である。細胞の成長や分化のコントロールには pH は重要な要因であるが、硫酸に触れる

ことで pHのコントロールができなくなり、細胞は傷害を受ける。ヒトの気道上皮細胞を硫

酸エアロゾルへばく露させると、細胞内の pH も大きく下がったことが in vitro の研究で

確認されている（ATSDR 1998）。pHの低下により細胞障害が起こり、これに関連して起こる

染色体異常が細胞のがん細胞化を引き起こすという機序が想定されている（Swenberg and 

Beauchamp 1997）。 

 

４．学会等の動向、勧告等 

（１）国外機関（ILO, WHO(IARC), OECD, NIOSH, CDC, EU など） 

ACGIH では三酸化硫黄の許容濃度は定められていない。大気中の濃度に関する基準として

は硫酸のエアロゾルを対象にして、アメリカのアリゾナ州で 8 µg/m3、ノースカロライナ州

で 12 µg/m3、ロシアで 1 mg/ m3と定められている（Kikuchi 2001）。 

 

（２）日本産業衛生学会 

日本産業衛生学会では三酸化硫黄の許容濃度は定められていない（日本産業衛生学会

2010 年）。GHS 分類はなされていない（NITE 2006）。 



50 
 

５．参考文献 

・ATSDR (Agency for Toxic Substances and Disease Registry), U.S. Department of Health  

and Human Services, Public Health Service, Toxicological Profile for Sulfur Trioxide 

 and Sulfuric Acid, 2.4.2 Mechanisms of Toxicity, 1998: 83. 

・Bayless,D.J et al. An alternative to additional SO3 injection for fly ash 

 conditioning,J Air Waste Manag Assoc., 2000, 50(2): 169-74. 

・Cao, Y et al. Studies of the fate of sulfur trioxide in coal-fired utility boilers  

based on modified selected condensation methods, Environ Sci Technol., 2010, 44(9): 

 3429-34. 

・IARC Monographs on the evaluation of carcinogenic risks to humans, Occupational  

exposures to mists and vapours from strong inorganic acids; and other industrial  

chemicals, 1992, volume 54. 

・ICSC, Sulfur trioxide, International Programme on Chemical Society 

・経済産業省、平成２０年製造・輸入量実態調査集計結果【確報版】、平成 21年 12 月 

・Kikuchi, R.Environmental management of sulfur trioxide emission: impact of SO3 on  

human health, Environ Manage., 2001, 27(6): 837-44. 

・日本産業衛生学会、Recommendation of Occupational Exposure Limits, J Occup Health,  

2010; 52: 308–324 

・Nojima, K et al.Studies on photochemical reactions of air pollutants. XIV.  

Photooxidation of sulfur dioxide in air by various air pollutants, Chem Pharm  

Bull(Tokyo)., 2004, 52(3): 335-8. 

・Srivastava, R. K et al. Emissions of sulfur trioxide from coal-fired power plants,  

J Air Waste Manag Assoc., 2004, 54(6): 750-62. 

・Stueven, H. A et al. A hazardous material episode: sulfur trioxide, Vet Hum Toxicol., 

1993, 35(1): 37-8. 

・Vianna, M. I et al. Occupational exposures to acid mists and gases and ulcerative 

 lesions of the oral mucosa, Am J Ind Med, 2004, 45(3): 238-45. 

 



51 
 

３ 硫黄酸化物のうち、亜硫酸による疾病 

１．物質の物理化学的性質と用途 

（１）物理化学的性質 

亜硫酸は H2SO3の分子式で表わされる水と二酸化硫黄の化合物であるが、遊離酸は不安定

なため単離できず、水溶液中では H+ + HSO3
- の平衡状態で存在していると考えられている。 

 

（２）主な用途 

亜硫酸は亜硫酸塩の形で、化粧品製造においては還元剤として、食品や飲料製造では保

存剤及び抗酸化剤として使用されている。亜硫酸としては CHRIP への登録はないが、亜硫

酸塩としては登録されているため、おもな亜硫酸塩の年間製造・輸入量を表 7に示す。 

 

表 7 亜硫酸塩の製造・輸入量 
物質名 CAS 番号 分子式 製造・輸入量 出典 

亜硫酸二ナトリウム 7757-83-7 Na2O3S 104～105 t 未満 経済産業省実態調査 a 

亜硫酸水素ナトリウム 7631-90-5 HNaO3S 104～105 t 未満 経済産業省実態調査 a 

二亜硫酸二ナトリウム 7681-57-4 Na2O5S2 104～105 t 未満 経済産業省実態調査 a 

a 「化学物質の製造・輸入量に関する実態調査」（経済産業省 2009） 

※ 亜硫酸アンモニウム、亜硫酸カリウム等は製造・輸入量データが登録されていないため掲載

していない 
 
（３）ばく露され得る例 

亜硫酸は美容室で使われるパーマ液や、保存剤及び抗酸化剤として食品などから摂取す

る可能性がある。 
 

（４）事故や疾病の代表例 

事故や疾病の代表例としては、非鉄金属・鉱山精錬所において硫酸製造過程で発生した

亜硫酸ガスを吸入ばく露したことによる亜硫酸ガス中毒（富田 1996）が、亜硫酸塩による

ものとしては美容師の亜硫酸ナトリウム含有パーマ液に接触ばく露したことによるアレル

ギー性接触蕁麻疹（高田ら 1990）がある。 
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２．疫学 

（１）短期ばく露による症例報告 

亜硫酸については、国内での短期ばく露による症例報告が多くなされている。多くが孤

発の症例報告であるため、ばく露量データはない（表 8）。 

 

表 8 短期ばく露による症例報告 
対象物質 ばく露量 対象 症状 参考文献 

亜硫酸ナトリウム データなし 37 歳女性（抗真

菌剤塗布により

ばく露） 

接触皮膚炎 加賀谷ら 2007 

亜硫酸ナトリウム データなし 18 歳女性（ケト

コナゾールクリ

ーム塗布により

ばく露） 

接触皮膚炎 梅林ら 2001 

亜硫酸ナトリウム データなし 点眼液 接触皮膚炎（瞼） Nagayama et al 

1997 

亜硫酸ガス データなし 34 歳男性（非鉄

金属・鉱山精錬

所での硫酸の製

造過程で吸入ば

く露） 

亜硫酸ガス中毒 富田 1996 

亜硫酸ナトリウム データなし - 接触皮膚炎 池畑ら 1996 

亜硫酸塩 データなし 17 歳男性（悪性

リンパ腫治療過

程での亜硫酸塩

含有薬剤により

ばく露） 

亜硫酸塩過敏症 松田ら 1992 

亜硫酸ナトリウム データなし 20 歳女性（美容

師、パーマ液に

よりばく露） 

アレルギー性接

触蕁麻疹 

高田ら 1990 

 

（２）長期ばく露による症例報告 

国内または国外（GHS, ICSC3）でも長期ばく露に関する記載はなく、症例報告も見当たら

なかった。また、発がん性については、IARC では対象物質としてはリストされていない。 

 

                                                   
3 International Chemical Safety Cards 
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３．疾病の発症機序 

（１）病態 

亜硫酸は亜硫酸塩として、化粧品製造においては還元剤として使用されている。これが

経口、経皮などで体内に摂取されると、亜硫酸オキシダーゼによって硫酸塩に代謝される。

動物実験の結果では、モルモットでの亜硫酸エアロゾルの急性 LC50は>400 mg/m3であった。

高用量の場合は胃粘膜への障害が一般的な所見であった。しかし、化粧品では高用量で使

用されることはなく、健康に影響はないとされている（Nair and Elmore 2003）。 

 

（２）発症機序 

好酸球のペルオキシダーゼ（EPO4）が、喘息、アレルギー性炎症性障害、発がんに寄与す

る細胞毒性オキシダントの生成を触媒する。EPO が亜硫酸塩を酸化して最終的に硫酸アニオ

ンラジカルを生成し、タンパク質にラジカルが付加することで、好酸球による炎症性障害

により組織損傷が促進されることが報告されている（Ranguelova et al 2010）。 

 

４．学会等の動向、勧告等 

（１）国外機関（ILO, WHO(IARC), OECD, NIOSH, CDC, EU など） 

ACGIH では TWA が表 9の亜硫酸塩について定められているが、他の亜硫酸塩については定

められていない。 

 
表 9 亜硫酸塩の TWA 

物質名 CAS 番号 分子式 TWA 

Sodium bisulfite 7631-90-5 HNaO3S 5 mg/m3 

Sodium metabisulfite 7681-57-4 Na2O5S2 5 mg/m3 

 

（２）日本産業衛生学会 

日本産業衛生学会では亜硫酸、亜硫酸塩の許容濃度は定められていない。二酸化硫黄は

保留とされている（日本産業衛生学会 2010）。表 7 のおもな亜硫酸塩のうち亜硫酸水素ナ

トリウムについてのみ GHS 分類がなされていたため、その結果を表 10 に示す（NITE 2006）。 

 

 

 

                                                   
4 Eosinophil Peroxidase 
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表 10 GHS 分類結果（健康に対する有害性） 
危険・有害性項目 分類結果 

1 

急
性
毒
性 

経口 区分 4 
経皮 × 
吸入：ガス － 
吸入：蒸気 － 
吸入：粉じん、ミスト × 

2 皮膚腐食性／刺激性 × 
3 眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 × 

4 
呼吸器感作性又は 
皮膚感作性 

区分 1 
区分 1 

5 生殖細胞変異原性 － 
6 発がん性 － 
7 生殖毒性 － 
8 標的臓器／全身毒性（単回ばく露） 区分 3（気道刺激） 
9 標的臓器／全身毒性（反復ばく露） 区分１（呼吸器系） 
10 吸引性呼吸器有害性 × 

 （×：分類できない、－：分類対象外または区分外） 

５．参考文献 

・池畑恭子 ほか 抗真菌剤基剤中の亜硫酸ナトリウムによる接触皮膚炎の 2例、1996 年 4 

月、皮膚、38巻 2号：198-202 

・加賀谷早織 ほか 抗真菌剤基剤中の亜硫酸ナトリウムによる接触皮膚炎の 1例、2007 

年 4 月、西日本皮膚科、69 巻 2号：123-125 

・松田三千雄 ほか Sulfite(亜硫酸塩)過敏症 悪性リンパ腫に合併した 1例、1992 年 3 

月、日本皮膚科学会雑誌、102 巻 4号：497-503 

・Nagayama, H et al. 点眼液内の亜硫酸水素ナトリウムによる接触皮膚炎例, The Journal 

 of Dermatology, 1997, Oct., 24(10)：675-677 

・Nair, B et al. Final report on the safety assessment of sodium sulfite, potassium 

sulfite, ammonium sulfite, sodium bisulfite, ammonium bisulfite, sodium 

metabisulfite and potassium metabisulfite, Int J Toxicol., 2003, 22 Suppl, 2: 63-88. 

・日本産業衛生学会、Recommendation of Occupational Exposure Limits, J Occup Health,  

2010; 52: 308–324 

・Ranguelova, K et al. Protein Radical Formation Resulting from Eosinophil 

 Peroxidase-catalyzed Oxidation of Sulfite, J Biol Chem., 2010,  285(31): 24195-205. 

・高田一郎 ほか 亜硫酸ナトリウムによるアレルギー性接触蕁麻疹、1990 年 8 月)、皮膚、 

32 巻 Suppl.9：243 

・富田國男、亜硫酸 gas(SO2)中毒の 1例、1996 年 5月、鉱山医学研究会会誌、33号：24-27 

・梅林芳弘、ケトコナゾールクリームに含まれる亜硫酸ナトリウムによる接触皮膚炎、2001 

年 8 月、皮膚科の臨床、43 巻 8号：1024-1025 
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４ ベリリウム及びその化合物によるがん 

１．物質の物理化学的性質と用途 

（１）物理化学的性質 

ベリリウムは灰色（銀白色）の金属である。第 2 族元素の中で最も硬いものの、粉砕に

よって粉末にできるような脆さを示す。また、高温で展延性が増す。空気中では表面に酸

化被膜が生成され安定に存在できる。酸にもアルカリにも溶解性を示す。 

産業上有用な誘導体としては、銅に 0.5～3％のベリリウムを加えた合金であるベリリウ

ム銅がある。他に、酸化ベリリウム、フッ化ベリリウム、過酸化ベリリウム、硫酸ベリリ

ウム、硝酸ベリリウム、炭酸ベリリウム、塩化ベリリウム、水酸化ベリリウムなどがある。 

ベリリウムの物理化学的性質を表 11 に示す。 

 
表 11 ベリリウム及びその化合物の物理化学的性質 

物質名 CAS No. 分子量 比重 融点 沸点 溶解性 

ベリリウム 7440-41-7 9.0 1.85 g/cm3 1,287℃ 2,500℃  

フッ化ベリ

リウム 

7787-49-7 47.0 1.99 g/cm3 555℃ 1,036℃ 水に溶けやすい 

アルコールにはや

や溶けにくい 

過酸化ベリ

リウム 

13327-32-7 43.0 1.92 g/cm3 NA NA 水及び希アルカリ

に非常に溶けやす

い 

酸化ベリリ

ウム 

1304-56-9 25.0 3.01 g/cm3 2,530℃ NA 水、酸や塩基に非常

に溶けにくい 

 
（２）主な用途 

ベリリウムは主に合金の硬化剤として利用され、その代表的なものにベリリウム銅合金

がある。熱的安定性および熱伝導率の高さ、金属としては比較的低い密度などの物性を利

用して、航空機やミサイル、宇宙船、通信衛星などの軍事産業や航空宇宙産業において構

造部材として用いられる。また、ベリリウムは低密度かつ原子量が小さいため、X 線やその

他電離放射線に対して透過性を示す。その特性を利用して、X 線装置や粒子物理学の試験に

おける X 線透過窓として用いられる。ベリリウムは緑柱石などの鉱物から産出され、これ

らの鉱物はアクアマリンやエメラルドなどの宝石にも用いられる。 
ベリリウムの国内用途の多くがベリリウム銅合金と考えられている。2009 年のベリリウ

ムの国内市場規模は、36ｔ程度と考えられている(JOGMEC, 2010)。 
 
表 12 ベリリウムの輸出入（2009 年） 

ベリリウムの輸出入（2009 年） 

輸入 
（42 Be t） 

金属ベリリウム（11kg） 

水酸化ベリリウム（200t*） 
酸化ベリリウム（634kg） 
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ベリリウムの輸出入（2009 年） 

ベリリウムくず（1.4t） 
ベリリウム銅母合金（不詳） 
ベリリウム製品（573kg） 

輸出 
（6 Be t） 

金属ベリリウム（180kg） 
ベリリウム製品（6.3t） 

*水酸化ベリリウムの輸入量は推定値（純ベリリウム分は約 42t） 

出典：JOGMEC 鉱物資源マテリアルフロー2010 

 
表 13 ベリリウムの用途 

ベリリウムの主応用製品とリサイクル 

金属ベリリウム X 線窓（医療・計測・分析） 

原子炉：中性子減速材､制御棒他 
航空・宇宙・軍需等の構造部品 
音響スピーカー（高音域） 

ベリリウム銅合金 電子機器：コネクタ､ソケット、スイッチ、リレー、マイクロモータ
ー他 
高速レーザースキャナー 
医療機器：ペースメーカー他 
防爆安全工具 
プラスチック､ガラス、金属金型 
海底光ケーブル中継器構造材 

ベリリウムアルミ
ニウム合金 

航空・宇宙（衛星）部品 

酸化ベリリウム 放熱板（Cu-W 等）添加剤 
電子レンジ、極超短波通信機器 
高密度電子回路基板 

出典：JOGMEC 鉱物資源マテリアルフロー2010 

 

（３）ばく露され得る例 

ベリリウムばく露は、主に大気中の粒子を吸入することによって起こり、その疾患とし

ては、鼻咽頭炎・気管支炎・劇症といった化学物質誘発性の肺炎を生じさせる急性ベリリ

ウム疾患と、数週間から 20 年以上の潜伏期を有し、長期間にわたり進行して重篤化する慢

性ベリリウム疾患（Chronic Beryllium Disease; CBD）がある。業務起因性のベリリウム

ばく露は、主としてベリリウム鉱石類・金属ベリリウム・ベリリウム含有合金類・ベリリ

ウム酸化物の処理工程において発生する(WHO, 1990)。 

ベリリウム工業において適切な管理が実施されていれば、一般集団がばく露され得る例

は、化石燃料の燃焼に起因する低レベルの大気中ベリリウムの吸入に限られる。この場合

においては、ヒトへの健康影響が少ないと考えられるが、ベリリウム含有量が異常に高い

石炭が燃焼されるといった例外的な事例が発生した場合については、ヒトへの健康影響が

生じる可能性がある(WHO, 1990)。 
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（４）疾病の代表例 

ベリリウムの職業性ばく露で影響が大きいのが、ベリリウム感作（Beryllium 

Sensitization; BS）及び慢性ベリリウム疾患である。これらの疾病は一部の集団でのみ発

症するものの、その具体的な機序はまだ解明されていない(NIOSH, 2011)。 

また、ベリリウムばく露が原因とされるがんとして、肺がんが古くから報告されている。 

 

２．疫学 

（１）短期ばく露による研究報告 

ベリリウムの急性疾患は過去に報告されたことがあるものの、近年ではほとんど報告さ

れていない。ベリリウムの急性中毒は、肺炎や気管支炎の速やかな発症が特徴である。こ

れらは、ベリリウム金属精製の際に用いられる可溶性のベリリウム塩にばく露することで

発症する。ベリリウムの急性疾患は一般的に、ベリリウムを取り扱う仕事を中止すること

で数ヶ月以内に症状が治まるが、一部の重篤な患者については慢性化することもある 

(NIOSH, 2011)。 

ベリリウムの短期ばく露によるがんの発症についての報告はない。 

 

（２）長期ばく露による研究報告 

空気中ベリリウムにばく露した労働者に関する多くの疫学研究から、ベリリウムが気道

腫瘍の原因となることが示唆されている。IARC は、動物実験及び疫学調査によってベリリ

ウムばく露とがん死亡との間に関連性が示されていることから、1993 年にベリリウムをヒ

トにおける発がん性物質として Group1 に分類した。その後、2011 年に IARC の評価が再度

発表されたが、ベリリウム及びその化合物は引き続き Group1 に分類されている(IARC, 

2011)。 

IARC で評価対象となった疫学調査の多くは、ベリリウム処理施設を対象とした後ろ向き

コホート研究である。米国ペンシルベニア州及びオハイオ州の 7 つのベリリウム処理施設

における研究においては、喫煙等の交絡因子の調整後で、ベリリウムの発がんリスクが示

されている。ただし、これらを否定する研究報告もある。ベリリウムの長期ばく露とがん

発症の関連性についての研究を表 14 に示す。 
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表 14 ベリリウムの長期ばく露とがん発症の関連性に関する研究報告 
研究方法 対象 症例・発がんリスク 参考文献 

コホート研究 1970 年後半にベ
リリウム症例登
録（BCR）された
689 名 

肺がんの SMR は 2.00（95% C I 
= 1.33-2.89）（喫煙因子の補
正後も結果は変わらず）。そ
の他、全ての原因を含めた死
亡率も有意に上昇しており、
SMR は 2.19（原因は主にじん
肺症（ベリリウム疾患）の非
常 に 高い 死 亡率 （ SMR = 
34.23; 158 死亡例）。 

Steenland & Ward, 
1991 

後ろ向きコホート
研究 

米国ペンシルベ
ニア州及びオハ
イオ州の 7つのベ
リリウム処理施
設の男性労働者
9,225 名（1940 年
－1969 年） 

全コホートにおける肺がん
の SMR は 1.26（95％ CI = 
1.12-1.42）。 

Ward, Okun, 
Ruder, Fingerhut, 
& Steenland, 1992 

コホート研究 1987 年以降の二
つの研究の対象
者(Steenland and 
Ward 1991) 、
(Ward, Okun, 
Ruder 1992) 

肺がんの死亡件数の増加は
ベリリウムばく露が原因で
はなく、喫煙である可能性が
高い。 

MacMahon, 1994 

ケースコントロー
ル研究（過去のコ
ホート対象をさら
に追跡） 

米国のベリリウ
ム処理工場労働
者を 1992 年まで
追跡（1940 年開
始）。症例 142 名、
対照 710 名。 

ベリリウムによる発がんリ
スク増加が推定される。喫煙
の影響についても検討され
たが、交絡因子として認めら
れなかった。 

Sanderson, Ward, 
Steenland, & 
Petersen, 2001 

過去のコホートの
再分析 

米国 1992 年の研
究で使用された
9,225 名 

ベリリウムばく露が呼吸器
系のがんの発症リスクを高
めているとは言いがたい。 

Levy, Roth, 
Hwang, & Powers, 
2002 

肺がんによる死亡
と累積内部線量の
関係を見たコホー
ト内症例対照研究
（ベリリウムの影
響も確認してい
る） 

米国コロラド州
の Rocky Flats 
Plant の作業員
（1951 年－1989
年） 

ベリリウムによる発がんリ
スク増加は認められなかっ
た。（ただし、ベリリウムの
ばく露量は記載されていな
い） 

Brown et al., 2004 

過去のケースコン
トロールの再分析 

米国 1992 年の研
究で使用された
データから症例
142 名と対照 710
名。 

ベリリウムばく露が呼吸器
系のがんの発症リスクを高
めているとは言いがたい。 

Levy, Roth, & 
Deubner, 2007 

過去のケースコン
トロールの再分析 

米国 1992 年の研
究で使用された
データから症例
142 名とケースに
年齢を対応させ
た対照（1 症例あ
たり 5名） 

出生コホートを併せて、ベリ
リウムばく露量と肺がんリ
スクの関係について、再分析
した結果、出生因子を補正す
ると、ベリリウムの平均ばく
露量と肺がんリスクに有意
な相関があった。 

Schubauer-Beriga
n, Deddens, 
Steenland, 
Sanderson, & 
Petersen, 2008 
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研究方法 対象 症例・発がんリスク 参考文献 

過去のコホート研
究の再分析(Cox 比
例ハザード単－多
変量モデル) 
 

米国 1992 年の研
究で対象となっ
た 9,225 名 

交絡とSMRパターンを評価し
た結果、肺がんの増加はベリ
リウム起因というよりも、喫
煙の交絡によるものが大き
かった。 

Levy, Roth, & 
Deubner, 2009 

コホート研究 米国オハイオ州
とペンジルベニ
ア州の 7つのベリ
リウム処理施設
の 男 性 労 働 者
（ 1940 年 か ら
2005 年 追 跡 ）
9,119 名 

肺がんと慢性閉塞性肺疾患、
神経系のがん、尿道がんは、
ベリリウムばく露によって
発症リスクが高まった。 
肺がん(SMR 1.17; 95% CI 
1.08 － 1.28） 
慢性閉塞性肺疾患(SMR 1.23; 
95% CI 1.13 － 1.32) 

Mary K 
Schubauer-Beriga
n et al., 2011 

コホート研究 米国オハイオ州
とペンジルベニ
ア州の 7つのベリ
リウム処理施設
の 男 性 労 働 者
5,436 名（1970 年
以前） 

平均、最大、累積のベリリウ
ムばく露量と肺がんの発症
に関連性有り。 
リスク値として、一日平均ば
く露量 0.033 μg/m3 が計算
された。 

Mary K 
Schubauer-Beriga
n, Deddens, 
Couch, & 
Petersen, 2011 

 

３．疾病の発症機序 

（１）動物における発がん性 

ベリリウム、ベリリウム及びその合金、また、その他さまざまなベリリウム化合物は、

実験動物において肺の悪性腫瘍や骨肉腫を引き起こすことが示されている(Kuschner, 

1981)。動物実験においてベリリウム化合物の発がん性を検討した研究を表 15 に示す。 

 

表 15 ベリリウム化合物の発がん性を検討した動物実験 
対象物質 実験動物 ばく露条件 結果 参考文献 

ベルトラン
ダイト、ベ
リリウム鉱
石 

ハムスター 0.21 mg Be/m3

（ベルトラン
ダイト）、0.62 
mg Be/m3（ベリ
リウム鉱石）、
23 ヶ月（6h/日、
5 日/週）（吸入） 

がん発症せず Wagner, Groth, 
Holtz, Madden, & 
Stokinger, 1969 

ラ ッ ト
(Charles 
River CD)、
雄 

0.62 mg Be/m3のベリリ
ウム鉱石をばく露した
個体（18/19）について、
気管支肺胞細胞腫瘍、
腺腫、腺がん、類上皮
腫のいずれかが発症し
た 

金属ベリリ
ウム 

ラ ッ ト
(F344)、雌雄 

410 – 980 mg 
Be/m3 (8 – 48 
分間)（1回の吸
入） 

ばく露の 14 ヵ月後、
64%に肺腫瘍が発症（ば
く露量や性差による報
告なし） 

Nickell-Brady, 
Hahn, Finch, & 
Belinsky, 1994 

硫酸ベリリ
ウム四水和
物 

ラ ッ ト
(Wistar & 
Sherman)、雌
雄 

35.8 µg /m3180
日間（5.5 日/
週）（吸入） 

対照群と比較して、肺
がんの発症率が高かっ
た 

Schepers, Durkan, 
Delahant, & 
Creedon, 1957 

硫酸ベリリ
ウム四水和
物 

ラ ッ ト (SD 
CD rats)、雌
雄 

34.25 µg /m3 72
週間（7h/日、5
日/週）（吸入） 

ばく露後 9 ヶ月で腫瘍
が発生し、13ヶ月後に
は全てのラットで肺腫

Reeves, Deitch, & 
Vorwald, 1967 
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対象物質 実験動物 ばく露条件 結果 参考文献 

瘍（肺胞性腺がん） 
酸化ベリリ
ウム 

ラット 0.006 ま た は
0.0545 mg Be/m3 

9ヶ月の潜伏期間の後、
細気管支の原発性肺が
んが発症 

A. Vorwald & 
Reeves, 1959 

 

（２）発症機序 

ベリリウムによるがん発症の機序に着目した研究は少なく、その発症機序はまだ十分に

解明されていない。突然変異や染色体異常の試験では、ベリリウム化合物について矛盾す

る結果が示されている。細菌による突然変異原性試験では大部分が陰性を示すものの、哺

乳類試験系(in vitro)では突然変異、染色体異常、細胞形質転換のエビデンスが示されて

いる。また、ベリリウムの化学形態の違いにより、変異原性や発がん性の違いあることが

示唆されている。その他、ベリリウムが DNA 合成の複製の忠実度を減少させることも示さ

れている (Gordon & Bowser, 2003; Kuschner, 1981)。 

 

４．学会等の動向、勧告等 

（１）国外機関（ILO, WHO (IARC), OECD, NIOSH, CDC, EU など） 

ACGIH(2009)ではベリリウムの TLV-TWA を 0.00005 mg/m3と定めている。これは、ベリリ

ウムの感作作用及び慢性ベリリウム疾患を考慮した値である。以前は、発がん性のみが考

慮されており、現在の基準値よりも値が大きかった（TLV-TWA 0.002 mg/m3、TLV-STEL 0.01 

mg/m3、1997 年）。 

 

表 16 ベリリウムの基準値 
国際機関 基準 値 備考 

ACGIH TLV-TWA 0.00005 mg/m3  
ベリリウムとして 吸入粒子
状物質 

皮膚感作性 
A1 ヒトに対して発がん性がある 

NIOSH REL 0.0005 mg/m3  
OSHA PEL TWA 0.002 mg/m3 

0.005 mg/m3(30 minutes), 
with a maximum peak of 0.025 
mg/m3 

 

 
（２）日本産業衛生学会 

日本産業衛生学会ではベリリウムの許容濃度を表 17 のとおり定めており、発がん性物質

として Group2A（ヒトに対しておそらく発がん性がある）に分類している(日本産業衛生学

会, 2010)。ベリリウム及びベリリウム化合物 4 種の GHS 分類結果は表 18 のとおりである

(NITE, 2006)。 
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表 17 日本産業衛生学会によるベリリウムの許容濃度 

対象物質 
許容濃度 
OEL (ppm) 

許容濃度 
OEL (mg/m3) 

発がん性 
感作 採用 

年度 気道 気道 

ベリリウム及び化合物 ― 0.002 2A 1 1 ‘63 

 
表 18 GHS 分類結果（健康に対する有害性） 

危険・有害性項目 

分類結果 

ベリリウ
ム 

酸化ベリ
リウム 

フッ化ベ
リリウム 

硫酸ベリ
リウム・
四水和物 

水酸化ベ
リリウム 

1 

急
性
毒
性 

経口 × × 区分 3 区分 3 × 
経皮 × × × × × 
吸入：ガス － － － － － 
吸入：蒸気 × × × × × 
吸入：粉じん、ミ
スト 

× × × 区分 1 × 

2 皮膚腐食性／刺激性 × 区分 2 区分 2 × × 

3 
眼に対する重篤な損
傷性／眼刺激性 

× 区分 2A 区分 2A × × 

4 
呼吸器感作性又は 
皮膚感作性 

呼吸器：
区分 1 
皮膚：区
分 1 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：× 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：区分 1 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：区分 1 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：× 

5 生殖細胞変異原性 × × × － × 
6 発がん性 区分 1A 区分 1A 区分 1A 区分 1A 区分 1A 
7 生殖毒性 × 区分 2 × 区分 2 × 

8 
標的臓器／全身毒性 
（単回ばく露） 

区分 1 
(呼吸器) 

区分 1 
(呼吸器) 

区分 3 
(気道刺
激性) 

区分 1 
(呼吸器) 

× 

9 
標的臓器／全身毒性 
（反復ばく露） 

区分 1 
(呼吸器) 

区分 1 
(呼吸器、
血液系) 

区分 1 
(呼吸器、
腎臓、副
腎、肝臓) 

区分 1 
(呼吸器、
腎臓、血
液系) 

区分 1 
(呼吸器) 

10 吸引性呼吸器有害性 × 区分 2 区分 2 × × 

 （×：分類できない、－：分類対象外または区分外） 
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５ カドミウム及びその化合物によるがん 

１．物質の物理化学的性質と用途 

（１）物理化学的性質 

カドミウムは銀白色で青みがかった光沢があり、無臭で固体の金属である。自然界に存

在するカドミウム化合物については、ほぼ全てが二価酸化状態である。カドミウムの酸化

は湿潤空気中でゆっくりと起こるが、加熱した場合は酸化カドミウムヒュームになる。誘

導体には、水酸化カドミウム、酸化カドミウム、硫化カドミウム、セレン化カドミウム、

塩化カドミウム、硝酸カドミウムなどがある。カドミウムの物理化学的性質を表 19 に示す。 

 

表 19 カドミウムの物理化学的性質 
分子量：112.4 比重：8.65 g/cm3 融点：321℃ 沸点：765℃ 

CAS No.：7440-43-9 溶解性：水に溶けない 

 
（２）主な用途 

カドミウムは亜鉛鉱に含まれる重金属で、亜鉛の製錬過程において副産物として生産さ

れる。カドミウムの主な用途としては顔料、電池、合金（原子炉制御剤・ベアリングなど）、

メッキ、蛍光体、電子工業などである。特にニッケル・カドミウム電池は、大出力放電・

過充放電に強く、また鉛蓄電池に比べ小型・軽量であるため需要が高かったが、環境上の

問題からニッケル水素電池やリチウムイオン電池への代替が進みつつある。 
2009 年度のカドミウムの国内供給量は 2,863ｔとなっているが、その半数にあたる 1,405

ｔが輸出されており、残りの大部分は電池の生産に使用されている(JOGMEC, 2010)。 

 
表 20 カドミウムの用途と国内使用量（単位：t） 

 2004 2005 2006 2007 2008 2009 構成比 

期初在庫 458.8  177.3  451.4  575  320  350   

生産 2,160.0  2,248.0  2,430.1  2,091  2,249  2,128   

輸入 2,626.1  3,072.0  1,743.6  1,445  1,725  385   

供給計 5,244.9  5,497.3  4,625.1  4,121  4,294  2,863   

内需（見掛値） 4,815.9  4,665.1  3,102.7  2,954  3,325  1,099   

内需（報告値） 2,441.5  1,934.1  2,046.9  2,016  1,997  1,265  100  

電池 2,363.1  1,848.8  1,970.3  1,907.2  1,917  1,238  97.9  

顔料 4.0  2.0  0.0  40.0  50.5  10  0.8  

合金 35.8  18.9  12.6  10.7  13.4  5.3  0.4  

めっき 0.7  0.6  0.6  0.5  0.6  0.3  0.024  

その他 37.9  43.8  63.4  87.9  15.5  11.4  0.9  

輸出 251.7  380.8  947.9  847  619  1,405   

期末在庫 177.3  451.4  574.5  320  350  359.1   
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（３）ばく露され得る例 

カドミウムの職業ばく露は、合金製造工場や電池工場などの職場において、主に空気中

のカドミウム粉じんやカドミウムフュームの吸入によって引き起こされる(Huff, Lunn, 

Waalkes, Tomatis, & Infante, 2007)。これらのカドミウムばく露の結果、肺がんリスク

の増加を示す報告がいくつかなされている(T. S. Nawrot et al., 2010)。一方、職業以外

のばく露は様々な食べ物やタバコの煙が原因となる(Huff et al., 2007)。 

 
（４）疾病の代表例 

カドミウムは人体に有害な重金属であり、急性毒性として、経口ばく露による嘔吐、腹

痛、下痢、悪心や、吸入ばく露による間質性肺炎、肺水腫が報告されている。慢性毒性と

しては、腎臓、骨、呼吸器、生殖器、循環器、肝臓に障害が認められている。その中でも

腎毒性である尿細管機能障害が特徴的である。また、カルシウム代謝を阻害し、栄養上の

欠陥などの要因と複合して骨粗鬆症、骨軟化症を発症させる可能性が指摘されている。公

害として有名なイタイイタイ病は、腎障害と骨病変が存在し、慢性カドミウム中毒の進行

した段階と考えられている。 

上記の代表的な毒性の他、ヒトにおける疫学調査等から慢性カドミウムばく露による発

がんリスクが認められている。カドミウムによって誘導された可能性があるがんの組織で

は、肺・胃・腎臓・前立腺の報告がある(Pinot et al., 2000)。 

 

２．疫学 

（１）短期ばく露による研究報告 

短期的なカドミウムばく露によってがんが発症した報告は見当たらなかった。 

 

（２）長期ばく露による研究報告 

IARC は 1993 年、カドミウムばく露とがん死亡との間に関連性が示されていることから、

カドミウムをヒトにおける発がん性物質として Group1 に分類した。しかし、その後この結

果に反する疫学調査結果等も報告されている。2011 年に IARC の評価が再度発表されたが、

カドミウム及びその化合物は引き続き Group1 に分類されている。IARC では、カドミウム及

びその化合物が肺がんを引き起こすとされており、腎臓及び前立腺のがんとも関連がある

と報告されている。カドミウムのばく露とがん発症の関連性をみた研究や症例報告を表 21

に示す。以下の文献には、IARC(2011)では参照されていない、発がんリスクについて明ら

かでない文献も含まれている。 

 



66 
 

表 21 カドミウムばく露による発がん性に関する研究報告 
研究方法 対象 症例・発がんリスク 参考文献 

TRI データと SEER
データの関連性を
調べた疫学調査 

大気及び水に放出
された工業用化学
物質にばく露した
と想定される地域
住民 

カドミウムの放出があった
施設数が少なく、肺がん発
症との関連性は見いだせな
かった。 

Luo, Hendryx, & 
Ducatman, 2011 

標 準 化 死 亡 率
(SMR)を調べたコ
ホート 

1 年または多年働
いた鉛製錬工ある
いは電池工場の男
性労働者 7032 人 

悪性腫瘍による標準化死亡
率が、鉛製錬工・電池工場
労働者ともに上昇してい
た。 

Khlifi & 
Hamza-Chaffai, 
2010 

肺がんと重金属の
因果関係を調査す
るための症例対照
研究 

モントリオールで
1979-1986 年にが
んと診断された男
性と、1996-2001
年に肺がんと診断
された男女 合わ
せて症例群 1598 
（対照群 1965） 

非喫煙者において、カドミ
ウムのばく露による肺がん
のオッズ比の増加が見られ
た。（オッズ比 4.7（95％信
頼区間 1.5-14.3）） 

Beveridge, 
Pintos, Parent, 
Asselin, & 
Siemiatycki, 2010 

肺がん死亡率とカ
ドミウムばく露量
との関連について
のポワソン回帰解
析による調査 

すず製錬所の男性
従業員 

肺がんの死亡率と累計ばく
露との間に有意な関連は見
られなかった。 

Jones et al., 2007 

ベルギーでの症例
対照研究 

172 例の膀胱がん
症例と 359 人の対
照 

カドミウムのばく露が増加
すると膀胱がんのリスクも
増える。 

Kellen, Zeegers, 
Hond, & Buntinx, 
2007 

尿中及び土壌中カ
ドミウムとがんハ
ザード比の関連を
コックス回帰で分
析 

3 箇所の亜鉛製錬
所近辺の住民 994
名（ランダム化） 

肺がんのハザード比は、24
時間尿中カドミウム濃度が
倍 に な る こ と で 1.70 
(1·13–2·57, p=0·011)、高
ばく露地域と低ばく露地域
の比較で 4·17 (1·21–14·4, 
p=0·024)、土壌中カドミウ
ム濃度が倍になることで
1·57 (1·11–2·24, p=0·012) 
であった。 

T. Nawrot et al., 
2006 

何らかの物質の職
業ばく露と従業員
の死亡率の関連に
ついての調査 

イ ギ リ ス の
Capper Pass and 
Sons Limited 社
（すず製錬複合会
社）で少なくとも
12 か月勤務した
1462 人の男性 

肺がんによる死亡率は有意
に高かった。 

Binks et al., 2005 

肺がん死亡率と水
酸化カドミウムの
累積ばく露の関連
についての調査 

イギリスのニッケ
ル-カドミウム電
池工場に少なくと
も 12 か月は勤務
した 926 人の男性 

カドミウム化合物がヒトの
肺がん発がん性物質である
という仮説を支持できなか
った。 

Sorahan & Esmen, 
2004 

職業ばく露とがん
の発生率の関連に
ついて標準化発生
率（SIR）で評価し

1979-1988 年の間
に the Finnish 
Register of 
Workers Exposed 

今回の研究ではコホートを
追う時間が短すぎたため、
がんのリスクを示すことが
できなかった。 

Kauppinen, 
Pukkala, Saalo, & 
Sasco, 2003 
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研究方法 対象 症例・発がんリスク 参考文献 

た調査 to Carcinogens に
報告された 4722
人のフィンランド
研究所労働者のコ
ホート 

職業用薬剤と脳-
神経系がんのリス
クについて、ポア
ソン回帰モデルを
用いて評価 

ブルーカラー職業
についていたフィ
ン ラ ン ド 女 性
413,877 人 

脳-神経系がんの標準化発
生率が 1.26（95％信頼区間 
0.72-2.22）であった。 

Wesseling et al., 
2002 

カドミウムばく露
による細胞遺伝学
的影響を調べた実
験系及び疫学研究
の研究デザインに
ついての体系的レ
ビュー 

記載なし どの研究も説得力があると
される十分な基準を満たし
ていなかった。カドミウム
化合物の細胞遺伝学的作用
の明確なメカニズムが不明
なため、各研究における最
適なエンドポイントが選択
できていない。 

Verougstraete, 
Lison, & Hotz, 
2002 

水酸化ニッケル・
酸化カドミウムば
く露とがんの標準
化発生率（SIR）・
標 準 化 死 亡 率
(SMR)についての
調査 

1940-1980 年で少
なくとも 1 年間、
スウェーデンの電
池工場に勤めてい
た 869 人の労働者 

肺がんに対する総リスクの
上昇は見られるものの、カ
ドミウムの累積ばく露と肺
がんのリスクの間には、ば
く露-反応相関関係は見ら
れなかった。鼻腔及び副鼻
腔がんのリスクは有意な上
昇が見られた。これはニッ
ケル・カドミウム単独/混合
のばく露による可能性があ
る。 

Järup, Bellander, 
Hogstedt, & Spång, 
1998 

カドミウム職業ば
く露と腎がんの関
連を示す症例報告 

長期間カドミウム
の職業ばく露を受
けている、59 歳の
腎臓類表皮がん女
性患者 

長期間無防御な状態でのカ
ドミウムの職業ばく露、腎
類表皮がんの希少性、カド
ミウムの腎毒性が確立され
ていることを踏まえ、この
患者の腎疾患はカドミウム
が原因だと判断している。 

Series et al., 
1998 

カドミウム化合物
の職業ばく露と肺
がん死亡率リスク
の関係についてポ
ワソン回帰を用い
た評価 

米国のカドミウム
回収施設における
男性の生産労働者
571 人 

肺がんリスクの有意な上昇
は、三酸化ヒ素存在下での
カドミウムばく露でのみ見
られた。 

Sorahan & 
Lancashire, 1997 

 
３．疾病の発症機序 

上述の通り、最近の疫学研究の報告ではカドミウムばく露とがん発症の関連性は一定で

はないものの、動物実験を用いた研究においてはカドミウムの発がん性が確認されている。 

カドミウムばく露によるがんの発症機序には複数のメカニズムが報告されている。①DNA

の修復が抑制されることや、抗酸化物質が減少して酸化ストレスがかかることにより DNA

の損傷が蓄積し、遺伝子の変異が起こって新生物の促進・増殖が起こり腫瘍形成につなが
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る、②細胞内シグナルの活性化や DNA メチル化の抑制によって発がん遺伝子（c-myc, c-fos, 

c-jun）の誘導が起こり、腫瘍形成につながる、③接着分子である E-カドヘリンの機能障害

を引き起こすことにより細胞接着の崩壊が起こり、腫瘍形成につながる、④様々な遺伝子

の発現を変化させ、細胞周期の変異や増殖を誘導することで腫瘍形成につながるなどのメ

カニズムが報告されている。しかし、どのメカニズムが最も重要なのかまでは明らかにな

っていない(Khlifi & Hamza-Chaffai, 2010; Waisberg, Joseph, Hale, & Beyersmann, 2003)。 

 

４．学会等の動向、勧告等 

（１）国外機関（ILO, WHO (IARC), OECD, NIOSH, CDC, EU など） 

表 22 及び表 23 に、国外機関によるカドミウム及びカドミウム化合物に対する評価を記

載する。（NITE, 2006 より抜粋） 

表 22 ACGIH – 作業環境許容濃度・発がん性評価 

評価物質名称 Cadmium and compounds, as Cd 

TWA 発がん性評価 
0.002mg/m3(R) A2: ヒトに対して発がん性が疑われる物質 

0.01mg/m3 A2: ヒトに対して発がん性が疑われる物質 

 
表 23 各機関による発がん性評価 
評価機関 評価内容 

IARC 評価物質名称 Cadmium and cadmium compounds (Vol. 58, 100C ; in 

prep) 

評価ランク 1：ヒトに対して発がん性を示す 

EPA 評価物質名称 Cadmium 

評価ランク（1986） B1 (Probable human carcinogen - based on limited 

evidence of carcinogenicity in humans and 

sufficient evidence of carcinogenicity in animals): 

限定されたヒト発がん性を示す証拠及び動物での十分

な証拠に基づき、おそらくヒト発がん性物質 

EU 評価物質名称 cadmium  

(non-pyrophoric, pyrophoric) 

評価ランク 2: ヒトに対して発がん性があるとみなされるべき物

質。一般に次の事項に基づいて、ある物質へのヒトの

ばく露ががんを発生させることになるかもしれないこ

とを強く推測させる十分な証拠がある：適切な長期の

動物実験、その他の関連情報 

NTP 評価物質名称 Cadmium and Cadmium Compounds 

評価ランク K: ヒト発がん性があることが知られている物質 
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（２）日本産業衛生学会 

日本産業衛生学会ではカドミウムの許容濃度を表 24 のとおり定めている(日本産業衛生

学会, 2010)。GHS 分類結果は表 25 のとおりである(NITE, 2006)。 

 

 

表 24 日本産業衛生学会によるカドミウムの許容濃度 
対象物質 許容濃度 OEL (ppm) 許容濃度 OEL (mg/m3) 

カドミウム及び
カドミウム化合
物（Cd として） 

－ 0.05 
（発がん性評価：１（人間に対して

発がん性のある物質）） 

 
表 25 GHS 分類結果（健康に対する有害性） 

危険・ 
有害性項目 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

急性毒性 皮
膚
腐
食
性
／
刺
激
性 

眼
に
対
す
る
重
篤
な 

損
傷
性
／
眼
刺
激
性 

呼
吸
器
感
作
性
又
は 

皮
膚
感
作
性 

生
殖
細
胞
変
異
原
性 

発
が
ん
性 

生
殖
毒
性 

標
的
臓
器
／
全
身
毒
性 

（
単
回
ば
く
露
） 

標
的
臓
器
／
全
身
毒
性 

（
反
復
ば
く
露
） 

吸
引
性
呼
吸
器
有
害
性 

経
口 

経
皮 

吸
入
：
ガ
ス 

吸
入
：
蒸
気 

吸
入
：
粉
じ
ん
、
ミ
ス

ト 

分
類
結
果 

カドミウ
ム 

区
分 4 

× － × 
区
分 1 

× × 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：× 

区分
2 

区分
1A 

区分
2 

区分 1 
(肺，呼
吸器) 

区分 1 
(腎臓，
肺，血
液，骨、
呼吸器) 

× 

炭酸カド
ミウム 

区
分 4 

× － × × × × 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：× 

× 
区分
1A 

× 
区分 1
（呼吸
器） 

× × 

シアン化
カドミウ
ム 

区
分 2 

× － × × × × 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：× 

× 
区分
1A-1
B 

区分
1B 

× 
区分 1 
(腎臓) 

× 

酢酸カド
ミウム 

区
分 4 

× － × × × 
区分
2A-2
B 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：× 

区分
2 

区分
1A-1
B 

区分
1B 

区分 2 
(呼吸器
系、腎
臓、肝
臓) 

区分 1 
(腎臓)、
区分

2(肝臓、
肺) 

× 

酸化カド
ミウム 

区
分 3 

× － × 
区
分 1 

区分
2 

区分
2 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：× 

区分
2 

区分
1A 

区分
2 

区分 1 
(呼吸

器、消化
器系) 

区分 1 
(呼吸
器、腎
臓、骨、
心血管
系) 

× 

硫化カド
ミウム 

－ × － × × × × 
呼吸器感
作性：× 
皮膚感作

区分
2 

区分
1A 

区分
2 

区分 1 
(呼吸

器、消化

区分 1 
(呼吸
器、腎

× 
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危険・ 
有害性項目 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

急性毒性 皮
膚
腐
食
性
／
刺
激
性 

眼
に
対
す
る
重
篤
な 

損
傷
性
／
眼
刺
激
性 

呼
吸
器
感
作
性
又
は 

皮
膚
感
作
性 

生
殖
細
胞
変
異
原
性 

発
が
ん
性 

生
殖
毒
性 

標
的
臓
器
／
全
身
毒
性 

（
単
回
ば
く
露
） 

標
的
臓
器
／
全
身
毒
性 

（
反
復
ば
く
露
） 

吸
引
性
呼
吸
器
有
害
性 

経
口 

経
皮 

吸
入
：
ガ
ス 

吸
入
：
蒸
気 

吸
入
：
粉
じ
ん
、
ミ
ス

ト 

性：× 器) 臓、骨) 

ステアリ
ン酸カド
ミウム 

区
分 4 

× － × 
区
分 2 

× 
区分
2B 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：× 

× 
区分
1A 

× × 

区分 1 
(腎臓)、
区分

2(血液) 

× 

ラウリン
酸カドミ
ウム 

区
分 5 

× － × × × × 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：× 

× 
区分
1A-1
B 

区分
1B 

× 
区分 1 
(腎臓) 

× 

臭化カド
ミウム 

区
分 4 

× － × × × × 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：× 

× 
区分
1A 

× 
区分 2 
(呼吸器
系) 

区分 1 
(腎臓) 

× 

塩化カド
ミ ウ ム
(5/2 水
塩) 

区
分 3 

× － × × × × 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：× 

区分
2 

区分
1A-1
B 

区分
1B 

× 
区分 1 
(腎臓) 

× 

硫酸カド
ミウム(8
水塩) 

× × － × × × × 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：× 

× 
区分
1A-1
B 

区分
1B 

× 
区分 1 
(腎臓) 

× 

硝酸カド
ミウム・
四水和物 

区
分 3 

× － × × 
区分
1A-1
C 

区分
1 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：× 

× 
区分
１Ａ 

× × × × 

塩化カド
ミウム 

区
分 3 

× － × × × × 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：－ 

区分
1B 

区分
1A 

区分
2 

区分 1
（呼吸
器、肝
臓、消化
器系） 

区分 1 
(呼吸

器、骨、
肝臓、腎
臓、心
臓) 

× 

硫酸カド
ミウム 

区
分 4 

× － × × 
区分
2 

区分
2 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：× 

区分
2 

区分
1A 

区分
2 

区分 1 
(呼吸

器、消化
器系) 

区分 1 
(呼吸
器、腎
臓、骨) 

× 

硝酸カド
ミウム 

区
分 3 

× － × × × × 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：× 

区分
2 

区分
1A 

区分
2 

区分 1 
(呼吸

器、消化
器系) 

区分 1 
(呼吸
器、腎
臓、骨) 

× 

硫セレン
化カドミ
ウム 

区
分 5 

× － × × × 
区分
2A-2
B 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：× 

× 
区分
1A-1
B 

区分
1B 

区分
3(気道
刺激性) 

区分
1(腎臓) 

× 
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危険・ 
有害性項目 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

急性毒性 皮
膚
腐
食
性
／
刺
激
性 

眼
に
対
す
る
重
篤
な 

損
傷
性
／
眼
刺
激
性 

呼
吸
器
感
作
性
又
は 

皮
膚
感
作
性 

生
殖
細
胞
変
異
原
性 

発
が
ん
性 

生
殖
毒
性 

標
的
臓
器
／
全
身
毒
性 

（
単
回
ば
く
露
） 

標
的
臓
器
／
全
身
毒
性 

（
反
復
ば
く
露
） 

吸
引
性
呼
吸
器
有
害
性 

経
口 

経
皮 

吸
入
：
ガ
ス 

吸
入
：
蒸
気 

吸
入
：
粉
じ
ん
、
ミ
ス

ト 

水酸化カ
ドミウム 

× × － × × × × 

呼吸器感
作性：× 
皮膚感作
性：× 

区分
2 

区分
1A 

区分
2 

区分 1 
(呼吸

器、消化
器系) 

区分 1 
(呼吸
器、腎
臓、骨) 

× 

（×：分類できない、－：分類対象外または区分外） 
 
５．参考文献 

・Beveridge, R et al. (2010). Lung Cancer Risk Associated With Occupational Exposure 

 to Nickel , Chromium VI , and Cadmium in Two Population-Based Case – Control Studies  

in Montreal. American Journal of Industrial Medicine, 53(5), 476-485. 

・Binks, K et al. (2005). Mortality experience of male workers at a UK tin smelter.  

Occupational medicine, 55(3), 215-226. 

・Huff, J et al. (2007). Cadmium-induced cancers in animals and in humans. 

International journal of occupational and environmental health, 13(2), 202-212. 

・JOGMEC. (2010). ４２ カドミウム （Cd）. 鉱物資源マテリアルフロー2010.  

Retrieved from http://mric.jogmec.go.jp/public/report/2011-07/Cd.pdf 

・Jones, S. R et al. (2007). Lung cancer mortality at a UK tin smelter. Occupational 

 medicine, 57(4), 238-245. 

・Järup, L et al. (1998). Mortality and cancer incidence in Swedish battery workers  

exposed to cadmium and nickel. Occupational and environmental medicine, 55(11),  

755-759. 

・Kauppinen, T et al. (2003). Exposure to Chemical Carcinogens and Risk of Cancer 

 Among Finnish Laboratory Workers. American Journal of Industrial Medicine, 44,  

343-350. 

・Kellen, E et al. Blood cadmium may be associated with bladder carcinogenesis: the  

Belgian case-control study on bladder cancer. Cancer detection and prevention, 31(1),  

77-82. 

・Khlifi, R et al. (2010). Head and neck cancer due to heavy metal exposure via tobacco  

smoking and professional exposure: a review. Toxicology and applied pharmacology,  

248(2), 71-88. Elsevier B.V. 

・Luo, J et al. (2011). Association between six environmental chemicals and lung cancer  



72 
 

incidence in the United States. Journal of environmental and public health,  

2011(463701), 1-9. doi:10.1155/2011/463701 

・NITE. (2006). GHS 分類結果 (関係省庁連絡会議 平成 18年度事業）.  

GHS 分類結果 (関係省庁連絡会議 平成 18 年度事業）.  

Retrieved from http://www.safe.nite.go.jp/ghs/list.html 

・Nawrot, T. S et al. (2010). Cadmium exposure in the population: from health risks  

to strategies of prevention. Biometals, 23(5), 769-782. 

・Nawrot, T et al. (2006). Environmental exposure to cadmium and risk of cancer: a  

prospective population-based study. The lancet oncology, 7(2), 119-26. 

・Pinot, F et al. (2000). Cadmium in the environment: sources, mechanisms of  

biotoxicity, and biomarkers. Reviews on Environmental Health, 15(3), 299–324.  

De Gruyter. 

・Series, C et al. (1998). Exposition professionnelle au cadmium et cancer du rein.  

A propos d’un cas [Occupational exposure to cadmium and renal cancer. Apropos of  

a case]. [Abstract]. La Revue de médecine interne / fondée ... par la Société nationale  

francaise de médecine interne, 19(2), 131-133. 

・Sorahan, T et al. (2004). Lung cancer mortality in UK nickel-cadmium battery workers, 

 1947-2000. Occupational and Environmental Medicine, 61(2), 108-116. 

・Sorahan, T et al. (1997). Lung cancer mortality in a cohort of workers employed  

at a cadmium recovery plant in the United States: an analysis with detailed job  

histories. Occupational and environmental medicine, 54(3), 194-201. 

・Verougstraete, V et al. (2002). A systematic review of cytogenetic studies conducted 

 in human populations exposed to cadmium compounds. Mutation research, 511(1), 15-43. 

・Waisberg, M et al. (2003). Molecular and cellular mechanisms of cadmium 

 carcinogenesis. Toxicology, 192(2-3), 95-117. 

・Wesseling, C et al. (2002). Cancer of the Brain and Nervous System and Occupational 

 Exposures in Finnish Women. Journal of Environmantal Medicine, 44(7), 663-668. 

・日本産業衛生学会. (2010). Recommendation of occupational exposure limits 

 (2010-2011). Journal of occupational health, 52, 308-324. 

 



73 
 

６ エリオン沸石によるがん 

１．物質の物理化学的性質と用途 

（１）物理化学的性質 

エリオン沸石（エリオナイト）は沸石（ゼオライト）の一種に分類されている。沸石は

粘土鉱物の一種であり、規則的な管状細孔と空洞を有する剛直な陰イオン性の骨格からな

るアルカリまたはアルカリ土類金属を含む含水アルミノケイ酸塩である。 
 中でもエリオン沸石は化学式（Na2, K2, Ca, Mg)4.5Al9Si27O72・27H2O で表される化

合物で、周囲に 4個の酸素原子を持つ Si 原子または Al 原子から成る四面体が陽イオン等

によって互いに結合され、規則正しい三次元構造をしている。エリオン沸石の物理化学的

性質を表 26 に示す。 

 
表 26 エリオン沸石の物理化学的性質 

分子量 2748.884-2991.396 a 
CAS No. 12510-42-8 

66733-21-9 

比重 2.08-2.16 g/cm3 
融点 920℃ 

繊維径 0.7-13 µm(平均 3 µm) 
                a 分子量は含まれる元素によって変動する 

（Na: 2846.42  K: 2991.396  Ca: 2819.863  Mg: 2748.884） 

 
（２）主な用途 

エリオン沸石を含む沸石全体の主な用途としては、それらが有するイオン交換能や吸着

作用から、水質改善剤、触媒、吸着材料などの多くに現在利用されている。 
米国では過去に路面仕上げ剤や一部地域では建材としてエリオン沸石が使用されてきた

が、現在ではほとんど利用されていない。日本においては、沸石自体は多く利用されてい

るが、エリオン沸石単体としての利用は明確ではない。しかし、その他の沸石の産生の際

に微量にエリオン沸石も産生されるという報告があるため、その他の沸石の利用の際にも

注意する必要があるものと考えられる(HHS, 2011)。 
また、エリオン沸石はアメリカやヨーロッパ、日本においても産生することはわかって

いるが、エリオン沸石についてのみの産生量は明らかにされていない(HHS, 2011)。沸石全

体では日本で 150,000 t、全世界で 2,750,000 t が産生されていると推定される(U.S. 

Geological Survey, 2011)。 
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２．疫学 

（１）ばく露され得る例 

職業的にはエリオン沸石の採掘中及び製造中に、非職業的にはエリオン沸石が産生され

る地域やエリオン沸石を用いた建築物周辺の外気を吸入することでばく露し、中皮腫や肺

がんを引き起こす。また、その他の沸石の採掘 製造中にもごく微量にばく露されることが

報告されている(HHS, 2011)。 

 
（２）疾病の代表例 

 エリオン沸石によるがんの代表例としては、トルコのカッパドキア地方における中皮腫

多発地帯が挙げられる。この地方では成分としてエリオン沸石を含む火山性凝灰岩を家屋

の建材として用いており、住民は日常的にエリオン沸石にばく露されてきた(Baris et al., 

1996)。 

 

（３）短期ばく露による症例報告 

ヒトにおける短期間のばく露における症例の報告はなされていない。しかし、24 時間以

内の短期ばく露においても細胞レベルでは毒性を示すことが報告されている(Bertino et 

al., 2007)。 

 

（４）長期ばく露による症例報告 

長期ばく露による症例報告（表 27）は、そのほとんどがトルコのカッパドキア地方の中

皮腫多発地帯に関連した報告である。この地方において、中皮腫の発生が多い村とそうで

ない村との間で調査を行ったところ、該当する村においては空気中のエリオン沸石繊維の

濃度が高いことが明らかとなっている。中でも Karain 村においては、1970 年から 1994 年

の 305 例の死亡例のうち 177 例（58%）ががんによるもので、そのうち 150 例（49.2%）が

悪性胸膜中皮腫によるものであったことが報告されている(Baris et al., 1996)。 

また、アメリカにおいても症例の報告がなされている。現在、アメリカの西部を中心に

エリオン沸石の産生が確認されており、過去にエリオン沸石を路面仕上げ剤として使用し

ていたことによる汚染が懸念されている(Ryan et al., 2011)。 

 

表 27 長期ばく露による症例報告 
ばく露量・期間 測定対象 症状 参考文献 

平均ばく露期間 22年 アメリカ、ノースダコ

タの砂利舗装作業員

34 人 

間質、胸膜の変性 Ryan et al., 2011 

アスベスト取扱作業

に 2 年間従事 

アメリカの 47歳男性 中皮腫 Kliment, Clemens, 

& Oury, 2009 

データなし スウェーデンに住む

トルコの Karain 村か

中皮腫による死亡 M. Metintas, 

Hillerdal, & 
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ばく露量・期間 測定対象 症状 参考文献 

らの移民 162 人 Metintas, 1999 

データなし トルコ、カッパドキア

地方の村民 

中皮腫、胃食道が

ん、肺がん、白血病 

Baris et al., 1996 

 
３．疾病の発症機序 

（１）がんを引き起こす濃度 

エリオン沸石に特化した研究例としては、動物実験で健康障害を引き起こす濃度の検討

がなされている(Fraire et al., 1997)。これによると、ラットにおいて経皮的に胸腔内に

20 mg のエリオン沸石を 1 回投与したところ、早い個体は 34 日目で中皮におけるがんの過

形成が観察された。 

また、低濃度・長期間のばく露では、石綿よりも高い毒性を示す可能性があることが細

胞実験により報告されている(Bertino et al., 2007)。 

 

（２）発症機序 

エリオン沸石によるがんの発症機序については、エリオン沸石繊維の体内への沈着が炎

症性サイトカインを惹起し、その酸化ストレスによる過剰な活性酸素種の発生が DNA 損傷

を引き起こすことが報告されている(Both, Henderson, & Turner, 1994; Eborn & Aust, 

1995)。酸化ストレスマーカーとして知られる 8-OHdG5の著しい増加も確認されており、エ

リオン沸石が高い発がん性を有することが示唆されている(Bertino et al., 2007)。さら

に、悪性腫瘍において活性化していることが知られる NF-κB6についても、エリオン沸石に

ばく露された細胞で活性化することが確認されている(Bertino et al., 2007)。 

また、中皮腫の発生要因と考えられている SV407の影響は確認されなかったが(Bertino et 

al., 2007)、遺伝的要因によるエリオン沸石に対する感受性の影響も指摘されている(Dogan 

et al., 2006)。 

 

４．学会等の動向、勧告等 

（１）国外機関（ILO, WHO (IARC), OECD, NIOSH, CDC, EU など） 

IARC では、エリオン沸石をヒトに対する発がん性が認められるとする Group 1 に分類し

ている(IARC 1987)。エリオン沸石以外の沸石については、ヒトに対する発がん性について

分類できないとする Group 3 に分類している(IARC 1997)。 

 

（２）日本産業衛生学会 

日本産業衛生学会では沸石としての分類は行っていないものの、エリオン沸石について

                                                   
5 8-hydroxy-2'deoxyguanosine 
6 nuclear factor-kappa B 
7 Simian vacuolating virus 40 
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は、ヒトに対して発がん性があると判断できる物質である第 1 群に分類している。具体的

な許容濃度については定めていない(日本産業衛生学会, 2011)。GHS の分類における結果を

表 28に示す。 

 

 

 表 28 GHS 分類結果（健康に対する有害性） 

危険・有害性項目 分類結果 

1 

急
性
毒
性 

経口 × 
経皮 × 
吸入：ガス － 
吸入：蒸気 × 
吸入：粉じん、ミスト × 

2 皮膚腐食性／刺激性 × 
3 眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 × 
4 呼吸器感作性又は皮膚感作性 × 
5 生殖細胞変異原性 × 
6 発がん性 区分 1A 
7 生殖毒性 × 
8 標的臓器／全身毒性（単回ばく露） × 
9 標的臓器／全身毒性（反復ばく露） 区分 1(肺) 
10 吸引性呼吸器有害性 × 

 （×：分類できない、－：分類対象外または区分外） 
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７ エチレンオキシドによるがん 

１．物質の物理化学的性質と用途 

（１）物理化学的性質 

 エチレンオキシド(別名：酸化エチレン) は、常温で透明の気体であり、エーテル様の

臭気を有する。引火性・爆発性があるため、火気厳禁となっている。 

エチレンオキシドの物理化学的性質を表 29に示す。 

 
表 29 エチレンオキシドの物理化学的性質 

分子量：44.1 比重： 0.891 g/cm3 融点：-111 ℃ 沸点：10.7℃ 

CAS No.：75-21-8 溶解性： 水、アセトン、エーテル、アルコールに任意に

溶解 

 
（２）主な用途 

エチレンオキシドの主な用途は、ポリオキシエチレン系界面活性剤、エチレングリコー

ル、エタノールアミンなどの有機合成の原料である。また、その強い殺菌性により、殺虫

剤や滅菌剤として使用されている。多くの医療機関では滅菌ガスとして、ガス滅菌装置に

導入されている。 

2010 年度のエチレンオキシドの製造数量及び輸入数量の合計は、276,475 t であった(経

済産業省, 2010)。 

 
（３）ばく露され得る例 

エチレンオキシドには、医療機器の滅菌作業や、エチレンオキシドやエチレンオキシド

を原料とする化学薬品の製造に携わる労働者がばく露し、リンパ腫、乳がんなどを引き起

こすという報告がある。 

 
２．疫学 

（１）疾病の代表例 

 エチレンオキシドによるがんの研究では、エチレンオキシドを用いた滅菌作業者や、製

造もしくは化合物を扱う工場労働者のエチレンオキシドばく露における疫学研究で、白血

病や造血性のばく露との関連が報告されている（IARC 1994）。 

 

（２）慢性ばく露による症例報告 

エチレンオキシドを扱う労働者を対象にした、慢性ばく露による症例報告では、10 年以

上の追跡調査により発がんに至るという報告がある一方、発がんまでは至らなかったとい

う報告もある（表 30）。 
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表 30 エチレンオキシドへの長期ばく露による症例報告 
ばく露量・追跡調査期間 対象者 疾病 参考文献 

0.13 ppm-years 

追跡調査期間 16年 

医療機器製造工場の労

働者 

乳がん Mikoczy, 

Tinnerberg, Björk, 

& Albin, 2011 

データなし 滅菌作業従事者 

エチレンオキシド生産

工場の労働者 

なし Valdez-Flores, 

Sielken, & Teta, 

2011 

追跡調査 21 年 ペストコントロール業

務従事者 

がん Ambroise et al., 

2005 

追跡調査期間 23 年 化学産業、病院での滅菌

作業従事者 

がん Coggon, Harris, 

Poole, & Palmer, 

2004 

データなし 滅菌作業員や倉庫従業

員(男性) 

リンパ腫 Steenland, Stayner, 

& Deddens, 2004 

データなし 雇用期間平均 10.7 年

間の滅菌施設労働者 

(女性) 

乳がん Kyle Steenland, 

Whelan, Deddens, 

Stayner, & Ward, 

2003 

1925-39年 >14 ppm 

1940-56年 14 ppm 

1957-73年 5-10 ppm 

1974-88年 <1 ppm 

10 年間以上のばく露、

追跡調査期間 27 年 

化学工場の労働者 なし M J Teta, Benson, & 

Vitale, 1993 

データなし エチレンオキシド取扱

者 

リンパ肉腫 

細網肉腫 
Bisanti et al., 1993 

8 時間加重平均値 4.9 

ppm 

ばく露期間 9.4 年、追跡

調査期間 16 年 

滅菌操作者 (男性) 造血性がん  K. Steenland et al., 

1991 

 

３．疾病の発症機序 

（１）急性ばく露による影響 

 高濃度の急性ばく露では、粘膜刺激と呼吸器刺激、中枢神経症状が生じる。初期症状と

しては、流涙、鼻漏、流涎、ついで息切れ、呼吸困難が生じる。急性ばく露の遅発症状と

して、嘔吐、下痢、肺水腫、麻痺 (特に下肢) 痙攣を生じ、死亡に至ることがある。液体

を眼に入れると角膜障害を生じる(Hines, 1981)。動物実験による LD50を表 31に示す(Hines, 
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1981)。 

表 31 吸引による致死量 

動物 ばく露量 

ラット LD50 : 1,462 ppm, 4 時間 (吸引) 

LD50 : 330 mg/kg (経口) 

マウス LD50 : 836 ppm, 4 時間 (吸引) 

イヌ LD50 : 960 ppm, 4 時間 (吸引) 

 

（２）がんを引き起こす濃度 

 動物実験により、がんを引き起こすエチレンオキシドの濃度が検討されている(表 32)。 
 
表 32 がんを引き起こすエチレンオキシドのばく露濃度の検討 

測定対象 ばく露量 症状 参考文献 

ラ ッ ト 

(雌雄) 

10、33、100 ppm 

6 時間/日、5日/週、2年間 

脳腫瘍 

(33 ppm 以上のばく

露で発生率増加) 

Garman, Snellings, & 

Maronpot, 1986 

ラ ッ ト 

(雌) 

0、92、183 mg/m3 

6 時間/日、5日/週、104 週間 

単球性白血病 D. W. Lynch, Lewis, et 

al., 1984 

ラ ッ ト 

(雌雄) 

0、18.3、60.4、183 mg/m3 

6 時間/日、5日/週、102 週間 

単球性白血病 R. H. Garman et al., 

1986; R. Garman, 

Snellings, & Maronpot, 

1985; William M 

Snellings et al., 1984 

ラ ッ ト 

(雄) 

183 mg/m3 

6 時間/日、5日/週、102 週間 

皮下線維腫 William M Snellings et 

al., 1984 

マ ウ ス 

(雌) 

0、92、183 mg/m3 

 

肺胞/細気管支がん 

ハーダー腺乳頭嚢胞

腺腫 

NTP a, 1987 

ラット 
マウス 
モルモッ

ト 
ウサギ 
サル 

730-1,500 mg/m3 

10 日間から 8週間 

[追加情報] 

180-915 mg/m3 （ラット） 

がん 

 

組織学的、臨床学的、

病理学的変化 

Hollingsworth, Rowe, 

Oyen, Mccollister, & 

Spencer, 1956; 

Jacobson, Hackley, & 

Feinsilver, 1956; NTP, 

1987; W. Snellings, 

1982 

http://lsd.pharm.kyoto-u.ac.jp/weblsd/c/begin/%E5%9A%A2%E8%83%9E%E8%85%BA%E8%85%AB
http://lsd.pharm.kyoto-u.ac.jp/weblsd/c/begin/%E5%9A%A2%E8%83%9E%E8%85%BA%E8%85%AB


81 
 

a National Toxicology Program 

 
 ヒトについては、IARC (1994)によると、エチレンオキシドを使った滅菌を行う労働者に

おける、エチレンオキシドの累積ばく露によるリンパ腫と造血器腫瘍による死亡率は、累

積ばく露の最も高い群の中で (> 8,500 ppm days)、リンパ性白血病と非ホジキンリンパ腫

についてのみ、死亡率が高いという有意な傾向が見られた (標準死亡率比, 124 ; 45% CI, 

66-213 ; 死亡例 13)。1 ppm (1.8 mg/m3)で 45 年以上エチレンオキシドにばく露された場

合、リンパ腫と造血器腫瘍のrate ratioはそれぞれ1.2であると推測された。 また、526,212

人のコホート研究から、エチレンオキシドを製造する労働者が 1.37-2.77 ppm で 40 年間エ

チレンオキシドにばく露された場合、リンパ腫による死亡率の超過リスクは 0.0004 である

と推測された (Valdez et al., 2011)。 

 

（３）発症機序  

エチレンオキシドは遺伝子毒性を示す強力なアルキル化剤であり、細胞がエチレンオキ

シドにばく露すると、ラットやマウスにおいては、脾臓 Tリンパ球の Hprt 座位に突然変異

が観察された(Walker et al., 1997a, 1997b)。バクテリアやげっ歯類、ヒト細胞にエチレ

ンオキシドを in vitro でばく露させた場合と、実験動物の体細胞にエチレンオキシドを in 

vivoでばく露させた場合、遺伝子異常やDNA損傷などが観察されている(R. H. Garman et al., 

1986; R. Garman et al., 1985; D. W. Lynch, Lewis, et al., 1984; NTP, 1987; William 

M Snellings et al., 1984)。また、エチレンオキシドを職業上ばく露した労働者の集団の

多くで、末梢血細胞の遺伝子への変異が観察されている（医薬品食品衛生研究所 2008）。 

 

４．学会等の動向、勧告等 

（１）国外機関（ILO, WHO (IARC), OECD, NIOSH, CDC, EUなど） 

IARC ではエチレンオキシドを、ヒトに対する発がん性が認められるとする Group1 に分類

している（IARC 1994）。 

 NIOSHからは、5 ppmのばく露の上限を10分間とし、8時間の時間加重平均を0.1 ppmとす

る勧告が出されている（NIOSH 2007)。 

 ACGIH からは、エチレンオキシドは A2（ヒトに対する発がん性が疑われる）とし、8時間

の時間加重平均を 1.0 ppm と定める勧告が出されている（NITE CHRIP）。 

 

（２）日本産業衛生学会 

 日本産業衛生学会ではエチレンオキシドを第１群（人間に対して発がん性がある物質）

とし、許容濃度を表 33のとおり定めている(日本産業衛生学会, 2010)。GHS 分類では表 34 

の通りである（NITE 2006）。 
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表 33 日本産業衛生学会によるエチレンオキシドの許容濃度 
対象物質 許容濃度 OEL 

(ppm) 
許容濃度 OEL (mg/m3) 

エチレンオキシド 1 1.8 

 

表 34 GHS 分類結果（健康に対する有害性） 
危険・有害性項目 分類結果 

1 

急
性
毒
性 

経口 区分 3 
経皮 × 
吸入：ガス 区分 3 
吸入：蒸気 - 
吸入：粉じん、ミスト - 

2 皮膚腐食性／刺激性 区分 2 
3 眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 × 
4 呼吸器感作性又は皮膚感作性 ×/× 
5 生殖細胞変異原性 区分 1B 
6 発がん性 区分 1B 
7 生殖毒性 区分 1B 

8 標的臓器／全身毒性（単回ばく露） 
区分 1(中枢神経系) 
区分 3(気道刺激性) 

9 標的臓器／全身毒性（反復ばく露） 
区分 1(中枢神経系、末

梢神経系、血液) 
区分 2（腎臓、呼吸器） 

10 吸引性呼吸器有害性 - 

 （×：分類できない、－：分類対象外または区分外） 
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８ タリウム及びその化合物による疾病 

１．物質の物理化学的性質と用途 

（１）物理化学的性質 

タリウムは、蒼白色で非常に柔らかく、不溶性の重金属で、周期表において第 13 族に属

する。 

金属タリウムは空気中で酸化し、タリウム酸化物（Tl2O）の表層を形成する。他の金属と

合金を形成し、水銀とは容易にアマルガムを形成する。 

タリウムの可溶性化合物として、硝酸タリウム（TlNO3）、酢酸タリウム（TlC2H3O2）、硫酸

タリウム（Tl2SO4）、炭酸タリウム（Tl2CO3）、ヨウ化タリウム（TlI）がある。 

 

表 35 タリウムの物理化学的性質 
原子番号：81 原子量：204.37 比重：11.85 g/cm3 融点：303.5℃ 沸点：1,457℃ 

CAS No.：7440-28-0 (elemental) 溶解性：水に不溶、硫酸または硝酸と反応 

 

（２）主な用途 

タリウムは、金属タリウムまたはタリウム化合物として利用される。金属タリウムとし

ては銀、鉛及び水銀等との各種合金の原料となっており、タリウム化合物は、ヨウ素、臭

素、酸素、フッ素、硫酸、蟻酸、マロン酸及び硝酸等との化合物であって、形状としては

単結晶が一般的で、その他に溶液のものがある。 

タリウムの全世界における総生産量は近年一定して約 10 t であるが、表 36 に示すよう

に光ファイバー、半導体、スイッチ類、光学レンズ、殺鼠剤など、その用途は広い。（Cvjetko 

et al 2010、JOGMEC 2010、化学工業日報社 2011）。 

 

表 36 タリウムの用途と国内使用量（kg） 
タリウム（輸入量：1,039） 主な用途 

タリウム合金類 
（少量） 

銀合金 耐食性合金 
鉛合金 特殊フューズ 
水銀合金 低温用温度計 

タリウム化合物 
（需要量：800） 

ヨードタリウム、ブロムタリウム
＜単結晶＞（少量） 

光ファイバー光学機器 

硫酸タリウム 
＜溶液＞（生産量：300） 

殺鼠剤 

酸化タリウム、フッ化タリウム 
＜ガラス＞（生産量：300） 

低融点ガラス、高屈折分散光学ガラ
ス、（研究開発用） 

その他タリウム化合物（少量） 脱酸剤、焔光線緑色着色剤、ノッキ
ング防止剤 

※輸入量は 2009 年データ、その他は 2006 年データ 
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２．疾病の発症機序 

（１）発症機序・毒性情報 

タリウムは多くの臓器で進行性病変を起こしうる蓄積性毒物と考えられており、その健

康影響は神経系において最も重篤化すると考えられている。減弱したグルタチオン代謝、

酸化ストレス、カリウム調整ホメオスタシスの崩壊が関与している可能性があるが、タリ

ウム毒性による正確な疾病の発症メカニズムはいまだ分かっていない。ヒトにおけるタリ

ウム化合物の突然変異原性、発がん性、催奇形性に関するデータは不足しており、更なる

研究が求められている（Cvjetko et al 2010）。 

タリウムの生殖毒性については、動物実験（ラット、マウス）の結果から、タリウム中

毒の症状として生殖活動の減退が確認されている。また、タリウムを投与したラットやマ

ウスの生後 7 日以内の新生仔では、発育不全や脱毛等が報告されている。ヒトにおけるタ

リウムの生殖毒性に関するデータはあまり報告されておらず、十分に理解されていない。

女性の月経周期の停止、男性の性欲や性的能力の減退、精液への影響、新生児の体重減少

などが一部報告されている（WHO 1996）。 

WHO によれば、尿中タリウム濃度が 5 µg/l 未満であれば、健康への悪影響がなく、5 - 500 

µg/l では健康影響はあると考えられるが、その重篤度は明白ではない。500 µg/l 以上の場

合、臨床的な中毒症状が見られている（WHO 1996）。 

なお、現在判明しているタリウムの代謝については表 37 の通りである（Feldman 1998、

Cvjetko et al 2010）。 

 

表 37 タリウムの代謝 
段階 概要 

吸収 経口、経皮、また吸入後に粘膜や肺胞から良く吸収される。吸収の速さや体内の
分布については、カリウム（K）に類似しており、細胞膜を簡単に通過するが、
一度細胞内に取り込まれた後は、Kほどは排出されにくい。 

分布 タリウム（Tl）は粘膜から速やかにほぼ完全に吸収され、血液を経て組織に分布
される。血液脳関門も通過し、胎盤通過性もあるが、ヒトでは腎が最も高濃度で、
脳中濃度は最も低い。また、乳中からも排泄される。その神経系への蓄積につい
ては、神経細胞が多く含まれている灰白質の方が、白質よりも 2倍濃度が高い。 

生化学 Tl イオンは電荷や半径が Kと類似しているため、様々な生理的応答において、K
を代替する。Tl の毒性効果の多くは、K 関連のプロセスに起因する。大量の Tl
イオンが筋肉に蓄積した場合、膜を脱分極させ、筋繊維に非可逆的な損傷を与え
る。Tl は K と比較して、Na+, K+-ATPase に対する親和性が 10倍高く、Tl は Na+, 
K+-ATPase が関連する脳組織の脱リン酸化を進める。 

排泄 Tl は主に胃腸や胆汁へ分泌され、排泄物とともに排出されるが、消化管で再吸収
されることもある。Tl は腎臓の糸球体濾過においても排出されるが、3.2%/日の
割合で最吸収される。また、汗、唾液、涙、母乳を通しても排泄される。ヒトの
Tl 排泄は遅く、生物学的半減期は 10 日から 30 日程度と報告されている。 

 

（２）病態 

タリウム（TI）ばく露による三大主要中毒症状は、（1）腹部症状（腹痛、嘔吐、下痢等）、
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（2）神経症状（眼瞼下垂、視覚障害、顔面筋麻痺、頭痛、四肢の知覚異常、両下肢の疼痛、

歩行困難、錯乱、不穏、不眠等）、（3）脱毛であり、（1）と（2）が先行する。タリウム中

毒の特徴的な症状である脱毛（3）は急性中毒では 2〜3 週間後に出現する。ほとんどの急

性中毒は、経口摂取によって生じており、タリウムとその塩の毒作用については、自殺、

殺人目的の使用、非職業性の事故等による事例報告において、詳細に記録されている（ACGIH 

2009、ILO 1998）。 

近年の報告では、重篤なタリウム中毒の予後として、脱毛は回復したものの、運動機能

と感覚機能両者における後遺症が残るといった症例の報告（Pelclová et al 2009）や、タ

リウムに汚染された小麦を摂取した対象が、脱毛症に加えて爪の変形が生じたという報告

がある（Saha et al 2004）。 

成人における硫酸タリウムの平均的な致死量は 1 g（14-15 mg/kg）と報告されている。

報告されている最小の致死量は 8 mg/kg であり、4 mg/kg で急性毒性が発現するとされてい

る（ACGIH 2009）。 

 

３．疫学 

（１）短期ばく露による障害 

短期的な職業ばく露による症例報告は見当たらなかった。 

 
（２）長期ばく露による障害 

職業性タリウム中毒は、通常、中程度の長期ばく露の結果として生じる。症状は、頭痛、

無力症、刺激性、脚部疼痛、知覚異常、脱毛、不眠などの自覚症状が特徴的であり、急性

の偶発的中毒や自殺または殺人による中毒よりも緩やかで、かなり長期間知覚鈍麻や歩行

異常等の多発性神経炎の他覚症状が明白でないことがある。早期神経学的所見には、腱反

射の減弱、瞳孔反射の遅延などがある（ILO 1998）。職業性ばく露における報告を表 38 に

まとめた。 

表 38 慢性ばく露における疫学研究、症例報告 
対象物質 ばく露量 対象 症状 参考文献 

有機タリウム
塩 

室内環境気中からは
タリウムが未検出の
ため経皮ばく露と推
定された。 
9 名の患者の尿中タ
リウム値は検出限界
以下から 1 mg Tl/L
の範囲であった。 

工業用ダイヤモ
ンドを抽出する
事業所で、有機
タリウム塩にば
く露した 
15名（20～41歳）
中、12 名が何ら
か の 症 状 を 訴
え、9名が受診し
た。ばく露開始
から発症までの
期間は、１人を
除き3-10週間の
範囲であった。 

脚部の痛みまたは脱
力、体重減、緊張性
及び興奮性、腹痛、
疲労、食欲減、吐き
気、嘔吐、知覚障害
または感覚消失、全
般的な痛み、脱毛、
胸の痛み、他（症状
が多かった順） 
 

Richeson 
1958 
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対象物質 ばく露量 対象 症状 参考文献 

粉じん中タリ
ウム、エポキ
シ塗料、エポ
キシコールタ
ール 

粉 じ ん :0.01-0.22 
ppm Tl、エポキシ樹
脂：0.55 ppm Tl、エ
ポキシコールター
ル:0.12 ppmTl 
脱毛のあった 12 名
の尿中値は 0 – 15.2 
µg Tl/L)。 

石油精製所の男
性労働者 12 名
（20～47 歳） 

脱毛症（頭皮、顎ひ
げ、胸、恥骨） 

Williams 
and 
Riegert 
1971 

焙焼した黄鉄
鉱 (300 ppm 
Tl)、粉じん
(T120、T1203、
TIOH) 

正確な Tl ばく露量
は不明。尿中タリウ
ム値が正常値と比較
して高かった（<0.3 
- 6.3 µg Tl/g クレ
アチニン)。 

セメント工場 3
ヶ所からの男性
労働者128名（16
～62 歳） 

タリウム中毒の特徴
的症状なし 

Schaller 
et al 1980 

セメント工場
からのタリウ
ムを含む粉じ
んの排出（近
辺で収穫した
果物・野菜へ
影響） 

Tl ばく露量不明。主
にタリウムを含む野
菜等の経口摂取（環
境ばく露）。 
尿中タリウム値が対
照群と比較して高い
（<0.1 – 76.5 µg /
ｌ)。 

セメント工場付
近の住民 1,265
名 

多発性神経炎、睡眠
障害、頭痛、疲労、
その他精神衰弱と、
尿中及び毛髪中タリ
ウム値の関連が示さ
れた。 
皮膚の変化、脱毛、
胃腸障害等と関連は
見られなかった。 

Brockhaus 
et al 1981 

同上記 同上記 上述のセメント
工場付近に居住
する妊婦から産
ま れ た 新 生 児
297 名 

新生児の催奇形性が
懸念されたものの、
特に因果関係は見出
されなかった。 

Dolgner 
et al 1983 

タリウムの蒸
気または粉じ
ん 

環境気中濃度 0.014 
& 0.022 mg/m3。この
時の尿中濃度は、中
央値が 0.5 µg/L,最
大値が 5.2 µg/L. 
 

電池工場の労働
者（観察当初 39
名中 7 名が尿中
タリウム値が 50 
µg /ｌ以上、最
大 236 µg /ｌ）
タリウムばく露
対 策 が 実 施 さ
れ、観察期間 5
年の間に、尿中
Tl 値は減少。 

タリウムばく露労働
者のコホート研究で
診療録に基づき、国
際 疾 病 分 類 (ICD, 
WHO 1977)の診断コ
ード群の有症率をマ
ッチドコントロール
と比較した結果、有
意差は認められなか
った。 

Marcus 
1985 

セメント工場
におけるタリ
ウム 

ばく露量不明（工場
勤務による慢性的ば
く露） 
血中 Tl 値：16名が 2 
µg Tl/L 以上 
毛髪中 Tl値：4名が
20 µg Tl/kg 以上 
尿中 Tl 値：5 名が 5 
µg Tl/L 以上 

セメント工場労
働者 36 名（平均
47.6 歳、平均
22.9 年勤務） 

末梢及び中枢感覚系
障害及び運動障害と
いった神経疾患の徴
候と症状が多数検出
されたが、これらの
症状と血液、尿、毛
髪のタリウムレベル
の間に相関関係は認
められなかった。 

Ludolph 
et al 1986 
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対象物質 ばく露量 対象 症状 参考文献 

粉じん中タリ
ウム 

4 年間にわたるガラ
ス製造作業により、
タリウムを顔面、頚
部、腕にばく露（正
確なばく露量は不
明） 
仕事を中止した 32
ヶ月後の毛髪中タリ
ウム濃度は 20 ng/g
（仕事を引き継いだ
男性：平均 576 ng/g
（仕事中止後 13 ヶ
月後）） 

電気関係のガラ
ス製造会社に勤
務する29歳男性 

脱毛、頭痛、顔と頭
の熱感 痛み、味覚低
下、食欲不振、吐き
気、体重減少、下痢、
疲労感、蕁麻疹、四
肢の知覚低下、肩脚
の筋肉けいれん 

平 田 ら
1998 

タリウム（形
態は不明） 

20年間にわたるガラ
ス製造作業により、
タリウムをばく露
（正確なばく露量は
不明、歯に蓄積され
たタリウム濃度は対
照の 300 倍） 

66 歳男性 全身における完全な
脱毛、皮膚の栄養成
分の変化、肺炎、微
小循環障害など 

Bachanek 
et al 2000 

 
４．学会等の動向、勧告等 

（１）国外機関（ILO, WHO(IARC), OECD, NIOSH, CDC, EU など） 

ACGIH(2009)ではタリウムの TLV-TWA を 0.02 mg/m3と定めている。これは、タリウムに関

連する臨床症状の増加が認められていない電池工場で測定された環境気中での最高レベル

に基づく値である（Marcus 1985）。この時の尿中 TI 濃度は中央値が 0.5 µg/L、最高値が

5.2 µg/L だった。これは、タリウムを排出するドイツのセメント工場の労働者と工場近隣

住民に神経学的影響を与えない尿中濃度範囲内である（Brockhaus et al 1981、 Schaller 

et al 1980）。経皮吸収性は認められているが、TLV-STEL8（短時間ばく露限界値）や感作性

（SEN）や発がん性の勧告に利用可能な十分なデータはないとされている。 

その他国際機関等による基準値は表 39 のとおりである。 

 

表 39 タリウムの基準値 
国際機関 基準 値 

ACGIH TLV-TWA 0.02 mg/m3 
NIOSH IDLH 15 mg/m3 (as Tl) 
NIOSH REL9 TWA 0.1 mg/m3 [skin] 
OSHA PEL10 TWA 0.1 mg/m3 [skin] 

 

                                                   
8 Threshold Limit Value‐Short Term Exposure Limit 
9 Recommended Exposure Limits：1 日 10 時間、週 40 時間以上の労働に従事する作業者に対す

る推奨ばく露限界値 
10 Permissible Exposure Limits：1 日 8時間、週 40 時間の繰り返し労働において作業者に対し

有害な影響を及ぼさない許容ばく露限界値 
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（２）国内機関 

日本産業衛生学会では許容濃度11は定められていない（日本産業衛生学会 2010）。タリウ

ム及びタリウム化合物 3種の GHS12分類結果は表 40のとおりである（NITE 2006）。 

 
表 40  GHS 分類結果（健康に対する有害性） 

危険・有害性項目 
分類結果 

タリウム 酢酸タリウム 
硫酸タリウ
ム 

硝酸タリウ
ム 

1 

急
性
毒
性 

経口 × 区分 2 区分 2 区分 2 
経皮 × × 区分 3 × 
吸入：ガス － － － － 
吸入：蒸気 × × × × 
吸入：粉じん、ミ
スト 

× × × × 

2 皮膚腐食性／刺激性 × × × 区分 1A-1C 

3 
眼に対する重篤な損傷
性／眼刺激性 

× × 
区分 
2A-2B 

区分 1 

4 
呼吸器感作性又は 
皮膚感作性 

× 
× 

× 
× 

× 
× 

× 
× 

5 生殖細胞変異原性 
区分 1B（炭酸
タリウム） 

× × × 

6 発がん性 × × 区分外 区分外 

7 生殖毒性 
区分 1A、授乳
を介した影響 

区分 2 区分 2 × 

8 
標的臓器／全身毒性 
（単回ばく露） 

区分１（消化器
系、神経系、皮
膚（付属器）） 

区分 1(神経
系)、区分 2（毛
（脱毛症)) 

区分 1(神経
系、呼吸器、
心血管系、皮
膚) 

区分 1(神経
系、呼吸器、
心血管系)、
区分 2(腎臓、
肝臓) 

9 
標的臓器／全身毒性 
（反復ばく露） 

区分１（循環器
系、脳・神経系、
皮膚（付属器）） 

区分 1(神経
系)、区分 2（毛
(脱毛症)) 

区分 1(皮膚、
神経系、精
巣) 

区分 1(神経
系、皮膚、精
巣 ) 、 区 分
2(心臓血管
系) 

10 吸引性呼吸器有害性 × × × × 

（×：分類できない、－：分類対象外または区分外） 
 
５．参考文献 

・ACGIH, American Conference of Governmental Industrial Hygienists TLVs and BEIs, 

 Thallium and thallium Compounds. 2009 

・Bachanek et al. Heavy Metal Poisoning in Glass Worker Characterised by Severe.,  

Ann Agric Environ Med. 2000;7(1):51-3. 

                                                   
11 労働者が 1 日 8時間、1週間 40 時間程度、肉体的に激しくない労働強度で有害物質にばく露

される場合に、当該有害物質の平均ばく露濃度がこの数値以下であれば、ほとんどすべての労働

者に健康上の悪い影響が見られないと判断される濃度 
12 Globally Harmonized System of Classification and Labelling of Chemicals 
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・ILO, Encyclopaedia of Occupational Health and Safety, 4th Edition, Ch.63 Thallium,  
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・JOGMEC  鉱物資源マテリアルフロー2010 

・化学工業日報社 2011 年版 15911 の化学商品 

・Ludolph et al. Chronic Thallium Exposure in Cement Plant Wokers: Clinical and 
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・日本産業衛生学会 Recommendation of Occupational Exposure Limits, J Occup Health,  
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・NITE, GHS 危険有害性分類事業（GHS 関係省庁連絡会議事業 平成 18 年度）GHS 分類結果 

・Pelclová et al. Two-year Follow-up of Two Patients After Severe Thallium 

 Intoxication., Hum Exp Toxicol. 2009 May;28(5):263-72. 

・Saha et al. Erosion of Nails Following Thallium Poisoning: a Case Report. Occup  
Environ Med. 2004 Jul;61(7):640-2. 

・Schaller et al.Investigations of Thallium-exposed Workers in Cement Factories.,  

Int Arch Occup Environ Health. 1980;47(3):223-31. 
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９ オスミウム及びその化合物による疾病 

 

金属オスミウムの有害性に関する情報は非常に少なく、一般的に強い毒性がないと考え

られている。また、室温で容易に酸化され、有害性の高い四酸化オスミウム（OsO4）を生成

する（ILO 1998、TOXNET）。以下では、有害性に関する情報が比較的報告されている OsO4を

中心に取りまとめる。 

 
１．物質の物理化学的性質と用途 

（１）物理化学的性質 

オスミウムは青白色の白金族金属であり、自然界には主にオスミウムとイリジウムから

成る天然合金のオスミリジウムなどの形態で存在する。他の白金族金属や鉄、コバルト、

ニッケルと容易に合金を形成し、スズや亜鉛と不安定な金属間化合物も形成する。 

オスミウム粉末は、室温であっても空気中で OsO4 に酸化されるため、どんなにわずかな

量でも、常に OsO4に特有の塩素のような不快な臭いがある（臭気限界は 0.0019 ppm）。OsO4

は不燃性であり、無色から淡黄色の固体である。オスミウムは明確な 8 価の化合物を構成

する唯一の元素であるとも報告されている。八フッ化オスミウムや四硫化オスミウムとい

った物質の毒性については、まだ十分に知られていない（ACGIH 2001、ILO 1998、TOXNET）。

金属オスミウムの物理化学的性質を表 40 に、四酸化オスミウムの物理化学的性質を表 42

に、示す。 
 

表 41 金属オスミウムの物理化学的性質 
原子量：190.23 比重：22.59 g/cm3 融点：3,033℃ 沸点：5,012℃ 

蒸気圧：1.8 Pa (mmHg) （3050℃） 溶解性：酸、王水に不溶、溶融アルカリに可溶 

 

表 42 四酸化オスミウムの物理化学的性質 

原子量：254.20 比重：4.906 g/cm3 融点：39.5～41℃ 沸点：130℃ 

蒸気圧：11 torr（27℃） 溶解性：水・アルコール・エーテルに可溶性 

 
（２）主な用途 

オスミウムは、化学業界において、アンモニアの合成と有機化合物の水素添加反応に触

媒として用いられる。OsO4は主に、病理組織学の研究において、脂肪組織に対する生物学的

染料として用いられる。また、写真撮影や有機合成の触媒として用いられる。その他、イ

ンジウムとの合金として、磁針や精密機械ベアリングの製造に使われ、時計やロック機構

の部品や万年筆のペン先にも使用される。また、クロロオスミウム酸塩は、写真で金塩の

代わりに使われる（ILO 1998）。 
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（３）ばく露され得る例 

オスミウム化合物の職業ばく露は、粉じんの吸入か、白金族金属が採掘・処理される職

場やオスミウム化合物が製造・利用されている職場での皮膚接触によって引き起こされる。

ただし、モニタリングデータは限られているため、オスミウム化合物の使用量やばく露量

などについては明確でない（TOXNET）。 

 
２．研究報告例 

（１）短期ばく露による症例報告 

ACGIH(2001)によれば、OsO4による皮膚への腐食作用と皮膚炎が報告されている。その他、

以下のような報告が確認された（表 43）。 

 

表 43 短期的ばく露による症例報告 
対象物質 ばく露量 対象 症状 参考文献 

OsO4 吸引（量不明） 労働者 細血管漏出と気管
支炎を引き起こし
て死亡 

McLaughlin et al 
1946.(1874 年事例
を引用、原文献確
認できず) 

OsO4 4%の OsO4 のバイア
ルを経皮ばく露 

26 歳男性 
（技術者） 

皮膚に損傷 
（組織に与えたデ
ータなし） 

Ligon et al 2001 

 
（２）長期ばく露による症例報告 

OsO4の空気中濃度が 0.1～0.6 mg/m3でオスミリジウムを取り扱う金属精錬工場において、

眼に埃が入り、光の周りに輪が見えるような感覚（光輪視）で、労働者が流涙、視覚障害

を訴えた例が報告されている。また、頭痛、結膜炎、咳を訴える労働者もいた。表 44 に上

記事業場における労働者 7名の症例を示す（McLaughlin et al 1946）。 

 

表 44 長期的ばく露による症例報告 
対象物質 ばく露期間 対象 症状 参考文献 

オスミリ
ジウム、
OsO4 

金属精錬工場で
16 年間の勤務 

33 歳男性（分
析化学者） 

OsO4取扱い後、眼が痛み、涙が
止まらなかった。光を見ると
周りに輪が見えた。前頭部頭
痛あり。症状は翌日に回復す
ることが多かった。 

McLaughlin 
et al 1946 

金属精錬工場で
7 年間にわたり
オスミリジウム
に触れる機会あ
り 

45 歳男性 眼がヒリヒリし、落涙があり、
前頭部頭痛あり。眼に埃が入
ったような感覚があり、結膜
炎となった。全てのものに光
の輪が見え、映画等が見られ
なくなった。 
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対象物質 ばく露期間 対象 症状 参考文献 

金属精錬工場で、
オスミリジウム
を扱う仕事を 18
年間継続 

53 歳男性 帰宅すると月や星や他の光の
周りに丸い光の輪が見えた。
目はヒリヒリした。頭痛はな
く、目の異常は翌日にはなく
なっていた。 

金属精錬工場で
オスミリジウム
を 18 ヶ月ほど使
う仕事に従事 

34 歳男性 目を刺激し、異物感を感じる
ようになった。丸い光の輪を
見るようにもなった。この症
状は翌日まで残った。 

金属精錬工場で、
3 年間オスミリ
ジウムを扱う仕
事に従事 

21 歳男性 OsO4により、息切れと胸部の痛
みを覚えた。呼吸困難になり、
膿性の痰を含む咳をした。中
心部が緑で周りは赤色の光の
輪を見る。ばく露後 2 時間程
度で症状が現れ、翌朝まで続
いた。複視や頭痛はなかった。 

金属精錬工場で、
23 年間オスミリ
ジウムを扱う会
社で勤務 

52 歳男性 OsO4 にばく露されてから光の
輪が見えるようになった。目
がかすんでものが見えなくな
った。頭痛は無く、翌日には
症状は消えていた。 

金属精錬工場で、
8 年間オスミリ
ジウムを取り扱
う 

48 歳男性 OsO4 を扱うときはいつも目に
違和感があったが、翌日には
その症状は消えていた。光の
輪が見え、目の奥のあたりに
頭痛を感じた。 

 
３．疾病の発症機序 

（１）病態 

ヒトでの症例報告や動物実験等から示されている OsO4 の病態は次のように考えられてい

る。OsO4蒸気は低濃度でも有毒であり、眼に対して非常に刺激性が高く、流涙や結膜炎を生

じさせる。また、上気道に気管支炎、気管支のけいれん、数時間続く呼吸困難を引き起こ

すことがある。長時間のばく露は、角膜の損傷、失明、消化器官の障害、肺や腎臓の炎症

性疾患をもたらすことがある。接触すると、皮膚を緑または黒に変色させて皮膚炎を起こ

す（ILO 1998）。 

 
（２）発症機序・毒性データ・臓器への影響 

金属オスミウムについては、動物実験等によるデータの報告がない。ヒトへ有害な影響

があることを示す疫学調査等も見受けられず、金属オスミウムは一般的にヒトへ有害な影

響がないと考えられている。 

OsO4は主に吸入により吸収され、肺及び気道の組織に触れて、還元されて金属オスミウム

になることで、肺粘膜の炎症や変色を引き起こすと考えられている。各組織への蓄積や経

皮吸収については情報が無い。また、腎毒性の機序についても解明されていない。 

OsO4の毒性について、GHS の分類結果は表 45 の通りである（NITE 2006）。経口による急
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性毒性については、マウスの LD50：162 mg/kg が報告されている。また、蒸気吸入による急

性毒性については、ラットの LC50：40 ppm が報告されている（ACGIH(2001)、PATTY(5th, 2001)

において、非公開報告である Shell Chemical Co 1961.を引用）。前述の研究報告例でも示

した通り、皮膚刺激性や眼刺激性が認められている。単回ばく露についてはヒトの症例報

告があり、気管支炎や肺水腫がみられる（McLaughlin et al 1946)。また、ウサギに 125 mg

の蒸気を 24～48 時間ばく露させた試験では、主に肺に対する変性と充血が見られ、そのほ

か肝臓、腎臓、脾臓、副腎においても変性と充血が見られた（PATTY(5th, 2001)において、

非英語文献である Masturzo 1950.を引用）。反復ばく露についてはヒトの症例で肺水腫

（ACGIH(2001)）が認められており、動物試験では OsO4 50 mg を含む水溶液からの蒸気を 45

～60 日間ばく露させたウサギで気管支圧迫、肝臓の虚脱と変性、脾臓の硬化症、腎臓と副

腎の脂肪の変性が見られた。また OsO4 50 mg のアンプルから 60日間蒸気をばく露させたモ

ルモットで骨髄の初期過度活動による慢性貧血がみられている（PATTY(5th, 2001)におい

て、非英語文献である Masturzo 1950.、Masturzo 1951.を引用）。 

 
表 45 GHS 分類結果（ID780 四酸化オスミウム-健康に対する有害性） 

危険・有害性項目 分類結果 

1 

急
性
毒
性 

経口 区分 3 
経皮 × 
吸入：ガス 分類対象外 
吸入：蒸気 区分 1 
吸入：粉じん、ミスト × 

2 皮膚腐食性／刺激性 区分 1A-1C 
3 眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性 区分 1 

4 
呼吸器感作性又は 
皮膚感作性 

× 
× 

5 生殖細胞変異原性 × 
6 発がん性 × 
7 生殖毒性 × 

8 標的臓器／全身毒性（単回ばく露） 
区分 1（呼吸器系、肝臓、腎
臓、副腎、脾臓） 

9 標的臓器／全身毒性（反復ばく露） 
区分 1（呼吸器系） 
区分 2（腎臓、肝臓、副腎、
脾臓、造血系） 

10 吸引性呼吸器有害性 × 

  （×：分類できない） 
 
４．学会等の動向、勧告等 

（１）国外機関（ILO, WHO(IARC), OECD, NIOSH, CDC, EU など） 

ACGIH(2001)では OsO4の TLV-TWA を 0.0002 ppm (0.0016 mg/m3)、TLV-STEL を 0.0006 ppm 

(0.007 mg/m3) と定めている。これらの値は、眼、粘膜、皮膚、気道の炎症発症を引き起こ

さないと考えられる濃度である。 
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（２）日本産業衛生学会 

日本産業衛生学会にはオスミウム又はオスミウム化合物の許容濃度は定められていない

（日本産業衛生学会 2010）。 

 

５．参考文献 
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 1998 

・Ligon et al.Traumatic Osmium Tetroxide Inoculation., J Am Acad Dermatol. 2001  
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・McLaughlin et al.Toxic Manifestation of Osmium Tetroxide., Br. J. Ind. Med. 3:  
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・TOXNET, Hazardous Substances Data Bank (HSDB) 

・Patty's Toxicology, 5th ed. Vol3. John Wiley& Sons, Inc. A Wiley-interscience Publica 
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１０ ベンゾキノンなどの角膜刺激物質による疾病 

１．物質の物理化学的性質と用途 

（１）物理化学的性質 

1,4-ベンゾキノンは塩素様の刺激臭を有する黄色の結晶であり、キノン、パラベンゾキ

ノン、1,4-シクロヘキサジエンジオンなどとも呼ばれる。異性体としては 1,2-ベンゾキノ

ンがあるが、産業上は 1,4-ベンゾキノンがよく用いられている（表 46）。 

 
表 46 ベンゾキノンの物理化学的性質 

分子量：108.095 比重：1.318 g/cm3 融点：115.7℃ 沸点：180℃ 

CAS No.：106-51-4 溶解性：石油エーテルに難溶、アセトンに可溶、エタ

ノール、ベンゼン、ジエチルエーテルに易溶 

 
（２）主な用途 

酸化剤、染料、写真、皮なめしに使用される。紡績、化学工業などの産業分野では重合

禁止剤として使用されている。 

ベンゾキノンの生産量は、2009 年時点で 60 t となっている（化学工業日報社 2011）。ベ

ンゾキノンを還元して得られるハイドロキノンについては、環境省の化学物質の環境リス

ク評価では年間 10,000～100,000 t 未満と報告されている（環境省環境保健部環境リスク

評価室 2006）。 

 
２．疾病の発症機序 

（１）発症機序 

ベンゾキノンからハイドロキノンを合成する工場に 5 年以上勤務する作業者には、特殊

な角膜所見が観察されている。これはベンゾキノン蒸気の凝集によって生じるものであり、

病型には2種類ある。1つは角膜表面の緑褐色の色素沈着、もう1つは角膜全層にわたる様々

な大きさの緑白色混濁である。これらの症状には視力障害を伴う場合もある（後藤ら 1977）。 

組織構造の変化としては、長期にわたる眼への蒸気のばく露によって、結膜の茶褐色の

色素沈着が現れる。それに続いて角膜混濁や角膜の構造変化、さらに視力障害が起こる

(Sittig 1985)。ハイドロキノンについても眼への傷害が報告されているが、その発症機序

には明白になっていない（DeCaprio 1999）。 
 
（２）病態 

吸入、経口摂取、皮膚や眼への接触により、眼の炎症・刺激、結膜炎、角膜炎（角膜の

炎症）、皮膚の炎症・刺激などの症状が見られている（NIOSH 1997）。 
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３．疫学 

（１）短期ばく露による障害 

皮膚や鼻や喉の内側の粘膜に固体のキノンが接触すると、変色・退色や重篤な炎症、腫

脹及び丘疹や小疱疹が起こる（Sittig 1985)。 

 
（２）長期ばく露による障害 

眼に凝縮した蒸気が触れることにより重篤な視覚障害を起こし、この障害は角膜の全層

にわたる。この視覚障害は深刻な症状が現れないまま徐々に進行するが、5年以内に顕在化

する。しかしばく露中止により回復する。 

0.1 ppm レベルのばく露では眼の病変はまれであるが、0.1 ppm 以上では弱い一過性の眼

の炎症を引き起こす（ACGIH 2001）。 

 
４．学会等の動向、勧告等 

（１）国外機関（ILO, WHO(IARC), OECD, NIOSH, CDC, EU など） 

(ア) NIOSH REL  TWA（時間加重平均濃度）0.4 mg/m3（0.1 ppm） 

(イ) OSHA PEL  TWA（時間加重平均濃度）0.4 mg/m3（0.1 ppm） 

(ウ) NIOSH IDLH  100 mg/m3（動物への経口投与による急性毒性のデータ

より算出） 

(エ) ACGIH TLV-TWA 0.1 ppm（0.44 mg/m3） 

この値では眼の炎症、視力障害、また皮膚への接触に伴う色

素脱失、紅斑、腫脹、皮膚病変の可能性は最小限に抑えられる

とされている。 

また、TLV-STEL についての情報は十分ではなく、勧告はされ

ていない。 

 
（２）国内機関 

日本産業衛生学会ではベンゾキノンに対する許容濃度は定められていない（日本産業衛

生学会 2010）。GHS 分類では（表 46）、皮膚腐食性／刺激性については区分 2 に分類され、

眼に対する重篤な損傷性／眼刺激性についてはデータ不足のために分類できないとされて

いる（NITE 2006）。 
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表 47 GHS 分類結果（健康に対する有害性） 
危険・有害性項目 分類結果 

1 

急
性
毒
性 

経口 区分 3 

経皮 × 

吸入：ガス － 

吸入：蒸気 × 

吸入：粉じん、ミスト × 

2 皮膚腐食性／刺激性 区分 2 

3 
眼に対する重篤な損傷性
／眼刺激性 

× 

4 
呼吸器感作性又は 
皮膚感作性 

× 
× 

5 生殖細胞変異原性 － 

6 発がん性 － 

7 生殖毒性 × 

8 
標的臓器／全身毒性 
（単回ばく露） 

区分 2（中枢神経系） 
区分 3（気道刺激性） 

9 
標的臓器／全身毒性 
（反復ばく露） 

× 

10 吸引性呼吸器有害性 × 

  （×：分類できない、－：分類対象外） 
 
５．参考文献 

・ACGIH, American Conference of Governmental Industrial Hygienists TLVs and BEIs, 

 Threshold Limit Values for Chemical Substances and Physical Agents and Biological 

 Exposure Indices. Cincinnati, OH, 2008: 50 

・DeCaprio, A. P.The toxicology of hydroquinone-relevance to occupational and 

 environmental exposure, Crit Rev Toxicol. 1999, 29(3): 283-330 

・化学工業日報社、2011 年版 15911 の化学商品、2011 年 

・環境省環境保健部環境リスク評価室、化学物質の環境リスク評価 第 5巻、ヒドロキノン 

平成 18 年 12 月 

・後藤稠 ほか 産業中毒便覧、医歯薬出版、東京、1977 年：881 

・日本産業衛生学会 Recommendation of Occupational Exposure Limits, J Occup Health,  

2010; 52: 308–324 

・NITE（独立行政法人製品評価技術基盤機構）、GHS 分類結果、2006 年 

・NIOSH, NIOSH Pocket Guide to Chemical Hazards, DHHS (NIOSH) Publication No. 97-140.  

Washington, D.C. U.S. Government Printing Office, 1997: 272 

・Sittig, M et al. Handbook of Toxic and Hazardous Chemicals and Carcinogens, 2nd  

ed. Park Ridge, NJ: Noyes Data Corporation, 1985: 765 
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１１ 作業活動によって生じる炭じん、穀物及び農作業の粉じん、畜舎の粉じ

ん、繊維じん、紙じんの吸入による慢性閉塞性肺疾患 

１．物質の物理化学的性質と用途 

（１）物理化学的性質 

炭じん、木材粉じん、穀物及び農作業の粉じん、畜舎の粉じん、繊維じん、紙じんの粉

じんのうち、木材粉じんについては「労働基準法施行規則別表第一の二第四号の５」です

でに規定されているため、調査対象外とした(労働省, 1996)。 

粉じんとは、一般的には固体の粒子、繊維が空気中に飛散し、浮遊・拡散する状態のも

のを指し、直径は通常 1 µm 以上である。本調査対象の粉じんは発生源によりさらにいくつ

かの種類に分かれる。主な発生源を表 48 に示す。 

畜舎の粉じんにはダニ・カビが付着しており、これら自身は粉じんとしての障害よりも

アレルゲンとしての性格が強い。しかし、実際には畜舎の粉じんに付着しており分けるこ

とができないため、同時にばく露するものとして記載する。 

 

表 48 調査対象とした粉じんの種類 
粉じん 発生源 

炭じん 炭 

穀物及び農作業の粉じん 小麦、大麦、米、とうもろこし等の穀物 

畜舎の粉じん 動物のえさ、敷き藁、ダニ、カビ 

繊維じん 綿、絹、皮、い草 

紙じん 木材チップ等 

 
（２）ばく露され得る例 

粉じんにばく露され得る例を表 49に示す。粉じんは主に一次、二次産業で発生すること

から、当該産業に従事している作業者がばく露の対象となる。 
 

表 49 ばく露され得る例 
粉じん 発生場所 ばく露対象者 

炭じん 石炭等の採掘場 炭鉱夫 

穀物及び農作

業の粉じん 

パン屋、小麦製造、

米蔵、等の利用工程 

穀物農家、穀物を扱

う製造業者等 

畜舎の粉じん 畜舎 畜産農家 

繊維じん 繊維工場 工場労働者 

紙じん 製紙工場 工場労働者 
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（３）事故や疾病の代表例 

 粉じんにより様々な呼吸器障害が起こるが、本調査の対象である慢性閉塞性肺疾患

（COPD13）とは、慢性気管支炎、肺気腫または両者の併発により惹起される閉塞性換気障害

を特徴とする疾患である。通常、慢性閉塞性肺疾患による閉塞性換気障害はゆっくりと進

行し、治療に反応せず、不可逆的であることが特徴である。 

 慢性閉塞性肺疾患については、2003 年度（平成 15 年度）の労働基準法施行規則第 35 条

専門検討会において疾病と業務との因果関係は未確立とされ、職業性疾患としての追加は

見送られた(厚生労働省, 2003)。 

 

２．疫学 

（１）国内の長期ばく露による症例報告 

 国内の長期ばく露による症例報告を表 50に示す。線香粉じん、綿糸粉じん、い草染土粉

じんによる健康障害が報告されているが、症状は肺機能低下にとどまり、慢性閉塞性肺疾

患とする報告ではなかった。いずれも 1960、70 年代と古い報告であった。今日の日本では

作業環境が改善されて報告が減っていること考えられる。 

 

表 50 国内の長期ばく露による症例報告 
粉じん・ばく露量 対象者 症状 参考文献 

線香粉じん（ばく露量

不明） 

線香製造者（線香製

造 50年） 

肺機能の低下 瀬良, 小西池, & 

佐野, 1964 

綿糸粉じん（ばく露量

不明） 

綿布製造者 肺機能の低下 清水, 1972 

い草染土粉じん（作業

工程により数 mg/m3～

数百 mg/m3） 

い草加工作業者 241

人 

肺機能の低下 上 田 , 1978a, 

1978b, 1978c 

 
（２）国外の長期ばく露による症例報告 

国内の症例報告の少なさを補うために、国外の長期ばく露による症例報告を下記に示す。

炭じんについて表 51 に、穀物及び農作業の粉じんについて表 52 に、畜舎の粉じんについ

て表 53 に、繊維じんについて表 54に、紙じんについて表 55に示した。 

 

 

 

 

 

                                                   
13 Chronic Obstructive Pulmonary Disease 
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表 51 炭じんへの長期ばく露による症例報告 
ばく露量・調査期間等 測定対象 症状 参考文献 

22 年間追跡調査 炭鉱夫（イギリス） COPD を主因とする死

亡率の増加 

Coggon, Harris, 

Brown, Rice, & 

Palmer, 2010 

14 年間追跡調査 炭鉱夫18,000人コホ

ート（イギリス） 

肺・胃がん、COPD、循

環器疾患を原因とする

死亡率増加 

Miller & 

MacCalman, 2010 

23 年間追跡調査 炭鉱夫 8,899 人（ア

メリカ） 

非悪性呼吸器疾患によ

る死亡率増加 

Attfield & 

Kuempel, 2008 

平均ばく露期間 11年 炭鉱夫 3,167 人（南

アフリカ） 

けい肺症、じん肺病、

気腫 

Naidoo, Robins, & 

Murray, 2005 

29～40 年間追跡調査 炭鉱夫 3,790 人（オ

ランダ） 

じん肺病、COPD を原因

とする死亡率増加 

Meijers, Swaen, & 

Slangen, 1997 

11 年間追跡調査 炭鉱夫 4,772 人（イ

ギリス） 

粉じんに関連した呼吸

器障害（肺機能低下、

慢性気管支炎など）の

増加 

Maclaren, Hurley, 

Collins, & Cowie, 

1989 

22 年間追跡調査 炭鉱夫 4,059 人（イ

ギリス） 

肺機能低下、慢性気管

支炎 

Soutar & Hurley, 

1986 

30 年間追跡調査 炭鉱夫 12,357 人（オ

ーストラリア） 

慢性気管支炎 Leigh, Wiles, & 

Glick, 1986 

 

表 52 穀物及び農作業の粉じんへの長期ばく露による症例報告 
ばく露量・調査期間等 測定対象 症状 参考文献 

平均ばく露期間 3.92

年±3.48 

パン製造従事者67人

（韓国） 

気道障害、小麦への

過敏性、IgG 特異抗体

上昇など 

Hur et al., 2008 

総粉じん濃度 

0.6-4.7 mg/m  

小麦粉製造従事者 91

人（ナイジェリア） 

肺機能の有意な低下 Ijadunola, Erhabor, 

Onayade, Ijadunola, 
& Fatusi, 2005 

製造工程により 

1.1-14.3 mg/m  

小麦粉製造従事者 91

人（フランス） 

慢性気管支炎 Massin, Bohadana, 

Wild, Kolopp-Sarda, 

& Toamain, 1995 

総粉じん濃度 

6.6 mg/m ～59.8 mg/m  

米蔵の労働者（中国） 慢性気管支炎、肺機

能の低下 

Ye, Huang, Shen, Lu, 

& Christiani, 1998 
電話調査 慢性閉塞性肺疾患患

者 150 人（68％が農

作業経験あり） 

慢性閉塞性肺疾患 Bailey, Meza, 

Smith, Von Essen, & 

Romberger, 2007 

3 年間追跡調査 農家 10,792 人 農作業による粉じん

ばく露と慢性気管支

炎の関連は OR 2.8, 

95% CI 1.1-6.8。 

Melbostad, Eduard, 

& Magnus, 1997 

平均ばく露期間 25.3

年 

米作従事者464人（カ

リフォルニア） 

慢性気管支炎と喘息

の増加 

McCurdy, Ferguson, 

Goldsmith, Parker, 

& Schenker, 1996 
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表 53 畜舎の粉じんへの長期ばく露による症例報告 
ばく露量・調査期間等 測定対象 症状 参考文献 

Der p 1 level a ： 

<0.1-3.3 µg/g 

カビ：4.9* 103-6.8* 

104 cfu/m3 

養鶏場労働者 41 人

（クロアチア） 

職業性喘息、肺機能

の低下 

Rimac et al., 2010 

平均ばく露期間 11.7

年 

家畜飼育農家 105 人

（ヨーロッパ） 

粉じんばく露と慢性

閉塞性肺疾患（18人）

の関連は OR 6.60, 

95% CI 1.10-39.54。 

Monso et al., 2004 

3 年間追跡調査 

粉じん：2.63 mg/ m3 

エンドトキシン：105 

ng/ m3 

TWA(ammonia) ： 1.60 

mg/ m3 

養豚場労働者 171 人

（オランダ） 

肺機能低下、気道過

敏性 

Vogelzang et al., 

2000 

2 年間追跡調査 養豚業者 207 人（ア

メリカ） 

肺機能低下 Reynolds et al., 

1996 

平均ばく露期間 20～

26 年 

野菜・穀物・家畜飼

育農家 76人（ポルト

ガル） 

家畜飼育農家での慢

性気管支炎の増加 

Carvalheiro, 

Peterson, 

Rubenowitz, & 

Rylander, 1995 

a 室内ヒョウダニアレルゲン量 

 
表 54 繊維じんへの長期ばく露による症例報告 
ばく露量・調査期間等 測定対象 症状 参考文献 

11 年間追跡調査 織物労働者 267,400

人（中国） 

織物労働者の中で、

綿と絹の労働者が有

意に閉塞性肺疾患の

死亡率が高い 

Cui et al., 2011 

15 年間追跡調査 綿労働者 429 人（中

国） 

慢性気管支炎は絹労

働者より綿労働者に

多い 

Wang et al., 2003 

平均ばく露期間 

30.2 年±11.9 年 

綿労働者（イタリア） 綿労働者の慢性閉塞

性肺疾患（OR 7.2, 

95% CI 1.3–41.1) 

Mastrangelo, 

Tartari, Fedeli, 

Fadda, & Saia, 2003 

データなし 綿織物労働 2,168 人

（イギリス） 

慢性気管支炎の増加

（OR 2.51 , 95% CI 

1.3- 4.9)、症状はば

く露期間・量ととも

に悪化 

Niven et al., 1997 

ばく露期間 10 年～20

年 

綿織物労働者 289 人

（中国） 
慢性の肺機能低下、

慢性気管支炎 

Liu, 1987 
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表 55 紙じんへの長期ばく露による症例報告 
ばく露量・調査期間等 測定対象 症状 参考文献 

平均ばく露期間 17年 紙リサイクル工場労

働者 101 人（クロア

チア） 

慢性気管支炎・喘息 Zuskin et al., 1998 

5 mg/m3以上 製紙工場労働者（ス

ウェーデン） 

肺機能の低下 Thorén, Järvholm, & 

Morgan, 1989 

 

３．疾病の発症機序 

（１）健康障害を引き起こす濃度 

炭じんについては、システマティックレビューにより肺機能の低下と累積粉じんばく露

には有意な関連があったとされており、累積粉じんばく露が 122.5 gh/m3（吸入性粉じんに

2.0 mg/m3で 35年間ばく露した状態に相当）だった場合、1,000 人の非喫煙炭鉱夫のうち 80

人（95% CI, 34-137）でFEV1
14が20％以上低下したことが報告されている(Oxman et al., 1993)。

濃度以外では、炭鉱夫では年齢が若い時点のばく露ほど、肺機能の低下が顕著になるとさ

れている(Garshick, et al., 1996)。 

 穀物じん及び農作業の粉じんについては、無機粉じんではその濃度は一般的に吸入性粉

じんで 1-5 mg/m3、総粉じんで 20 mg/m3以上と見積もられている。粉じんの成分は土壌によ

り異なるが、結晶性シリカが 20%以下、ケイ酸塩が 80%以下と考えられている。これら農作

業による粉じんへのばく露と慢性閉塞性肺疾患の関連が指摘されている(M. Schenker, 

2000)。一方、粉じんへのばく露による肺機能の低下に否定的な報告もある。Armentia et al., 

1997 では、穀物粉じんへのばく露をしている労働者について、ダニの咬傷歴や、血液検査

等を行い、4,379 人の労働者の 19%がダニへの感受性を有していると見積もっている。 

 畜舎の粉じんについても肺機能の低下との関連が指摘されており、Radon et al., 2002

により農作業環境中の総粉じんの濃度測定が行われている。これによると、スイスの鶏舎

の総粉じん濃度が最も高く、総粉じんで中間値が 7.01 mg/m3 であった。空気中エンドトキ

シンの中間値はスペインの温室で 0.36 ng/m3、スイスの鶏舎で 257.58 ng/m3であった。同

様に、スイスの鶏舎が真菌の濃度も最も高く、その中間値は総細胞量 2.0×107 cells/m3、 真

菌 4.4×105 cfu/m であった。M Iversen, et al., 2000 ではエンドトキシンの許容値とし

て 100 ng/m3を推奨している。 

 繊維じんと紙じんでは、織物産業と紙産業での粉じん量は 30 mg/m3 前後と報告されてい

るが、この濃度では閉塞性肺疾患の発生はなく、高濃度に長期間ばく露することで閉塞性

肺疾患と気管支炎のリスクが上昇すると報告されている。なお、その粉じんの形態等につ

いてはまだ知見が乏しい(Järvholm, 2000)。一方、繊維じんと慢性閉塞性肺疾患の関連に

否定的な見解もある（Moran, 1983）。この報告では、1962 年から 1980 年の間に綿織物労働

                                                   
14 努力肺活量測定の初めの 1 秒間の努力呼気量 



105 
 

者 282 人分の生検サンプルを精査し、他の労働者と比較した結果、肺気腫の有病率が高い

という統計学的証拠はなかったとしている。 

 

（２）発症機序 

炭じんについては、動物実験ではラットで、石炭粉じんによる肺胞細胞への炎症性白血

球の流入により、フィブロネクチンの分解が進み、繊維化へ進むことが示唆されている(G. 

M. Brown & Donaldson, 1989)。ヒトでは、鉱物粒子を貧食したマクロファージが IL-115、

TNFα16、O2
- 17といった炎症性因子を放出することから、気道での慢性的な炎症を引き起こ

しているとすることが炭鉱労働者を対象にした調査で報告されている(Voisin & Wallaert, 

1992)。 

 

４．学会等の動向、勧告等 

（１）国外機関（ILO, WHO (IARC), OECD, NIOSH, CDC, EU など） 

 IARC では各粉じんの発がん性の評価を表 56 のとおり、ACGIH では、作業環境許容濃

度（TWA、STEL）・発がん性評価を表 57 のとおり定めている(NITE 2006)。IARC、ACGIH
ともに炭じんと繊維じんでは発がん性を認めている。 
 
表 56 発がん性評価（IARC） 

粉じん グループ 巻号 

炭じん 3：ヒトに対する発がん性について分

類できない 

Vol. 68; 1997 

穀物及び農作業の粉じん - - 

畜舎の粉じん - - 

繊維じん 繊維製造産業で

の粉じん 

2B: ヒトに対して発がん性を示す可

能性がある 

Vol. 48; 1990 

皮粉じん 1: ヒトに対して発がん性を示す Vol. 100C; in prep 

紙じん - - 

※「－」は発がん性評価がなされていないことを示す。 
 
 
 
 
 
                                                   
15 Interleukin-1 
16 Tumor Necrosis Factor alpha 
17 Superperoxide anion radical 
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表 57 作業環境許容濃度・発がん性評価（ACGIH） 
粉じん  TWA STEL 発がん性評価  

炭じん 瀝青炭 

Bituminous 

0.9 mg/m3 a - A4: ヒトに対して発がん性物質

として分類できない物質 

無煙炭 

anthracite 

0.4 mg/m3 a - A4: ヒトに対して発がん性物質

として分類できない物質 

穀物及び農作

業の粉じん 

grain b 4 mg/m3 c - - 

Flour 4 mg/m3 d 

畜舎の粉じん - - - 

繊維じん 0.1 mg/m3 e - A4: ヒトに対して発がん性物質

として分類できない物質 

紙じん - - - 

a respirable fraction 

b えん麦、小麦、大麦 

c アスベストを含まない、シリカ含有量 1%未満の粉じん 

d inhalable fraction 

e thoracic fraction 

 

また、アメリカでは Federal Coal Mine Health and Safety Act18が定められており、吸

入性粉じんの許容値は 2.0 mg/m3とされている（Henneberger and Attfield 1997）。 

 

（２）日本産業衛生学会 

日本産業衛生学会では粉じんの許容濃度を表 58 のとおり定めている（日本産業衛生学会, 

2010、TableI-3 より抜粋）。GHS 分類はなされていない。 

 

表 58 日本産業衛生学会による粉じんの許容濃度 

分類 粉じん 
許容濃度 OELa (mg/m3) 

吸入性粉じん 総粉じん 

クラス 1 
活性炭、アルミナ、アルミニウム、ベントナ
イト、珪藻土、グラファイト、カオリン、ろ
う石、硫酸焼鉱、タルク 

0.5 2 

クラス 2 

シリカ含有量 10%以下の粉じん、ベークライ
ト、カーボンブラック、炭、コルク粉じん、
綿くず、酸化鉄、穀物粉じん、線香材料粉じ
ん、大理石、ポルトランドセメント、酸化チ
タン、木材粉じん、酸化亜鉛 

1 4 

クラス 3 
石灰岩、クラス 1・2以外の有機・無機粉じ
ん 

2 8 

                                                   
18 United States Public Law 91-173 
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a Occupational Exposure Limit 
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１２ 木材粉じんによるがん 

１．物質の特徴と用途 

（１）特徴 

木材は世界で最も重要な、再利用可能な資源であり、毎年少なくとも 17 億 m3が伐採され

ている。商用の木材の種類としては軟材、硬材として分類されており、商用の 2/3 は軟材

である（IARC, 1995）。 

木材粉じんとは、各種木材を削ったときに発生する複合物質である。その主成分はおも

にセルロース、多糖類、リグニンから成り、ほかにも多くの低分子有機化合物を含んでい

る。軟材(米杉、松、もみ、えぞ松等)と硬材(オーク、樺、橅、胡桃、桜等)では細胞の構

造や化学組成が異なるため、発生する粉じんの形態や組成も異なる（ACGIH, 2010）。木材

粉じんの特徴として、その主成分と副成分を表 59に示す。 

 
表 59 木材粉じんの特徴 

主成分 セルロース・多糖類・リグニン 

副成分 軟材：テルペン、リグナン、スチルベン 

硬材：タンニン、フラボノイド、キノン 

共通：フェノール 

  
（２）主な発生場所とばく露され得る例 

 木材粉じんは木材を切断や削る機械や機材を用いた際に発生する。木材を使用する産業

としては生の木材を用いる一次木材産業（伐採業、製材所、パルプ工場など）、乾燥木材を

用いる二次木材産業（家具製造などの木材加工業など）や建設業がある。ばく露量は木材

の種類や扱う量、業者ごとの対策による。ばく露量を決める最も重要なのは労働者が従事

する作業の種類であり、その中で最もばく露量が高いのが、微細粉じんが発生する研磨作

業である（ACGIH, 2010）。 
 
（３）疾病の代表例 

 木材粉じんにばく露すると、アレルギー性接触皮膚炎や、呼吸機能の低下、肺疾患やぜ

ん息、鼻腔がんが引き起こされる。また、鼻上皮細胞の変性を引き起こす可能性があると

考えられている(ACGIH, 2010)。 

 日本では、米杉、ねずこ、ラワン、リョウブ、桑、ほう、白樺等の木材粉じんばく露に

よるアレルギー性呼吸器疾患(アレルギー性鼻炎、気管支喘息、喉頭炎等)が業務上疾病と

して、リストされている(厚労省、2002)。 

 木材粉じんによるがんとしては、鼻腔や副鼻腔のがんが知られており、欧州では硬材ば

く露による副鼻腔の腺がんが多発している(IARC 1995)が、日本では大工・木工作業者に副

鼻腔（上顎洞）の扁平上皮がんの発生増加が報告されている(Fukuda 1987; Shimizu 1989)。
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鼻腔がん以外のがんとの関連を観察した研究では（例えば口唇がん、肺がん、鼻咽頭がん、

胸膜がん、食道がん、大腸がん、子宮頸がん、ホジキン病、多発性骨髄腫、遺伝性の神経

芽種など）、結果に一貫性が見られず、高い相対リスクも観察されておらず、タバコや社会

経済学的地位といった交絡因子との因果関係も否定できない（ACGIH, 2010）。 

木材粉じんへのばく露と鼻腔・副鼻腔がんの発生の関連が最初に認められたのは、1960

年代のイギリスにおける報告となっている(ACGIH 2010; Acheson, et al., 1967)。 

 

２．疫学 

（１）長期ばく露による報告 

平成 14 年度、平成 21 年度の労働基準法施行規則第 35条専門検討会(厚生労働省, 2002, 

2009)では、諸外国における調査等では発がんのリスクを認めているものの、国内の症例が

見当たらないことから追加は見送られていた。 

2 報の症例対称研究(Fukuda 1987; Shimizu 1989)より大工・木工作業者における上顎洞

（副鼻腔）の扁平上皮がんのリスク上昇が報告されているものがあったが、いずれも平成

14 年度の検討会ですでに検討されている文献である。Fukuda らによると、木材作業の職業

歴、慢性副鼻腔炎の既往、喫煙の相対危険度(RR)は順に 2.9、3.2、3.0 と有意に上昇して

いた。Shimizu らによると、木材作業者全体では、RR=2.1(95%CI:0.8-5.3)と有意ではなか

ったが、微細粉じんばく露者では、RR=7.5(95%CI:1.5-38.5)と有意であり、慢性副鼻腔炎

の既往は RR=2.4 (95%CI:1.2-5.1)と有意な上昇であったが、喫煙の関与は見られていない。 

また、建設労働者 128,000 人年を対象としたコホート研究により大工では鼻腔・副鼻腔

がんの標準化死亡比(SMR)が高いとされている(金子, 1985)。しかし、SMR は書かれておら

ず、ばく露物質との関連も検討されていない。 

 木材粉じんばく露とがんとの関連性が 1960 年代にイギリスで認められて以降、木材粉じ

んによる鼻腔・副鼻腔がんリスクの増加が次々と報告された。ばく露量は記されていない

が、それらの研究の一部を表 60 に示す。 
 
表 60 木材粉じんばく露作業者における鼻腔がんリスクの増加の報告 

がんの種類 研究方法 木材/職種 リスク 地域 引用文献 

扁平上皮がん 症例対照研究 - RR=2.9 北海道 Fukuda 1987 

扁平上皮がん 症例対照研究 
研磨や上摺作

業者 

RR=7.5 

(95%CI:1.5-38.5) 
東北 Shimizu 1989 

鼻腔腺がん 断面調査 
オーク・マホガ

ニー・ブナ 
発生率は約500倍増加 イギリス 

Acheson et 

al., 1968 

鼻腔がん 症例対照研究 ブナ 発生率は約 10 倍増加 イギリス Hadfield 1970 
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がんの種類 研究方法 木材/職種 リスク 地域 引用文献 

鼻腔がん 

後ろ向きコホ

ート研究 
- 

SRR=727 

(95%CI:314-1433) 

イギリス 
Rang & Acheson 

1981 

鼻腔腺がん 
SRR=13333 

(95%CI:5757-26273) 

鼻腔がん 

症例対照研究 - 

OR=35.4 

(95%CI: 18.1-69.3) 
フランス 

Leclerc et al, 

1994 
鼻腔腺がん 

OR=168 

(95%CI: 78-362) 

副鼻腔腺がん 

症例対照研究 硬材・軟材 
OR=139.8 

(90%CI: 31.6-999.4) 
オランダ 

Hayes et al.,   

1986 

症例対照研究 
クリ・オーク・

ポプラ・モミ 

OR=89.7 

(95%CI: 19.8-407.3) 
イタリア 

Battista et 

al., 1983 

鼻腔がん 
後ろ向きコホ

ート研究 
- 

RR=8.14 

(95%CI: 3.7-15.5) 
イギリス 

Acheson  et 

al., 1984 
鼻腔腺がん RR=80 以上 

鼻腔がん 
後ろ向きコホ

ート研究 

大工と家具職

人 

SMR=467 

(95%CI:253-679) 
デンマーク 

Olsen & Sabroe  

1979 

95%CI: 95% confidence interval 

OR: Odds Ratio 

RR: Relative Risk 

SMR: Standard Mortality Ratio  

SRR: Standard Registration Ratio 

 

木材粉じんと副鼻腔がんとの関連性を、7か国計 12 の研究データで検討した結果（がん

患者 930 人、コントロール 3,136 人）、副鼻腔がんおよび副鼻腔腺がんのリスクは木材関連

の職業への従事と関連していた（OR=2.0, 95% CI: 1.6-2.5 および OR=13.5, 95%CI: 

9.0-20.0）。なかでも、ばく露レベルを低(<1 mg/m3)、中(1-5 mg/m3)、高(>5 mg/m3)の 3群

に分けてリスクを観察した結果、低ばく露に分類された群では増加は見られず、高ばく露

に分類された群では大幅な増加（OR=46, 95%CI: 28.3-72.9）が認められた(Demers et al., 

1995)。 
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３．疾病の発症機序 

（１）がんを引き起こす濃度 

 ヒトでは、木材粉じんばく露の用量⁻反応関係を職種分類など半定量的推計によるとおよ

そ 1 mg/m3未満のばく露ではリスクの増加は見られていない(Demers et al., 1995; Hayes et 

al., 1986; Leclerc et al., 1994)。 

 副鼻腔がんは潜伏期間が長く、診断された 20～30 年前の症例等を調べることが適してい

ると考えられたが、1950～1960 年代の測定データは大変少ない。1980 年代初期のイギリス

の 7カ所の家具工場から採取されたサンプルの吸入性粉じん(cut-off, 10 µm) の 8 時間平

均個人ばく露レベルは 1.8～12.1 mg/m3を示しており(Jones & Smith, 1986)、1974 年の調

査における総粉じんの平均個人ばく露濃度が 5.9 mg/m3(中央値 4.6 mg/m3)であることから

(Hounam & Williams, 1974)、1974 年以前のばく露レベルは少なくともそれ以上だと考えら

れる。1997 年に Teschke らが 1990-1992 年のカナダ・ブリティッシュコロンビアにおける

鼻腔がんの発生について、職業性ばく露歴を問診し症例対照法を用いて分析したが、結果

はこれまで示してきた研究とは異なり、木材粉じんに対する職業性ばく露と鼻腔がんのリ

スク増加の関連性は認められなかった。この結果は、ばく露が軟材である事と近年の職業

性ばく露量が 1 mg/m3 未満にまで減少していることを反映しているのではないかとされて

いる(Teschke et al., 1997)。 

 また、動物実験も種々行われているが、IARC ではいずれも研究デザインの不適切さや検

討の不十分を指摘しており、総合評価では動物実験による証拠は不適切であるとしている

（IARC, 1995）。 

 

（２）発症機序 

木材粉じんの吸収・分布・代謝・排泄については未だわかっていない。 

 
４．学会等の動向、勧告等 

（１）国外機関（ILO, WHO (IARC), OECD, NIOSH, CDC, EU など） 

 各機関で定める発がん性分類を表 60に、また、喘息や呼吸機能の低下に対する許容濃度

を表 61 に示した。いずれの機関も木材粉じんをヒトの発がん物質としているが、ACGIH お

よび DFG は、オーク・ブナ材、カンバ・マホガニー・チーク・クルミ材など木材の種類別

に定めている。 

 

表 61 各機関で定める木材粉じんの発がん性分類 

機関 発がん性分類 解説 

IARC グループ 1 ヒトに対して発がん性を示す物質 

ACGIH オーク・ブナ材 A1 ヒトに対して発がん性が確認された物質 

カンバ・マホガ A2 ヒトに対して発がん性が疑われる物質 
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ニー・チーク・

クルミ材 

上記以外 A4 情報の欠如によりヒトに対して発がん性物質

として分類できない物質 

NTPa K ヒト発がん性があることが知られている物質 

DFGb ブナ・オーク材 1 ヒトに対して発がん性を示す物質 

上記以外 3B 情報不足により分類できない物質で、試験管

内試験または動物実験の証拠では、他のカテ

ゴリーへ分類できない物質 

日本産業衛生学会 第 1群 ヒトに対して発がん性を有する物質 

a National Toxicology Program, Department of Health and Human Services, USA 

b Deutsche Forschungsgemeinschaft, Germany 

 

表 62 各機関で定める木材粉じんの許容濃度 
機関 許容濃度、木材種類 8 時間 TWA 

OSHAa PEL PNORb total dust：15 mg/m3 

respirable fraction：5 mg/m3 

NIOSHc RELd total dust：1 mg/m3 

ACGIH ベイスギ 0.5 mg/m3（inhalable particulate mater）, SEN 

ベイスギ以外 1 mg/m3（inhalable particulate mater） 

a Occupational Safety and Health Administration 

b Permissible Exposure Limit Particulate Not Otherwise Regulated 

c National Institute for Occupational Safety and Health 

d Recommended Exposure Limit 

 

（２）日本産業衛生学会 

日本産業衛生学会による分類では木材粉じんは「ヒトに対して発がん性を有する物質」

とする第 1群に分類されているが（表 61）、木材の種類については規定されていない。また、

許容濃度は呼吸器への影響について規定されている。また、GHS 分類はなされていない。 
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